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As internationalization progresses in Japan, many local governments are providing information to foreigners about 
disasters and disaster prevention in Japan. However, this research has shown that international students do 
not know even the most basic things about what to do in an emergency. And international students are 
more willing to work with their neighbors in times of disaster. From these two points, it can be pointed out that the 
role of the schools is to connect “benefical information with international students” and “local organizations with 
international students”. 
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㸯㸬⫼ᬒ 
日本は㸪外国人受入・就労促㐍を国の政策 1㸧とし㸪在

日外国人の増加とともに㸪自治体や外国人支援のNPO団
体などから㸪日本での災害や㜵災についての情報発信が

多数行われるようになってきた㸬ほ光庁監修による

Safety Tipsという災害時情報提供アプリや災害時にゼ日
外国人旅行者への情報提供に役立つリーフレット㸪東京

㒔生活文化局ホームページでは㸪外国人向け㜵災情報の

発信や多文化共生ポータルサイトでやさしい日本ㄒや動

画での㜵災に㛵する情報発信を行っている㸬 
「日本の地方自治体における多文化共生の現在と今後」

2㸧では㸪災害や㜵災に㛵わることとして「在住外国人の

ための㜵災カ練」が「ある程度㐍んでいる」「㐍んでい

る」と回答した㒔㐨府県は80㸣㸪政令指定㒔市は69㸣程
度と㸪㐍捗状況を肯定的にホ価している㸬具体的な施策

の内容としては㸪多文化共生地域づくり㸪災害時の外国

人への支援に向けたㅮ座㸪災害時における外国人支援体

制の整備㸪災害時多ゝㄒ支援センターのタ置・㐠営㸪㜵

災メール登㘓等支援のための外国人データベースの構築㸪

他の自治体と共同で㜵災情報を発信するインターネット

ページの多ゝㄒ版の㛤発などが㸪自治体での取り組みと

して挙げられる㸬その他㸪様々な団体が外国人向けに災

害や㜵災に㛵する情報発信を行っているが㸪これらの情

報があることを在日外国人すべてが知り㸪日常的あるい

は㠀常時にそれらの発信元にアクセスして初めて㸪災害

大国日本での活動や生活が安全に㏦れる㸬

㸰㸬␃学⏕の⬤弱性 
 留学生がいわゆる災害弱者と呼ばれるせ因として㸪比

㍑的㛗く滞日することや㸪平均年㱋が20代前半であるこ
と㸪地域とのつながりが少ないことなどが挙げられる㸬 
 まず初めに㸪2019年のゼ日外国人は3100万人強で㸪う
ち留学生は31万人であった3㸧㸬ゼ日外国人の平均滞在日

数は「ゼ日外国人の消㈝動向2019年年次報告書」4㸧によ

ると8.8日で㸪6日以内の短期滞在者が㐣半数を占める㸬

しかし留学生の場合㸪日本ㄒ学校在籍期㛫は最㛗で2年
㛫㸪大学では2年から4年以上と㛗期にわたり㸪日本滞在
中に何らかの災害に⿕災する可能性が㧗くなる㸬 
第2に㸪㛗期滞在する外国人の中でも就労等で滞日し

ている外国人と比べて㸪留学生は平均年㱋が若い傾向が

あり㸪社会的に未熟であることから㸪情報や情報源の正

確さなどを考慮した優先㡰位づけや判断力が不十分であ

る可能性が㧗い㸬 
第3に㸪留学生は地域・社会とのつながりが弱いこと

が多い㸬このことは「JVOAD第5回災害時の㐃携を考え
る全国フォーラム」5㸧でも指摘されていて㸪ここでは東

京㒔内在住の潜在的脆弱層になりうる外国人の属性とし

て「在留㈨格がある人の中でも支援組織とつながってい

なく㸪㏆所づきあいもなく㸪地域とつながっていない留

学生㸪技能実習生」と挙げられていた㸬日常の大半を所

属学校で㐣ごし㸪それ以外はアルバイトをして生活して

いることが多い留学生にとって㸪住んでいる自治体で地

域とコミュニケーションをとる機会は少ない㸬 
また㸪これは留学生に㝈ったことではないが川手6)は㸪

災害や㜵災に㛵わる日本ㄒの㞴しさだけでなく㸪出㌟国

と日本の災害や㜵災に㛵する対応の㐪いが㸪災害時に影

㡪する可能性があると指摘している㸬すでに自国で経㦂

や学習してきている場合や㸪㏫に災害や㜵災について学

習する必せがない国から来た学生が㸪知っているから学

習が必せないと考えたり㸪㜵災を学ぶ必せ性を感じなか

ったりすることは㸪㜵災や災害に㛵する知㆑を新たに得

ようとするときに㸪大きな弊害になるのではないだろう

か㸬 

㸱㸬ㄪᰝᴫせ 
本稿は㸪川手 6)に続く報告である㸬 

(1)┠ⓗ
今回のㄪ査は㸪比㍑的㛗く日本に滞在する大学の留学

生に焦点を当てて実施した㸬彼らが日本の災害や㜵災知

㆑について何をどこまで知っているか㸪どのように考え
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ているかをㄪ査することによって㸪彼らに必せとなるス

トック情報を明らかにし㸪これらを提供できる㜵災教育

の形を㸪ㄪ査対㇟者の所属大学や地域に提案することが

目的である㸬

(2)実ᴫせ
本ㄪ査は世田㇂プラットフォーム 7㸧のリスクマネジメ

ント㒊会㸦㒊会㛗 国士舘大学㸧において行い㸪世田㇂

に本㒊を置く 6 大学㸦国士舘大学・㥖澤大学・昭和女子
大学・成城大学・東京㒔市大学・東京㎰業大学㸧に在籍

する留学生に対して㉁問紙および Google Forms による
アンケートㄪ査を実施した㸬

実施期㛫は 2021年 3月 12日に各大学に依㢗し㸪各大
学において㐺当な期㛫に実施した㸬全体の回答受付は

2021年 3月 21日から 6月 20日とした㸬  
(3)ㄪᰝ内容

4 つの㡯目㸦1㸪出㌟国の災害や㜵災カ練について 2㸪
日本での㜵災カ練などの経㦂について 3㸪日本での災
害時の知㆑について 4㸪㜵災に㛵する意㆑㸧に分けて㸪
日本ㄒ能力など基本的な情報を含め 58の㉁問で構成され
ている㸬㎡書の使用や内容に㛵する㉁問は可とし㸪「リ

ーディング・チュウ太」㸦㸯㸧を利用して㸪日本ㄒ能力ヨ

㦂 N2以上のㄒ彙にはルビを付け㸪N2以上の文法や⾲現
はできるだけやさしい日本ㄒで⾲現するようにした㸬 

㸲㸬ㄪᰝ⤖ᯝ 
 本稿では㸪㉁問紙の中から留学生がどのような知㆑を

どの程度もっているか㸪また災害や㜵災に㛵する意㆑や

情報提供の方法にどのような希望を持っているかについ

て報告する㸬 
(1)回⟅⪅の属性
回答者は 260 名で㸪内ヂは国士舘大学が 168 名

㸦65㸣㸧㸪㥖澤大学 46 名㸦18㸣㸧㸪昭和女子大学 0 名
㸦0%㸧㸪成城大学 4 名㸦2㸣㸧㸪東京㒔市大学 7 名
㸦3㸣㸧㸪東京㎰業大学 35名㸦13㸣㸧だった㸬 
(2)᪥ᮏでの⅏害の▱㆑
まず初めに基本的な災害・㜵災に㛵する知㆑と情報リ

ソースに㛵して㸦図 1㸧㸪「火事・救急・救助の㏻報を
するときの㟁ヰ番号を知っていますか」という㉁問では㸪

「YES」と答えた人が 207 名㸦80㸣㸧であったが㸪正確
に「119」と答えられた人は 192 名㸦74㸣㸧であった㸬
「㆙察への㏻報」についても「YES」と答えた人は 222
名㸦85㸣㸧であったが㸪正確に「110」と答えられたも
のは 79㸣であった㸬その他㸪「海上の事件・事故の㏻報
118」や「㟁ヰ番号をㄪべるための番号 104」「災害用伝
ゝダイヤル171」に㛵しては㸪正確に知っていた人は6㸣㸪
4㸣㸪4㸣と低かった㸬また㸪世田㇂区からの情報を獲得
する方法を知っていると答えた人のうち㸪具体的な方法

として「ホームページ」が 7㸣㸪その他は「新聞」1㸣㸪
「世田㇂区役所」1㸣㸪「Yahoo! Japan」1㸣㸪「Yahoo!
㜵災㏿報」1㸣があげられており㸪世田㇂区が発信して
いる「世田㇂区㜵災マップ」アプリを知っている人は 0
名だった㸬次に㸪外国人用災害アプリの利用については

36名㸦14㸣㸧が「YES」と回答した㸬具体的な利用アプ
リ名は多い㡰に「㜵災㏿報」12 名㸦5㸣㸧㸪「Safety
Tips」が 6名㸦2㸣㸧㸪「Yahoo! Japan」が 3名㸦1㸣㸧㸪
「ANPIC」「東京㒔㜵災」「NERV 㜵災」「News
Digest」「wechat」「地㟈㏿報」がそれぞれ 1 名で㸪残
り 205 名㸦79㸣㸧が未回答だった㸬さらに外国人用多ゝ
ㄒサイトの利用については㸪利用していると回答した人

の具体的な利用サイトは「東京㒔国㝿交流委員会」が 2
名㸦 1㸣㸧で㸪「翻ヂアプリ」「内㛶府」「NHK 

Japan」と回答した人がそれぞれ 1名ずつであった㸬 
 次に具体的な日常の㜵災知㆑については㸪ハザードマ

ップについては知っている人が61名㸦23㸣㸧㸪自宅から
最も㏆い㑊㞴所を知っている人は 169 名㸦65㸣㸧㸪大学
から最も㏆い㑊㞴所を知っている人は 107 名㸦41㸣㸧㸪
自宅で災害対策をしている人は 151 名㸦58㸣㸧㸪㠀常用
持ち出し⿄を準備している人は55名㸦22㸣㸧㸪災害地㟈
㏿報について知っている人は 225名㸦87㸣㸧であった㸬 

(3)⅏害や㜵⅏に対するព㆑
「日本で災害にあったとき㸪もっとも㢗りにする組織

はどこですか」㸦図 2㸧という問いでは上位 1 位と 2 位
を㞟ィした㸬もっとも㢗りにする組織は「学校」で 64㸣㸬
次点に「㆙察・消㜵」が 55%㸪「同国出㌟の知人・友人」
が 38%㸪「家族・ぶ族」「政府」が 32㸣であった㸬 

また㸪「あなたは㜵災に㛵する知㆑や情報を㸪どこか

らもらえたら便利だと思いますか」㸦図 3㸧という㉁問
では㸪「学校での教育」が 71㸣でもっとも多く㸪「㜵災
カ練・㑊㞴カ練」「インターネット」が 53㸣㸪「㜵災に
㛵する展示会やシンポジウム」が 39㸣と続いた㸬上位 3
位の結果から㸪インターネットを㝖いて㸪どれもㄝ明や
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世田㇂6大学留学生 内㛶府2009年 「㜵災に㛵するアンケートㄪ査」㞟ィ結果より

図 1 基ᮏ情報の☜ㄆ 

図 2 ⅏害に㢗りにする⤌⧊ 

図 3 㜵⅏に㛵する情報のⓎ信元 
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ゎㄝなどの“教えてもらうこと”㸦教育㸧を求めていとい
うことがわかる㸬 
次に㸪「地域で大つ模な災害が発生し㸪住民同士の助

け合いが必せになった場合㸪あなたは何ができますか」

㸦図 4㸧という㉁問では㸪「救助活動」が約 56㸣㸪「㏻
ヂ・翻ヂ」が約 50㸣であった㸬また「何もできないと思
う」と回答した留学生は 7.7㸣と低く㸪㠀常時に㏆㞄の
住民と協力し合うことに前向きであることが分かった㸬 

㸳㸬ㄪᰝから得られた▱ぢ 
(1)ストック情報の不☜かさ
災害時に正確な情報を知っていることは㸪命にもかか

わる大切なことである㸬知㆑があれば必ずしも安全で助

かるというわけではないが㸪知らないことで㐺切な㑊㞴

行動がとれなかったり㸪必せな情報や支援が得られなか

ったりすることは㸪日本人であっても往々にしてよくあ

ることである㸬災害時のみならず生活安全上必㡲である

119番や 110番でさえ 20㸣の留学生は正確に知らず㸪自
国の緊急㟁ヰの番号と混同している学生も多くみられた㸬

災害用伝ゝダイヤルにいたっては知っている人は 5㸣に
満たず㸪その他㸪災害や㜵災に㛵する情報を得る手段と

して㸪国や自治体が発信しているアプリやサイトを知っ

ている留学生は 260 人の回答者のうちごくわずかであっ
た㸬「ハザードマップ」というゝ葉についても半数以上

が知らず㸪「㑊㞴所」の場所も約半数前後の留学生が知

らなかった㸬さらに㸪㠀常用持ち出し⿄を準備している

と答えた人 55名で㸪準備している物の平均個数は 3.1個
で㸪例えば「チョコレート」「パスポート」「水」とい

った物であり㸪十分であるとはゝえない㸬発災時にはど

こから情報を得るのがいいのか㸪地元の地理やどこに㑊

㞴するのか㸪㑊㞴所に行けばどんなメリットがあるのか

等の㑊㞴行動の前提となる「ストック情報」が明らかに

㊊りない状況である㸬 
例えば㸪「㑊㞴所」ひとつとっても㸪「㑊㞴所という

ゝ葉を聞いたことがある」「災害時に㑊㞴所という場所

ができることを知っている」「自分が㑊㞴できる最寄り

の㑊㞴所を知っている」「㑊㞴所の役割を知っている」

といくつもの段㝵がある㸬これらを発災後にㄪべたり学

習する余⿱はなく㸪発災前に㌟につけておかなければ㸪

いざというときに行動に移せない㸬「ストック情報」が

十分にㄆ知されていなければ㸪危㝤情報や対応情報とい

った発災後に流す「フロー情報」をいくら多ゝㄒに翻ヂ

しても㸪㐺切な㑊㞴行動をとることはできない 8㸧㸬 
(2)ᡤ属学ᰯの㈐任
留学生にとって所属する「学校」は㸪滞在ビザの申ㄳ

をし㸪日本での㌟元を保ドしてくれる唯一の組織であり㸪

留学生が有事の㝿に学校を㢗りにするのは自明のことで

ある㸬また「家族・ぶ族」「同国出㌟の知人・友人」が

上位にあることにも注意が必せである㸬災害が㉳きた場

合㸪不安が強くなればなるほど㸪留学生は母ㄒで理ゎで

きる情報を信㢗する傾向にある㸬2011年の東日本大㟈災
の㝿も自国にいるぶや自国の報㐨機㛵の情報で危㝤度を

判断して帰国する留学生も多かった㸬しかし㸪海外での

報㐨は㸪日本の実情を正しく伝えているものばかりでは

なく㸪当時㸪留学生が出㌟国から得ていた情報が㸪彼ら

の行動判断の根拠として妥当であったかどうかについて

は疑問の余地がある㸬加えて㸪局地的な災害の場合には

出㌟国の報㐨等から情報を入手することは不可能な場合

も多いだろう㸬こうした点から㸪留学生の安全を守ると

ともに㸪彼らに安心感を与え㸪㐺切な行動を促すために

も㸪学校が平時から㸪留学生自㌟で災害時に国や自治体

の発するフロー情報へアクセスできるようにしていくこ

とが㔜せである㸬 
 また㸪災害や㜵災に㛵する知㆑や情報を得る手段とし

ての「学校での教育」が大きく期待されていることがㄪ

査からわかった㸬「㜵災に㛵するアンケートㄪ査」㸦内

㛶府 2009㸧の日本人の回答と比㍑すると㸪日本人が「テ
レビやラジオ」「新聞や㞧ㄅ」「インターネット」「国

や自治体で㓄布するチラシやパンフレット」といった媒

体で㸪自らㄞんだり聞いたりして情報を㞟めるものが上

位にあるのに対し㸪留学生は「学校での教育」「㜵災カ

練・㑊㞴カ練」「㜵災に㛵する展示会やシンポジウム」

などが日本人よりも大きく上回り㸪“教えてもらうこと”
㸦教育㸧に期待していることがわかる㸬㜵災や災害のㄒ

彙は学習済みのものもあるとはいえ㸪日常的に使用する

ㄒ彙ではなく㸪自国での経㦂など背景知㆑の差異がある

中で㸪メディアに流れる膨大な日常の情報の中から㸪災

害や㜵災に㛵する情報を㐺切に取捨㑅択して取り㎸んで

いくことが留学生にとっては㞴しい可能性がある㸬地域

とのつながりが少ない留学生にとって「学校」は㸪災害

や㜵災について学ぶいい環境であるといえるのではない

だろうか㸬

(3)地域への協働ពḧ
「地域で大つ模な災害が発生し㸪住民同士の助け合い

が必せになった場合㸪あなたは何ができますか」という

㉁問の結果を「㜵災に㛵するアンケートㄪ査」㸦内㛶府

2009年㸧と比㍑すると㸪多くの日本人との回答と大差な
いことがわかる㸬「救助活動」や「消火活動」「㣗料・

備蓄の提供」では日本人より㧗く㸪本ㄪ査で留学生向け

に㏣加した㑅択肢「㏻ヂ・翻ヂ」では㸪40%の留学生が
協力する姿勢である㸬特に「何もできないと思う」で回

答した留学生は 7.7%と少なく㸪多くの留学生が災害時に
は能動的に地域に㈉献できると考えていることがわかる㸬 
 しかし㸪前㏙した㏻り留学生と自治体の結びつきは強

くない㸬災害時に能動的な地域活動の意欲があったとし

ても㸪日常的に自治体とつながりを持っていなければ㸪

災害時に自治体がそれらを活かすことができないのが現

状ではないだろうか㸬 

㸴㸬まとめ 
(1)定ᮇⓗなストック情報のᥦ供
自分の生活圏におけるリスクを正しく把握することが

できれば㸪災害への対策を準備することができる㸬さら

に㸪リスクを把握するだけでなく㸪災害や㜵災に㛵して

信㢗できる情報源の確保や㸪自分の状況と合わせて情報

を取捨㑅択できるようなリテラシー教育も必せである㸬
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世田㇂6大学留学生 内㛶府2009年 「㜵災に㛵するアンケートㄪ査」㞟ィ結果より

図 4 ⅏害にできると思うこと 

図 3 㜵⅏に㛵する情報のⓎ信元
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災害時であれば㸪日本ㄒであってもデマや流ゝは増え㸪

注意喚㉳されるということを考えると㸪留学生であれば

なおさら気を付けて情報を得ていく必せがある㸬そうい

ったことを知っているだけで不安ゎ消されて安心につな

がり㸪予備知㆑や対策があることである程度の事態は受

け止めることができ㸪個人の⿕害を小さくすることがで

きる㸬災害に対して⿕害ゼロを目指すだけではなく㸪留

学生一人ひとりが少しでも災害にしなやかに対応するこ

とができれば㸪学校や地域にとって大きなメリットとな

る㸬 本ㄪ査から㸪留学生への災害・㜵災教育のㄢ㢟と

して㸪我々が当たり前のことだと思っているような基本

的なことから改めて学習することが必せだとわかった㸬

また㸪自国での知㆑や経㦂が留学生の災害・㜵災に㛵す

る知㆑に少なからず影㡪することがわかっている 6㸧㸬さ

らに留学生の希望する情報提供の方法として㸪新聞や㞧

ㄅ㸪ラジオのような多くの情報が提供される中での災

害・㜵災情報の提供ではなく㸪学校での教育やカ練など

日本の災害や㜵災に注目した何らかの“教育”を求めてい
る㸬  
すでに学習済みのことでも何度もカ練することで㌟に

つき㸪㠀常時の混乱した状況でも㐺切な行動がとれるよ

うになる㸬日本人が幼少期からそういった環境で災害や

㜵災について㌟につけてきたノウハウを留学生にも同じ

ように提供してくべきではないだろうか㸬留学生に災害

や㜵災に㛵するストック情報を獲得させるには㸪定期的

に継続した㜵災教育が必せであると考える㸬 
(2)地域とのつながり
インターネットで検索したりすれば㸪様々な㜵災知㆑

や災害時の対応について自治体の情報を得ることはでき

るが㸪実㝿どれだけの留学生がそれらの情報にアクセス

しているかは定かではなく㸪本ㄪ査でも㸪具体的に自治

体や外国人支援団体などのホームページやアプリをあげ

た人はごくわずかだった㸬また㸪留学生の現状としてチ

ラシやパンフレット等での情報提供は今のままでは効果

的ではないと思われる㸬その橋渡し役として大学などの

学校がそれらを利用して㜵災教育を行うことで㸪現在あ

る多ゝㄒ情報ややさしい日本ㄒの情報を留学生自㌟で得

ることができるようになるのではないだろうか㸬

さらに㸪多くの自治体で多文化共生施策として「外国

人に対する日本ㄒ教室・教育への支援」「多ゝㄒによる

情報提供㸦日本の法制度・ルール㸪行政サービス等㸧」

「各種生活相ㄯ」などを行っているが㸪「外国人住民コ

ミュニティの形成支援」「外国人住民に対する地域活動

への参加促㐍」に㛵しては㸪取り組み自体が行われてい

なかったり㸪取り組みが㐍んでいない自治体が多い 2㸧㸬

しかし㸪留学生自㌟が地域と結びつきが弱くても㸪留学

生が所属する学校は多くの場合㸪地域とのつながりがあ

る㸬学校が留学生に対して継続的に㜵災・災害教育を行

い㸪地域との橋渡しの役割を担うことができれば㸪地域

にいる他の外国人や⿕災者の助けになることができる㸬

 学校として㸪「情報と留学生」「地域と留学生」とい

う 2 つの橋渡しができれば㸪それは留学生㸪学校㸪地域
の三者ともに有益な㛵係となることができるだろう㸬 
(3)今後の展ᮃ
㜵災の知㆑を㌟につけた留学生が地域のコミュニティ

に参加することで㸪災害発生時の地域での共助の担い手

となることが期待できる㸬現に㸪横浜市の「外国人㜵災

リーダーによる地域支援事業」9㸧や広島市の「外国人市

民㜵災リーダー㣴成ㅮ座」10㸧など㸪自治体主体ではある

が㸪外国人を地域㜵災の担い手として育成する事業の事

例もあり㸪同じようなほ点から㸪学校が地域と㐃携しな

がら留学生を地域㜵災の担い手の一㒊と位置付けていく

ことも㸪将来的には可能であろう㸬 
さらに学校からだけでなく㸪自治体から外国人の所属

する団体に災害・㜵災情報の発信について働きかけるこ

とも大切である㸬作成してホームページに㍕せるだけで

はなく㸪各団体に周知させることができ㸪初めて各団体

は所属する外国人に情報を提供できるのである㸬 
 今後は留学生を含む外国人が日本の災害や㜵災につい

ての知㆑を㌟につけられるような定期的な学習の機会や

コンテンツを提供しながら㸪彼らが参加しやすいコミュ

ニティの在り方を探っていく予定である㸬

ㅰ㎡ 
本ㄪ査は世田㇂プラットフォーム㸦文㒊科学省の⿵助

事業「令和 2 年度私立大学等改㠉総合支援事業」におけ
るタイプ㸱㸧のリスクマネジメント㒊会において行った㸬

ご協力いただいた㥖澤大学・昭和女子大学・成城大学・

東京㒔市大学・東京㎰業大学並びに本学㛵係㒊署の職員

の皆様とアンケートに回答いただいた各大学の留学生の

皆様には心より御礼申し上げたい㸬 

⿵ὀ 
㸦㸯㸧「リーディング・チュウ太」は日本ㄒㄞゎ支援サイトで㸪

テクストボックスに文章を入力することで㸪各国ㄒへの翻ヂ㸪

日本ㄒ能力ヨ㦂㸦JLPT㸧に対応したㄒ彙や漢字のレベルチェッ
クが行える㸬日本ㄒ学習者や日本ㄒ教育㛵係者が教材作成等の

㝿に利用する㸬 https://chuta.cegloc.tsukuba.ac.jp/㸦2022 年 4
月 16日最終㜀ぴ㸧

参⪃ᩥ⊩ 
1)外国人材の受け入れ・共生に㛵する㛵係㛶僚会㆟㸸「外国人
材の受入れ・共生のための総合的対応策」㸦令和 3 年度改ゞ㸧
令和 3年 6月 15㸧

2)公益㈈団法人日本国㝿交流センター㸸「多文化共生と外国人
の受け入れについてㄪ査報告書 2017」㸦2018年 2月㸧
3)「留学生30万人ィ画」㛵係省庁会㆟㸸「留学生30万人ィ画」
㦵子検ド結果報告 令和 3年度 3月 31日
4)ほ光庁㸸「ゼ日外国人の消㈝動向 2019年年次報告書」
5) CWS Japan/ACT Japan Forum㸸災害時における外国人脆弱
層支援と宗教施タの可能性 JVOAD第 5回災害時の㐃携を考え
る全国フォーラム分科会セッション 2-5 2021.05.26
6) 川手桃,月ヶ瀬恭子,中林啓修㸸「留学生の地㟈㑊㞴における
出㌟国での経㦂の影㡪Ɇ世田㇂ 6大学を事例にー」地域安全学
会梗概㞟 No,49
7)文㒊科学省私立大学等改㠉総合支援事業
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shinkou/07021403/00
2/002/1340519.htm㸦2022年 4月 16日最終㜀ぴ㸧 
8)田村太㑻㸸災害時における外国人への対応㹼支援の対㇟だけ
でなく㸪担い手としての外国人のど点を㹼自治体国㝿化フォー

ラム June2017 Vol.332㸦一㈈㸧ダイバーシティ研究所 2017
9)一般社団法人自治体国㝿化協会㸦CLAIR/クレア㸧
http://www.clair.or.jp/j/multiculture/docs/23yokohama.pdf
㸦2022年 4月 16日最終㜀ぴ㸧 
10)消㜵㜵災博物㤋 外国人を対㇟とした㜵災対策に㛵する実務

㈨料㞟編 https://www.bousaihaku.com/wp/wp-
content/uploads/2019/09/H29_dai3bu5.pdf㸦2022年 4月 16日
最終㜀ぴ㸧
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㜵⅏ά動に参加した␃学⏕の㜵⅏に対する意㆑ㄪᰝ 
―インタビューㄪᰝにおける分ᯒからー 

Study for recognition toward disaster reduction effort among overseas 
students who participated in a disaster reduction effort activity 

-An analysis of the interview data-

石村 文恵
1

Fumie ISHIMURA1

1 ❧命㤋アジア太平洋大学 アジア太平洋研究科 博士ㄢ程 
     Department of Asia Pacific Studies, Ritsumeikan Asia Pacific University 

This study analyzed the motivation of overseas students to join a disaster reduction effort activity in Beppu, Oita. The 
motivating factors can be characterized by one or more of the following: ‘insufficient knowledge about earthquakes¶, 
‘the influence of one or more parents¶, ‘relevant personal experience¶, and ‘personal invitation¶. Awareness and practice 
of the concept of ‘self-help¶ was also found to influence students¶ decisions to participate. Furthermore, this study 
revealed that although students wished to help others through ‘multi-help¶, this is hindered by a lack of connection to 
the local community. Using the results of this research, I will discuss the possible methods for approaching future 
participants in disaster prevention activities.  

Keywords: overseas students, recognition toward disasters, disaster redaction effort, self-help, narrative analysis 

㸯㸬はじめに 

大分県別府市は人口⣙ 12 万人の地方㒔市であるが, 留
学生が⣙ 4000 人暮らしており, 留学生が人口に占める割

合が全国で➨ 3位である 1). しかし, 政令指定㒔市にある国

㝿交流センターのような機㛵はなく, 㠀常時に, 外国人住

民が㢗れる施タはない. 2016 年に㉳きた熊本地㟈では大

分県別府市においても㟈度 6 弱をグ㘓し, 当時は⣙ 4000
人の市民が㑊㞴所をゼれ, そのうち 1000 人ほどが外国⡠

の住民だったと報告されている 2). そのような中, 情報伝

㐩方法や様々なㄢ㢟もぢえ, これを受け別府市は対⟇の㸯

つとして災害時に災害時多ゝㄒ支援センターを㛤タする

ことを決定した. しかし, 常タされていないため, 災害時に

ㄆ知されるかは定かではない.  
内㛶府が 2006 年に発⾲した「災害時せ援ㆤ⪅の㑊㞴支

援ガイドライン」3)では情報弱⪅として外国人も支援を

せする人々として挙げられてる.これに基づき外国人への

㓄慮として多ゝㄒ対応や「やさしい日本ㄒ」などによる

情報提供が全国的に広がっていった. しかし, 㓄慮すると

同時にそうすることによって情報の㏦り手と受け手とい

う❧場にはっきりとわかれてしまい, 情報を伝えようと㏦

り手がさらに努力することで㐣保ㆤになり, 受け手の住民

は㜵災の意㆑を低下させてしまうということも問㢟とし

て挙げられる 4).  㜵災対⟇に㛵しては, 情報を受ける側が

「㜵災対⟇に対する主体的態度」を形成することが必せ

であると指摘されている 5). また, 内㛶府は㜰神淡㊰大㟈

災, 東日本大㟈災の教カとして, 「公助」だけでは対応し

きれないため, 「⮬助」そして「共助」の㔜せ性も強ㄪし

ている. 㛗期㛫一つの場所に滞在し, その地域の住民とな

る留学生も同様に「⮬助」, 「共助」の意㆑が求められる 

だろう. 
これまでも外国人住民, 留学生の㜵災に対する意㆑や

「⮬助」「共助」「公助」に㛵わる研究が⾜われてきた. 
そのような中で, 京㒔府国㝿センター(2013)6)は, 留学生の

㜵災への㛵心が低く, 㜵災カ⦎やㅮ⩦会が必ずしも留学生

の具体的な知㆑獲得や⾜動に⤖びついていないことを問 

㢟どしている. また,中川(2016)7)のㄪ査においても, 留学生

が日本人学生よりやや「⮬助⬟力」が低いと判断できる

⤖果が出ている. その一方で, 「ゝㄒ⬟力的制⣙」をはじ

めとした制⣙により, 「外国人㸻災害弱⪅」と捉えられて

きた外国人住民に対する弊害もある 8).  これまで, 留学生

や外国人住民と㜵災の意㆑に㛵わる研究では, アンケート

ㄪ査による研究が多くぢられた 9),10),11),12),13)が, インタビュ

ーㄪ査で留学生の意㆑, またその⫼景をヲ⣽に分析したも

のは少ない.  
本研究は, 多文化理ゎをど㔝に入れた㜵災活動, 「㜵災

まちあるき」注) に参加した留学生の㜵災に対する意㆑と

それに影㡪を与えている⫼景をインタビューㄪ査から㉁

的に分析したものである. 㜵災活動に参加する意欲的な留

学生の意㆑を分析することにより, 今後の留学生への対応, 
また, 留学生が地域に与えうる影㡪を⪃察した.  

㸰㸬◊✲方ἲ 
2021 年 7 月 10 日に別府市で留学生を中心とした外国人

住民と地域住民とが協働で⾜う➨㸵回「㜵災まちあるき」

を㛤催した. 参加⪅は, 日本人住民 25 名(うち子ども 3 名), 
外国⡠住民 16 名だった. 「㜵災まちあるき」⤊了後に事

後アンケートを㓄布し, その中にㄪ査への協力依㢗をグ㍕
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න１：インタビューを行ったཻ学ਫ਼のๅ 
仮໌ ड़ਐஏ พ ॶ ೧େ ଼在ྼ 近ॶ 

づきあい 
災害の
経験 

Aさん 国  学෨ 20େ ༁ 2೧ ほとんど
ない 

ஏਔ**、
ୈ෫ 

Bさん タイ  学院 30େ ༁ 2೧ સくない ஏਔ 

Cさん インド
ネシア

 学෨ 10େ 9カ月 ほとんど
ない 

ஏਔ、 
ୈ෫ 

Dさん アフリ
カ圏*

 学院 30େ 9カ月 ほとんど
ない 

ஏਔ、 
ୈ෫ 

* アフリカの希ঙ国からཔた学ਫ਼であるため国を記載すると個ਕをஇできるため

**すべての学ਫ਼のஏਔの経験はཔೖ後に経験したਔౕ 3ఖౕの༵れのものである 

した. 5 名の留学生がメールで応⟅し, 協力を申し出た. ま
ず, 研究目的とㄪ査方法, 参加に㛵するㄝ明をヲ㏙した

Google Forms を作成し, 5 名にㄪ査協力への承ㅙとアンケ

ートへの回⟅を依㢗した. アンケートは, ⾲ 1 で示してい

る学生の情報に㛵する㉁問とソーシャル・キャピタルの

「信㢗」「互㓘性のつ⠊」「ネットワーク」14) の㸱つの

せ⣲について尋ねる以下のような㉁問で構成されている.  
① 㜵災のイベントに参加しようと思った理由は何です

か.
② グループワークで㞴しかったことは何かありますか.
③ 災害に備えることは大切だと思いますか. どうしてで

すか.
④ どのようなソーシャル・グループに入っていますか

㸦例㸸学校, サークル, ㊃味のグルーブなど㸧

⑤ ⮬㌟を活動的だと思いますか. どうしてですか.
Formsへの回⟅をもとに 1 名につき 1 時㛫から 1 時㛫半

の㏣加インタビューを 2021 年 8 月に⾜い, さらにヲしく

尋ねた. 1 名の学生はアンケートの㉁問がⱥㄒだったため, 
理ゎしづらかったようで回⟅ができず, インタビューのみ

⾜った. 今回の研究はアンケートとインタビューの両方に

協力した同じ大学に㏻う大学生 2 名, 大学㝔生 2 名のデー

タを対㇟としている. コロナの影㡪を⪃慮し, インタビュ

ーは全て Zoom を㏻して⾜い, Zoom の㘓画機⬟と IC レコ

ーダーで㡢声をグ㘓した. インタビューに使用したゝㄒは

学生が㑅択し, 必せに応じてⱥㄒと日本ㄒを併用した.
インタビューの情報を文字化し, 回⟅の中から共㏻点と

相㐪点などを抽出し, コーディングを⾜った 15). その後, さ
らに発ゝで㛵係ある㒊分をそれぞれの「○○さんの発ゝ」

として明グしている. ⱥㄒでの回⟅は, ➹⪅が⩻ヂし, 日本

ㄒの回⟅はなるべく原文を使用しているが,文法ミスが明

らかな場合は, ➹⪅が修正している. 

㸱㸬⤖ᯝと分ᯒ 
ㄪ査に協力した 4 名の学生の情報は⾲㸯の㏻りである. 

それぞれの出㌟国では国㝿的なニュースとなるような

大災害が発生したことがあるものの, 学生は全員それらを

⤒㦂していなかった.  また, 全員が母国で㑊㞴カ⦎の⤒㦂

があり, その目的が 「火事」であったと回⟅した学生が 3
名, その他, 「地㟈」「洪水」「戦」という回⟅があり, 国
の情勢によってカ⦎の目的が異なっていた. また, 特定の

㑊㞴所はなく, 広い広場のような所に㑊㞴するという 3 名

の回⟅があった.  
「㜵災まちあるき」で⤒㦂したグループワークに㛵し

ては, 多少ゝㄒレベルを⪃えてグループ分けを⾜っていた

が,「全てうまくいった」, 「何も㞴しくなかった」と回

⟅していた. B さんは「ゝㄒの壁はあったが, チームメー

トがかなり助けてくれて問㢟がなかった」と回⟅してい

る. ㏆⸨(2015)16)によるとこれまでは外国人が情報弱⪅と

なるせ因がゝㄒ⬟力不㊊と捉えられ, その⤖果, 多くの⮬

治体で多ゝㄒによる㈨料作成などがヨみられたという. し
かし, 留学生による㜵災情報収㞟活動の実㊶事例からは外

国人が情報弱⪅となる直接的せ因はゝㄒ⬟力とはゝえず, 
日本ㄒを使用する不安と, 公的機㛵の日本人が外国人との

コミュニケーションに不慣れなため日本ㄒでヰすことに

おいても㌋㌉してしまう姿勢にせ因があると㏙べている
16). 協力⪅の留学生は, 日本ㄒ⬟力はほぼゼロで来日し, 日
本ㄒのレベルはそれほど㧗くない学生もいるが, チームメ

ートのサポートにより, コミュニケーションを取ることに

は困㞴を感じていなかったようだ.

図㸯はアンケートに回⟅した㜵災活動への参加理由で

ある. A さん, B さん, D さんは, 「㜵災についての知㆑を㌟

につけたいこと」が共㏻している. 災害の知㆑がないこと, 
⤒㦂がないこと, 災害が多い日本からの学びなど理由は異

なるが, ⮬ら必せ性を感じイベントに参加していた. この

ような回⟅からは, ⮬㌟の安全を確保したいという意㆑が

感じられ, そのような意㆑は災害時の「⮬助」につながる

と⪃えられる. それに対して, C さんは普段接している大

学の日本ㄒの先生からのㄏいで参加しており, ⮬らの意思

ではなかった. さらに, インタビューで⪺いた参加理由を

分析し, コーディングした. (図 2).  

A さんの発ゝ 
たぶん両ぶからの教⫱なども影㡪があると思いますね. 
命が一番㔜せなことをよくゝわれました. うーん, そう

ですねやっぱり人の命が助かることがありましたが , 
なんか最㧗ですね. 父は医⪅をやっていますのでやっ

ぱりちょっと医学の知㆑があるんで命に対する意㆑が

㧗いようです. できる㝈り人の命を助ければすごく嬉

しいです.  

න２：災活ಊへの参加ཀྵ༟についてのアンケートੵのコーディング 
໌ 災活ಊに参加したཀྵ༟ コード

Aさん 

Bさん 

Cさん 

Dさん 

ೖຌはࣙષ災害がଡい国です。ࣙ ષ災害はࢴのड़ਐஏで
はほぼ起きないのであまり災に関するஎࣟがありま
せん。できるだけஎࣟをਐにつけてଠのਕをঁけたいと
 。いましたࢧ

今までのਕਫ਼のできな災害にૼったことはありま
せん。だからචགྷなๅをघしたいとࢧいました。 

ਫ਼から়介されて参加しました。 

ೖຌは災害の経験をしているのでそのೖຌからいろい
ろなことを学びたかったです。  

1. ೖຌは災害がଡい
2. 災のஎࣟがない
3. ଠのਕをঁけたい

1. 災害の経験がない
2. චགྷなๅघ

1. ਫ਼からの༢い

1. ೖຌから学びたい

න３：災活ಊへの参加ཀྵ༟とଠंへの意ࣟに関わるナラティブੵのコーディング 
໌ 災活ಊに参加したཀྵ༟ コード 

Aさん 

Dさん 

ࣙષ災害がなんかຌにཔるときにはਕはࣙでঁか
ることはࣰはঙないですね。できるだけໍをঁければࣙ
でもうれしくないですか。なんかࣙのໍだけではな
くबりのਕができるだけঁかればすごくうれしいなと
いう気࣍ちを࣍っています。 

の国のメインの災害はࣙષ災害ではなくて、ક૬でࢴ
す。パワーをಚようとൕ逆ंが現れたりすることに
します。これも災害です。ࢴたちはお互いঁけ合わなけ
ればなりません。お೧寄りはૺることができないので何
かあればऑंがঁけなければなりません。それからࢢど
もたちもଠのௌに࿊れて行ったりしてঁけなければな
りません。  

1. ࣙでঁかるこ
とはঙない 
2. ଠのਕをঁけた
い 

1. ક૬ 
2. お互いにঁけ合
う 
3. ଠのਕをঁける
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㹂さんの発ゝ 
私がボランティアをするのは医⪅だった父をぢて⫱っ

たからです. 父は時㛫外でも人々を助けようとしてい

ました. ときどき人が家の前で待っていて, 子供の時私

の家は病㝔のようでした. (中略)あるとき父が政府に反

対したために問㢟が㉳き, 私は海外の大学で勉強をす

ることができませんでした. でもそのとき父の知り合

いが以前父に助けてもらったからと助けてくれました. 
私はその人を知りませんでしたが. そのおかげで今こ

こにいます.  

A さんと D さんに共㏻している点は, 「他の人を助けた

い」という気持ちを抱いていることである. また, 特に D
さんは国の情勢によるそれまでの⤒㦂からお互い助け合

わなければならないという気持ちを強く持っている. そし

て, A さんも D さんも父ぶの⫋業が医⪅で人を助ける姿を

ぢてきたことで, 人を助けたいという気持ちが大きくなっ

たようだ.  実㝿に, A さんは 2020 年のす日本㞵の㝿に日

田市に災害復⯆ボランティアに参加していた. また, D さ

んもフランスの㉥十字でボランティアをした⤒㦂があり, 
現在も毎㐌ビーチのゴミ拾いのボランティアに参加し, 常
にできることに取り⤌んでいる. ここから「⮬己の⤒㦂」

と「ぶの⫋業」が他⪅を助けたいという気持ちにつなが

っていることがわかる. 「⮬己の⤒㦂」という点から⪃え

ると㹀さんも㐣去の⤒㦂により, 災害に備えることの㔜せ

性を㏙べていた.  

B さんの発ゝ 
2019年の12月京㒔で私は⮬㌿㌴に乗っているとき㌴に

はねられました. そのとき意㆑はありましたが何をし

たらいいか全くわからず, ㌴を㐠㌿していたおじいさ

んとちょっとヰしてからすぐにそこから去りました . 
このような場合, トレーニングをしていないと⬻は働

きません. 災害も同じだと思います. だから, 少しでも⮬

分の⬻をトレーニングするために参加しました.  

B さんは⮬㌟の交㏻事故の⤒㦂で, 咄嗟に何をしてよい

のかわからなかったこと, ゝㄒの問㢟もあったが, ⥭急時

に対する知㆑のなさに思⪃が停止してしまったことを教

カに, 災害時に同じ状況にならないように㜵災活動に参加

していた. 㐣去の「マイナスの⤒㦂」から学び災害時に必

せだと思われる情報を得るために⮬らイベントに参加す

るという⾜動を取っている.  

C さんの発ゝ 
○○先生から㜵災は楽しい活動と⪺かされました. ま
た, 参加したらポイントがもらえますから. 私と友㐩は

参加しました. そして活動はとても印㇟的でした. みん

なが積極的に活動に参加していました. インドネシア

でもこのような活動をしたほうがいいです. (中略)イベ

ント後, ⮬㌿㌴でエリアの周り, どこに㑊㞴所がありま

すかねえ. 私は㸰つぢつけました. 1 つはヒロセ(ホーム

センター)のとなり, もう㸯つは上に上がっていく石垣

の㏆くの小さい公園のフィールドです. それを探して

から安心しました. そして参加していない友㐩にその

イベントについてヰしました. 友㐩は次回参加すると

ゝっていました. だからもちろん僕も参加します.

C さんは, ⮬らの意思ではなく, 先生からのㄏいでイベ

ントに参加したと㏙べている. 成⦼に加味されることもあ

り参加しているため, 受け㌟であるのかと思われた. しか

し, 参加後は⮬㌟で㑊㞴所をぢに⾜き, ⮬ら⾜動を㉳こし

ており, さらにイベントの内容を友人に伝えることによっ

て新たな情報の拡散につながっていた. きっかけは「ㄏい」

からであったが, 災害に備えて今⮬分にできることを⾜っ

ていた.  

C さんと D さんの発ヰから, 「政府に㢗れない」「⮬分

⮬㌟でゎ決」「コミュニティの㔜せ性」が伺える. 国の事

情によりそもそも政府に㢗ろうという気持ちがなく, 「⮬

助」の意㆑を持っているからこそ⮬分で何かをしようと

⾜動に移すことができているのかもしれない . 片田他

(2009)17)は日本の㜵災現場において, 災害対応に㛵する⾜

政依存や災害情報依存という状況から住民の主体的な態

度の欠如を指摘している. 㜵災力を向上するためには, 㜵
災に対する市民の主体的態度の形成が不可欠である 18). 日
本人住民が C さんや D さんのような⮬❧した留学生の意

㆑にゐれることにより, 政府への依存に気づくかもしれな

い.  

㸲㸬⪃察とまとめ 
本ㄪ査では, 㜵災活動に参加した留学生にアンケートと

インタビューでㄪ査を⾜った. その⤖果, 㜵災活動への参

加意㆑は, 家庭環境やこれまでの⤒㦂が影㡪していること

が明らかになった. 「ぶの影㡪」や「⮬己の⤒㦂」は来日

前の環境によるところが大きく, 介入するのは㞴しい.し
かし, 「ㄏい」に㛵しては留学後の環境の中でできる介入

である. 千明(2011)19)の看ㆤ大学の学生がサークルを決め

る動機についてㄪべたㄪ査でも「専㛛分㔝の⯆味・㛵心」

に次いで多かったのが「他⪅からの勧め・ㄏい」でとり

わけ先㍮からのㄏいであった. また, 板橋(2017)20)において

も「まちあるき」のイベントに参加した留学生は, 教員や

友人による「ㄏい」が与える安心感が学外の活動へ㋃み

出すきっかけになっているという. 今後, 㜵災活動への参

加を促す㝿, 信㢗㛵係がある人からの「ㄏい」というのは

有効であるとゝえよう. また, 本研究の㹂さんのように, ㄏ
いをきっかけにその後の⾜動につながる可⬟性もある.
「共助」に㛵しては, 留学生は「他の人を助けたい」と

いう気持ちや, 国で⤒㦂した「㏆所の人との助け合い」

「⮬分のコミュニティを持つことの㔜せ性」を㏙べてお

り, お互いに助け合うことの大切さを理ゎしていることが

わかる. 一方で, 4人の学生全員が日本で㏆所づきあいが全

くないもしくはほどんどないと回⟅している.  ㎘木他

(2018)13)が⾜った四国に在住する外国人と日本人学生を

対㇟に⾜ったアンケートㄪ査では, 母ㄒヰ⪅同士の㛵わり

が強く, 外国人は地域との⤖びつきがⷧいことが明らかと

なり, また日本人学生にも地域との㛵わりのⷧさがぢられ

න４：ැにଲする考えのナラティブੵのコーディング 
໌ 災害が起きたときැがサポートしてくれるか コード

Cさん 

Dさん 

インドネシアはきい国だからැはちょっとབれま
せん。ࢤはଡいし、とても雑なので。ੴからࣙの
ことはࣙでगらなければなりません。ැはあまりサ
ポートしてくれない。でも近ॶのਕとঁけ合える。 

ඈೋॶはありません。何かが起きたらࣙࣙਐで解決し
なければなりません。ࣙ のコミュニティを࣍っていな
ければなりません。ැは何も計画がないから。コミュ
ニティのリーダーにॊって行ಊします。

1. ැはབれない
2. ࣙのことはࣙ
 
3. 近ॶのਕ

1. ࣙਐで解決
2. ࣙのコミュニ
ティ
3. ැは何も計画
がない 
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るという特徴があった. 留学生, 日本人学生を問わず, 大学

には他の地域から来た学生が多く, 日常生活の中で地域と

㛵わる機会が少ないため, 地域の人々との接点が少ないと

ゝえる. その一方で, 㮵児島県で, 地域⾜事にⱝい技⬟実⩦

生が神㍿をかついだり, ベトナム出㌟の技⬟実⩦生が⮬国

の㋀りを披㟢したりと地域の人を➗㢦にする存在となっ

ている 21).  また, 片岡(2016)11) も外国人住民は地域の「共

助」の担い手となりうる可⬟性を指摘している. 
今回ㄪ査に協力した留学生は, ⮬国では㏆所とのつなが

りが強いものの, 日本においては㏆所もしくは地域の人た

ちとのつながりがほぼなく, 力になりたいと思っていても

それを発揮する㛵係性ができていない. このような意欲を

地域のなかで生かしてもらえるように日ごろからコミュ

ニケーションを取る機会を作っていくことが㔜せである

と⪃える. また, 他⪅に依存せず⮬分の㌟は⮬分で守るた

めの⾜動を取ろうとしている積極的な姿勢は, 日本人住民

の⮬助に対する意㆑に影㡪を与えるせ⣲だとゝえる.
外国人のための㜵災活動ではなく, 地域に住む日本人と

共に双方向の活動を⾜っていかなくては, お互いを理ゎす

ることもできず, 災害時に助け合うことは㞴しい. 片岡

(2016)8)は多文化共生とは外国人と異文化を理ゎし, どの

ように仲Ⰻくしあっていくのかを⪃えることではなく, 日
本人および外国人をも交えた, 現代社会がかかえる流動性

を加味したフレキシブルな地域コミュニティをいかに⤌

みなおしていくかを⪃えることであると㏙べている. その

ためには, 共に⪃えていくこと, そこから新たな地域コミ

ュニティを形成していくこと, そしてコミュニティのメン

バーの持つ力をどう地域につなげていくかを⪃えていく

ことが㔜せだという. 地域㜵災力の向上をぢ据えたコミュ

ニティを⪃えていくためにも, 今後さらに地域コミュニテ

ィとは何か, どのように地域がつながっていけるのかとい

うことを㜵災のほ点からㄪべていきたい.

⿵ὀ 

「㜵災まちあるき」は 2016 年に㉳きた熊本地㟈後, 2017 年 12
月から年に 2 回別府市で⾜っている㜵災の活動である. ➨ 7 回

「㜵災まちあるき」では, 別府㥐から別府市役所まで 3㸪4 名(多
国⡠)が 1 つのグループになり, 協力してしおりに書かれたミッシ

ョン(海抜⾲示や㑊㞴所を探すなど)をこなしながら市役所に向か

った.  その後, 市役所でまちあるきを⾜いながら気づいた点や問

㢟点を書き出し, カテゴリー分けし, それに対するできそうなこ

とをグループでヰって書き, その後他のグループと共有するとい

った活動を⾜った. 大学・市役所・一⯡社団法人が協働で「㜵災

の知㆑を㌟につける」「まちを知る」「人とつながる」ことを

目的として活動している.  

ㅰ㎡ 
 本研究を⾜うにあたり, インタビューにご協力いただい

た留学生のみなさんに感ㅰいたします. また, 指導教官で

ある❧命㤋アジア太平洋大学の四本幸夫先生にこの場を

借りて心よりお礼を申し上げます.  
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１．はじめに
(1)研究背景

災害発生時，さまざまな困難に直面する外国人の存在

がある．たとえば2018年の大阪北部地震では，観光目的

で来日していた多くの外国人が空港や鉄道駅等で足止め

されただけでなく，情報提供も十分でなかったことから

安全な場所への避難も円滑には進められなかったとされ

る 1)．このような短期滞在の外国人に対する防災対策は

今後の重要な課題であるが，留学等も含む長期滞在の外

国人の場合，在日外国人ネットワークが災害時の助けと

なってきたケースもある．阪神・淡路大震災においても

多くの外国人が被災し，その後多くのトラブルも発生し

た一方で，例えば在日中国人の子弟教育を目的の一つと

して設立された学校を中心として災害救援の拠点が設け

られただけでなく，その後の支援活動も行われたケース

などもある． 

言語や文化的背景が共通する外国人同士の支え合いの

ネットワークが機能し，維持されることができれば，た

とえ巨大災害が発生したとしても，個人がそれぞれ日本

での災害支援の仕組みにアクセスしなくても，ある程度

同胞による支援によって被害をまぬがれたり，その後の

困難を乗り越える支援を受けたりすることが可能となり

うる．日本で考えられている要支援者としての外国人支

援方策と両立させることができれば，むしろ外国人のコ

ミュニティによって地域社会の共助力向上が図られる可

能性も秘めているといえる．

(2)本研究の目的と構成

そこで，本研究では，神戸における在日中国人コミュ

ニティの災害対応と，それを可能とした華僑や在日中国

人ネットワークの状況をヒアリングや文献調査から改め

て整理する．具体的には阪神・淡路大震災時に実際に在

日中国人への支援活動を行った経験者等に対するヒアリ

ング，および当時まとめられた報告書を始めとする文献

から状況を整理し，今後在日外国人コミュニティの災害

時対応力の現状を把握する際の基礎的資料とすることを

目的とする．

２．阪神・淡路大震災における在日中国人の被害
 兵庫県の中国人は，神戸市，とりわけ約半数が市の中

心部に居住している．歴史的にみれば，中国人は，神戸

開港の際，いわゆる外国人居留地ではなくその周辺に位

置する雑居地に集住することになった．華僑が暮らした

のは神戸市中央区，三ノ宮駅北西側のトアロードと鯉川

筋，山手幹線と生田新道に囲まれたエリアが中心であり，

広東出身の華僑が多く暮らしていたことから，広東村と

広東部落と呼ばれていた．さらにその北側に位置する北

野町にも他の地域出身の華僑が多く暮らしてた．このエ

リアは，戦後外国人が居住を許されていた生田川から宇

治川の間に位置している（1）．阪神・淡路大震災では，

このエリアに暮らす華僑のうち，高齢者(60歳以上が半数

以上)及び様々な場所で暮らす留学生が甚大な被害を受け

ている．当時の兵庫県人口に占める在住外国人の割合は

1.8％であったが，外国人犠牲者は 183 人で，犠牲者総数

の 3.2％を超える．なお，震災による中国人の死者は 44
人（華僑 20 人）で，国籍別の人口比死亡率はブラジル人

についで第 2位，日本人の 2倍以上にのぼった 2）. 
中国人留学生の被害状況について整理する．当時兵庫県

下には 700 名以上の中国人留学生が在籍し，留学生の家

族を含めると 1000名以上が県内に滞在していた．そのう

ち犠牲となったことが確認されたのは 21名である（1995
年 2月 14 日時点の集計）．それ以外の留学生やその家族

については，最終的には無事に避難したり帰国したりす

ることができたという．1980 年代初頭にまちびらきが行

われた人工島ポートアイランドには，神戸大学留学生会

館に 32名，市営住宅に 10名，併せて 42名の留学生が当

時居住していた．震災発生後，留学生たちは会館のロビ

ーや島内に立地する港島中学校などに避難し，自発的，

組織的に避難，帰国に向けた対策を検討した．その後，

中国駐大阪領事館教育室の梁宝傑領事らとの協議の上，

全員が関西空港へと移動している．一部の人はそのまま

帰国し，一部は親戚や知人の家に避難し，残った 10数名
が領事館教育室へ避難した 3）． 
西区の学園都市に立地する神戸市留学生会館には中国
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の留学生が 60名ほど住んでいたが，地震後は会館の二階

に避難し，東灘区に立地する神戸大学住吉寮の留学生 10
名も地震後，すぐ近くの赤塚山高校（当時）へ避難した．

このように会館などに住んでいた留学生は全員無事であ

ったが，民間賃貸住宅に居住していた留学生が大きな被

害を受けている．当時，アパートや文化住宅に暮らす留

学生は全体の 7 割以上を占めており，灘区，長田区，兵

庫区，西宮市などに，経済的理由により安価で脆弱な建

物で暮らしており，それらの倒壊によって犠牲となった．

３．在日中国人コミュニティによる災害対応
上記の被害状況も含め，震災直後から，華僑のネット

ワークを中心に各コミュニティ間の連携によって被害状

況の把握，および被害者に対する支援活動が開始められ

ている．華僑が多く暮らすエリアに近接して立地する神

戸中華同文学校（以下「同文学校」）内には独自の災害

対策本部が設置され，対応が行われた（図 1）．

図１ 阪神大震災直後の華僑震災対策本部組織図

当時の神戸には，出身地ごとの華僑コミュニティが形成

され，拠点も有していた．例えば福建省出身で神戸周辺

で主に飲食業を営む華僑が中心として構成されている福

建同郷会や，理髪店等を JR各駅の駅前で開業している経

営者が多い浙江省および周辺地域出身の華僑で構成され

ている浙江同郷会などである．それらのコミュニティの

関係者が同文学校内に設置された神戸華僑震災対策本部

に参集し，情報共有，今後の対策の検討を行うことにな

った．各団体は，自分の同郷の人達の被災状況・情報を

調査することをまずは実施している．その後，各同郷会

を通じて，被害者の状況を日本国内だけでなく中国・台

湾にいる被害者親族に連絡している．また，震災で亡く

なった人の遺体を同文学校体育館に安置した上，華僑総

会と中国領事館が協力して犠牲者の情况と個人情報を確

認し，最終的には中国の親族に電話で連絡を取った．そ

ういった犠牲者親族との連絡だけでなく，震災対策本部

では日本政府とも連携協力して，同文学校を拠点として

物資の配布や支援活動も行っている．震災当日には学校

を華僑や在日中国人だけでなく，近隣の被災者に開放し

たため，周囲に暮らす日本人も避難所として利用してい

る（2）．さらには，華僑の建築士の人達の協力を得て，

同胞が居住する建物が住み続けられるかどうかの調査及

び判断を独自に実施している（3）．  
また，留学生の安否をできるだけ早く確認するため，中

国駐大阪総領事館や神戸大学など各大学，関連団体が連

携して情報交換も行われた 3）．並行して被災した留学生

への見舞いを兼ねて，各避難所と病院をまわって現状把

握に努め，中国語と日本語による「中国人留学生連絡セ

ンター」開設のビラを掲示するなどの取組も行っている．

しかし，地震後の混乱のなかで，直接安否の確認ができ

たのは留学生 700名の約 8割であった．その中で，21名
の死亡を確認している．さらには神戸地区中国留学生聯

誼会(当時会員 700余名)も地震発生後，役員たちのネット

ワークを生かして留学生の安否確認を急ぐ一方，留学生

たちの窓口としての連絡センターを設置することとし，1
月 23 日，兵庫県日中友好協会の協力を得て，協会の事務

局内に中国留学生連絡センターを設置し，本格的な留学

生救援対策に取り組んでいる 4）．

４．まとめ
 在日外国人は言葉や文化の壁から，災害発生時に多く

の被害を受けたり，情報を得ることが困難で安全確保が

できなくなるなどの懸念がある．災害への備えとしてこ

のような外国人に対しても多文化共生や災害弱者支援の

視点から様々な取り組みが進められている．例えば防災

に関するサインの多言語化などはその一例である．一方

で，日本に拠点を置き，生活をしてきた在日外国人は，

独自のネットワーク，コミュニティを形成している．実

際に阪神・淡路大震災の被災地では市民による自発的な

災害対応行動が見られたのと同様，在日中国人のコミュ

ニティーも同様に同胞のネットワークおよび施設等を活

用した対応が図られていたことが改めて明らかとなった．

今後はこういったコミュニティが災害時の在日外国人へ

の共助力として機能するためにどのような方策や連携が

必要かについて明らかにしていくことができれば，弱者

支援の視点からではなく，地区防災計画や地域コミュニ

ティの活性化といった一般的な防災対策としても位置づ

けられる可能性がある．今後，その点についても明らか

にしていきたい．
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examined based on the assumption of what might happen on evacuation activities in each region. As a result, it wa
pointed out that it will be necessary to promote practical efforts to prepare for disasters through the development of
“My Timeline for Earthquakes” and “regional disaster prevention plans” in cooperation with local residents.
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㈨ࡸ≀㈨㍺㏦ᡭẁࡢ☜ಖ࠸⾜ࢆ㸪≀ὶ࣮ࣝࢆࢺᵓ⠏ࡿࡍ㸬

㹀ࣉ࣮ࣝࢢ(2)

࡞ἣ≦ࡓࡋ㏆ఝ㸿ࣉ࣮ࣝࢢࡣᕷ⾤ᆅࡢ㹀ࣉ࣮ࣝࢢ

⾜௦㛫࡛⥲ࡢ⏫ྛࡣሗ㞟ࡢ⪅ᅾᏯ㑊㞴ࡣ㸪ᒣ㛫㒊ࡾ

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀ᪉ἲࡿࡍఏ㐩௦㛗⥲ࢀࢃ

≀㈨ᨭࡣᆅᇦෆ㍺㏦ᣐⅬࡽ㑊㞴ᡤࢆ㏻࡚ࡋ㓄ࢆ

ᕤሙࡸタ⏝ၟ࠸࡞࠸࡚ࡋ⤖⥾ࢆ༠ᐃ๓ࡓࡲ㸬࠺⾜

㸬ࡿࡍᐃࢆ⏝ࡢ࡚ࡋ㸪ᆅᇦ≀㈨ᣐⅬࡶ࡚ࡗ࠶࡛

㹁ࣉ࣮ࣝࢢ(3)

ሗ㞟ࡣ㸪⥲௦ࢆ୰ᚰࡓࡋ᪉ἲࡀᮃࡀࡿࢀࡲ㸪⿕

ᐖࡀࡇ࠸ࡁຍ࠼㸪ᆅᇦάືࡶᕪࡾ࠶ࡀ㸪⾜ᨻ⫋

ဨ➼ࡢධ୍ࡀᐃᗘᚲせࡿࢀࡽ࠼⪄㸬ࡓࡲ㑊㞴ᡤᩚ

ഛࡿࢀࡉ㜵⅏⾜ᨻ↓⥺㸪⥲௦㈚ࡿࢀࡉ⾨ᫍᦠᖏ㟁ヰ

≦ࡢ࡞࠸࡞ࡁ࡛ࡀࡋฟࡕᣢࡸ㸪ᘓ≀ಽቯࡣ⏝ࡢ࡞

ἣࡶᐃࡿࢀࡉ㸬

≀㈨ᨭࡣᾮ≧ࡾࡼ࡞ᦙ㏦࣮ࣝࡀࢺ㛢ྍࡿࡉࡊ

⬟ᛶࡾ࠶ࡀ㸪ᨭ࡛ࡲࡿࡅཷࢆ㛫ࢆせࡀࡇࡿࡍ

ᐃࡿࢀࡉ㸬ࡵࡓࡢࡇᣦᐃ㑊㞴ᡤࡸᆅᇦ㜵⅏ᣐⅬ࡛ࡿ࠶ᨭ

ᡤࡢഛရ࡛ࡢᑐᛂຍ࠼㸪ᆅᇦෆၟࡢ⏝タࢆ࡞ᆅ

ᇦ≀㈨ᣐⅬ࡚ࡋ⏝࡛ࢆ⤌ྲྀ࠺ࡼࡿࡁ㐍ࡿࡵ㸬

㹂ࣉ࣮ࣝࢢ(4)

㸪ࡀࡿࢀࡉᐃࡀᐖ⿕ࡿࡼᾮ≧ࡶᆅᇦࡢ㹂ࣉ࣮ࣝࢢ

ᬑẁࡽ㜵⅏άືࡾ࠶࡛ࢇ┒ࡀ㸪カ⦎ࢆᐃᮇⓗ࡚ࡗ⾜

㸪ᕷࢀࢃ⾜ࡀ㞟ࡢሗ୰ᚰࢆ௦⥲ྛࡵࡓࡢࡇ㸬ࡿ࠸

⅏ᑐᮏ㒊ሗఏ㐩ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡔ⬟ྍࡀࡇࡿࡍ㸬

ᨭ≀㈨ࡣᾮ≧୍ࡾࡼ㒊≀㈨ᨭ࣮ࣝࡀࢺ㛢ࡉࡊ

㸪ᆅᇦ࠸⾜ᐦ᥋ᆅᇦࢆ㸬≧ἣᢕᥱࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿࢀ

ෆࡢ㑊㞴ᡤࡸᅾᏯ㑊㞴⪅ࡀ≀㈨ࡾྲྀࢆ᮶࠺ࡼࡿࢀ㸪

㐠ᦙ࣮ࣝࡀࢺ☜ಖࡿ࠸࡚ࢀࡉ㏆㞄ၟࡢ⏝タࢆᆅᇦࡢ≀

㈨ᣐⅬ࡚ࡋά⏝ࡿࡍ㸬

㹃ࣉ࣮ࣝࢢ(5)

ࡓࡲ㸪ࡋศᩓ㞟ⴠྛࡀ⪅㑊㞴ࡣᏛ༊࡛ࡢ㹃ࣉ࣮ࣝࢢ

㧗㱋⪅ࡀከࡃ㸪㑊㞴ᡤࡢ㜵⅏⾜ᨻ↓⥺ࡸ⥲௦㈚ࢀࡉ
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㸬୍᪉࡛ᾘࡿࢀࡽ࠼⪄࠸ࡋ㞴ࡣ⏝ࡢᫍᦠᖏ㟁ヰ⾨ࡿ

㜵ᅋάືࡀάⓎ࡛ࡽࡇࡿ࠶㸪ᾘ㜵ᅋဨࡢᾘ㜵↓⥺

࠶࡛⬟ྍࡀሗ㞟⣙ᕷ⅏ᑐᮏ㒊ࡋ⏤⤒ࢆᕷᾘ㜵ᮏ㒊ࡽ

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ

≀㈨ᨭࡣ㐨㊰ࡢᔂⴠࡾࡼᣦᐃ㑊㞴ᡤࡢ࡛ࡲᦙ㏦ࡀ

ฟ᮶ࡶࡇ࠸࡞ᐃࡿࢀࡉ㸬ࡢࡇሙྜࡿࡼࣜ࣊㍺㏦

ຍ࠼㸪㏆㞄ࡢᮾ㒊ᕤᴗᅋᆅࢆᇶⅬ࡚ࡋ≀㈨㍺㏦࠸⾜ࢆ㸪

ᆅ༊ࡢ௦⾲⪅㸪ᾘ㜵ᅋ㸪ఫẸࡢࡽ㍍ࡾࡼ➼ࢡࢵࣛࢺᦙ

㏦ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇ࠺⾜ࢆ㸬

㹄ࣉ࣮ࣝࢢ(6)

Ꮫ༊ࡿᡂࡽᕷ⾤ᆅ㸪ఫᏯᅋᆅ㸪ᒣ㛫㒊ࡢ㹄ࣉ࣮ࣝࢢ

㸪Ꮫ༊ࡀࡿࡁ࡛ࡣ㞟ࡢሗ࡚࠸࠾ᆅᇦࡢࢀࡒࢀࡑࡣ

࡛㞟⣙ࡿࡍ⤌࠸࡞࠸࡚ࡁ࡛ࡀࡳ㸬ࡓࡲ㸪Ꮫ༊య࡛ࡢ

㑊㞴ᡤ㐠Ⴀ㛵ࡿࡍ⤌⧊సࡵࡓ࠸࡞࠸࡚ࡁ࡛ࡀࡾ㸪ሗ

㸬ࡿ࠶ᅔ㞴࡛ࡶඹ᭷ࡢ

≀㈨ᨭࡣ㸪ࣉ࣮ࣝࢢ㹃ྠᵝᏙ❧㞟ⴠࣜ࣊ࡣ㍺㏦ࢆ

ࡿ࠶㸪ᆅᇦ㜵⅏ᣐⅬ࡛ᇶⅬࢆᮾ㒊ᕤᴗᅋᆅࡓࡲ㸪࠸⾜

ᨭᡤ㸪㑊㞴ᡤྛࡋ⏤⤒ࢆᏛ༊㸪⏫ࡢ௦⾲⪅ࡾࡼᅾᏯ㑊

㞴⪅࡞ᦙ㏦ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇࡿࡍ㸬

㸳㸬ᆅ༊᳨ࡿࡅ࠾ウ
ࡣ㸪ᐇ㝿࠼ࡲ㋃ࢆウ᳨ࡢูࣉ࣮ࣝࢢࡢࡘ6ࡣ࡛ࡇࡇ

㸪ࡢ࡞⬟ྍࡀ᪉ἲࡢ㈨ᨭ≀ࡸሗ㞟࡞࠺ࡼࡢ

ᆅ༊᳨ูࡢウ࠺⾜ࢆ㸬ᆅ༊ࡣᾮ≧⿕ᐖࡢ࡞ࡁ

⪄ࡿࡍ⏕ⓎࡀᏛ༊㸪Ꮩ❧㞟ⴠ⨾ࢶභࡽ㹂ࣉ࣮ࣝࢢ

㸪࠾࡞㸬ࡿࡍ㇟ᑐࢆᐑᓮᏛ༊ࡽ㹃ࣉ࣮ࣝࢢࡿࢀࡽ࠼

ᐑᓮᏛ༊ࡣ㠃✚ࡀࡵࡓ࠸ࡁ㸪ᐑᓮᏛ༊ࡕ࠺ࡢᪧ㞵Ἑ

ᆅ༊ࢆᑐ㇟ࡿࡍ㸬ᅗ1ᆅ༊ࡢ⨨ࡍ♧ࢆ㸬

(1)භࢶ⨾Ꮫ༊㸦ࣉ࣮ࣝࢢ㹂㸧

භࢶ⨾Ꮫ༊ࡣᒸᓮᕷࡢ༡す㒊⨨ࡋ㸪す▮సᕝ

㸪ࡓࡲ㸬ࡿ࠶పᆅ㒊࡛ࡢἈ✚ᒙࡓࢀࡲᣳ༨㒊ᕝᮾ

༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈Ⓨ⏕ࡿࡅ࠾ᒸᓮᕷணࡿࢀࡉ⿕ᐖ࡛㸪

ண㟈ᗘࡣ㟈ᗘ 6 ᙉࡋ♧ࢆ㸪ᗈ⠊ᅖ࡚࠸࠾ᾮ≧⿕ᐖ

ࡢ࡚ࡋᑐேཱྀࡢ㸬Ꮫ༊ࡿ࠶ᆅᇦ࡛ࡿࢀࡉᠱᛕࡀ 70ṓ௨

⣙ࡣ㧗㱋⪅ྜࡢୖ 13㸣㸪18 ṓࡽ 60 ṓ࡛ࡲປാ⪅ே

⣙ࡀཱྀ 60㸣2)ࢆ༨ࡿࡵ㸬

ᣦᐃ㑊㞴ᡤ㸪ᣦᐃ⥭ᛴ㑊㞴ሙᡤࡣᏛ༊ෆ⨨ࡿࡍ

ᑠ࣭୰Ꮫᰯࡢ 2 タ࡛ࡿ࠶㸬ᣦᐃ㑊㞴ᡤࢆ⿵ࡿࡍタ

㸪බẸ㤋㸪ᑎ࣒࣮࣍ᐙ㸪Ꮫ༊ᕷẸࡢࡶࡇ㸪Ꮫ༊࡚ࡋ

㝔➼ࡿ࠶ࡀ㸬ࡓࡲ㸪㌴୰Ἡ㑊㞴ሙᡤ࡚ࡋ㸪ᑠ࣭୰Ꮫᰯ

ࡀ࡞タࡿ࠸࡚ࡋ⤖⥾ࢆ༠ᐃ⏝㸪ᕷࡢࢻࣥࣛࢢࡢ

௦㸪㜵⅏ᢸᙜ㸪፬ே㒊⥲ࡢ⏫㸪ྛࡣάືࡢ㸬Ꮫ༊ෆࡿ࠶

࡚ࡋ㸪ᖺ㛫㏻ࡋ㛤ദࢆ㜵⅏ᢸᙜ㐠Ⴀ㆟ᐃᮇⓗ࡛࡞

Ꮫ༊࡛ࡢ㑊㞴ᡤ㐠Ⴀカ⦎ࢆ࡞ᐇࡿ࠸࡚ࡋ㸦ᅗ 2㸧㸬

ᅗ � භࢶ⨾Ꮫ༊ෆࡢᵝᏊ

࣭ሗ㞟

භࢶ⨾Ꮫ༊ࡢ≉ᚩ࡚ࡋ㸪ᐃᮇⓗ㜵⅏ᢸᙜ㐠Ⴀ

㆟ࢆ㛤ദࡀࡇࡿ࠸࡚ࡋᣲࡿࢀࡽࡆ㸬ࡾࡼࢀࡇ㸪Ⓨ⅏

┤ᚋࡣΰࡢࡢࡶࡍ㸪ᣦᐃ㑊㞴ᡤࡃ࡞࡛ࡅࡔᣦᐃ㑊㞴ᡤ

௨እࡢ㑊㞴⪅ࡢᢕᥱ࠺⾜ࢆሗ㞟యไࢆᵓ⠏ࡇࡿࡍ

ᣦᐃ㑊㞴ࡽ⦏カࡢ㸪᪥㡭ࡓࡲ㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿฟ᮶ࡀ

ᡤࡢ㜵⅏⾜ᨻ↓⥺㸪⥲௦㛗㈚ࡿ࠸࡚ࢀࡉ⾨ᫍᦠᖏ

㟁ヰࢆ⏝ࡋ㸪ᆅᇦ㜵⅏ᣐⅬ࡛ࡿ࠶ᨭᡤࡸᕷ⅏ᑐᮏ㒊

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄⬟ྍࡀሗఏ㐩ࡢ

࣭≀㈨ᨭ

ᾮ≧࡛ᦙ㏦࣮ࣝࡀࢺ㏵⤯ࡓࡋሙྜࡣ㸪⿕ᐖࡅཷࢆ

㏆㞄タࡸ༠ᐃ⥾⤖ၟ⏝タࡿࡍ㛵㈨ᨭ≀࠸࡞࠸࡚

⏝ࢆ࡞࣮࢝ࣜࡾࡼ㸪Ꮫ༊Ẹࡋ⏝ά᭷ຠࢆ࡞

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇࡿࡍᦙ㏦㸪ྛ㑊㞴ሙᡤ㸪ྛୡᖏࡋ

(2)ᐑᓮᏛ༊ᪧ㞵Ἑᆅ༊㸦ࣉ࣮ࣝࢢ㹃㸧

ᐑᓮᏛ༊ࡣ 9 ⏺ᨻ⾜ࡢᕝᕷ㇏ࡕ࠺ࡢࡇ㸪ࡾ࡞ࡽ⏫

ࡢ⏫௦⏫㸪㞵ᒣ⏫㸪ᮾἙཎࡿࡍ⨨ 3 ࡓࡏࢃྜࢆ⏫

ᪧ㞵Ἑᆅ༊᳨ࢆウࡢᑐ㇟ࡿࡍ㸬ࡢࡇ 3 ࠸㸪ᑠ㧗ࡣ⏫

ᒣࡾࡼ㝸ࢀࡓ㸪ࢀࡒࢀࡑᅵ◁⅏ᐖࡢ༴㝤ࢆ᭷ࡋ㸪ྛ⏫

ேࡣ⏫㸬ྛࡿ࠸࡚ࢀὶࡀἙᕝ࠺ࡼ࠺ἢ㐨㊰࡞せࡢ

㸪70࡚ࡋᑐཱྀ ṓ௨ୖࡢ㧗㱋⪅ࡀ 30㸣ࡽ 45㸣2)ࢆ༨ࡵ

㸬ࡿ࠶ᆅᇦ࡛࠸ࡋⴭࡀ㧗㱋ࡿ

3 ࠶ᣦᐃ⥭ᛴ㑊㞴ሙᡤ࡛ᣦᐃ㑊㞴ᡤࡣ୰㛫Ⅼࡢ⏫

ࢀࡉᣦᐃ㸪ᅵ◁⅏ᐖ㆙ᡄ༊ᇦࡀࡿࡍ⨨ࡀᪧᑠᏛᰯࡿ

㸪3ࡓࡲ㸬ࡿ࠸࡚ ᮙ⪂ࡀࡿ࠶ࡀබẸ㤋ࢀࡒࢀࡑ⏫

ຍ࡚࠼ᑠᏛᰯྠᵝᅵ◁⅏ᐖ㆙ᡄ༊ᇦᣦᐃࡿ࠸࡚ࢀࡉ㸬

࡚ࢀࢃ⾜ࡀ㞟ࡢ࡞⏫Ꮫ༊㸪㸪ᐃᮇⓗࡣᆅ༊࡛ࡢࡇ

ࢀࡽࡵ㐍ලయⓗࡣ࡚࠸ࡘ㡯ࡿࡍ㛵㸪㑊㞴ࡀࡿ࠸

㸦ᅗ࠸࡞࠸࡚ 3㸧㸬

ᅗ � ᐑᓮᏛ༊ᪧ㞵Ἑᆅ༊ෆࡢᵝᏊ

࣭ሗ㞟

ᪧ㞵Ἑᆅ༊ෆ࡛ࡣᣦᐃ㑊㞴ᡤࡸබẸ㤋ࡣ㸪ᆅ㟈ࡼ

⏝ࡢ࡚ࡋ㑊㞴ᡤࡣሙྜࡿ࠶ࡀ༴㝤ᛶࡢᅵ◁⅏ᐖࡿ

ࢀࢃ⾜ࡃከࡀᨾ㑊㞴⦖ࡸᅾᏯ㑊㞴ࡵࡓࡢࡇ㸬࠸࡞ࡁ࡛ࡀ

⥲㸪ࡃᙉࡣࡾࡀ⧄ࡢ㸬ఫẸྠኈ㸪ᾘ㜵ᅋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ

௦ࢆ୰ᚰሗࡣ㞟ྍ⬟ࡿࢀࡽ࠼⪄㸬ࡋࡋ㸪㑊㞴

タࡀᏳࡿ࠼࡛᫂ࡽࡇࡿ࠶㸪㜵⅏⾜ᨻ↓

ࡋ㸬௦᭰ࡿ࠸࡚ࡗ࡞☜ᐇࡣ⏝ࡢタබ⾗㟁ヰ≉ࡸ⥺

࡚ᕷ⅏ᑐᮏ㒊ࡢሗఏ㐩ࡣ㸪ᾘ㜵ᅋࡀᕷᾘ㜵ᮏ㒊ࢆ⤒

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇࡿࡍᐇࡋ⏤

࣭≀㈨ᨭ

ᪧ㞵Ἑᆅ༊ࡣ㸪㎰ᴗࢆႠࡴୡᖏࡀከࡃ㸪Ỉࡿ࠶ࡶ

㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄⬟ᑐᛂྍࡶ࡚ࡋ❧Ꮩࡣᮇ㛫ࡢ㸪୍ᐃᗘࡵࡓ

≀㸪ࢀ㐜ࡀሗఏ㐩ࡢ࡞㑊㞴≧ἣࡸ㸪⿕ᐖ≧ἣࡋࡋ

㈨ᨭࡶ㐜ᘏྍࡿࡍ⬟ᛶࡿ࠶ࡶ㸬ᦙ㏦࣮ࣝࡣࢺ㸪㐨㊰ᔂ

ⴠ➼ࡾࡼ㏵ษࢀ㸪ᕷࡢ≀㈨ᣐⅬࡽ㑊㞴ᡤࡸᨭᡤࡢ

┤㏦ࡀฟ᮶ࡶࡇ࠸࡞ᐃࡿࢀࡉ㸬ࡽࡇࡢࡇ㸪Ꮩ❧

㞟ⴠෆࣜ࣊ࡢ㍺㏦ຍ࠼㸪⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰ࢳ࣮ࢱࣥࡢ

㸪ࡣᦙ㏦ࡢ㸬≀㈨ࡿࢀࡉ✚㞟ᮾ㒊ᕤᴗᅋᆅࡢ㏆ࢪ࢙ࣥ

ᆅᇦ≉ᛶ࡛ࡿ࠶㍍ࢡࢵࣛࢺᡤᣢୡᖏࡀከࡋ⏕ࢆࡇ࠸㸪

୰ᆺ࣭ᆺ㌴୧࡛ࡣᦙ㏦࠸࡞ࡁ࡛ࡀ⊃㝼㐨㊰ࢆ⏝ࡋ㸪

ᾘ㜵ᅋࡸᏛ༊ఫẸࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀࡇ࠺⾜ࡾࡼ㸬

�㸬ࡵࡲ
ᮏ◊✲࡛ࡣ㸪ᒸᓮᕷࢆ࡚ࡋ㸪࣮ࢱࢫࣛࢡศᯒࢆ

ࡶ ࡢ㸿㹼㹄ࢆᑠᏛᰯ༊ࡢ47 㸪⅏ࡋศ㢮ࣉ࣮ࣝࢢ6
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ᐖࡢ㑊㞴࡚࠸ࡘ㉳࡞࠺ࡑࡾࡇ㸪ሗ㞟⣙࣭≀㈨

ᨭࡢ᪉ἲ᳨࡚࠸ࡘウ࠸⾜ࢆ㸪ྛࡢ࡛ࣉ࣮ࣝࢢഴྥࢆ
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被災者支援コーディネーションの役割に関する一考察
The Study regarding to the Role of Individual Disaster Assistance Coordination 

阪本 真由美1，明城 徹也2

Mayumi SAKAMOTO1 and Tetsuya MYOJO2 

1 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 
     Graduate School of Disaster Resilience and Governance, University of Hyogo 
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   This study discusses the role of multi-sectoral Individual Disaster Assistance Coordination in Japan, which has 
developed after 2011 Great East Japan Earthquake. The study tries to identify the characteristics of current multi-
sectoral Individual Disaster Assistance Coordination by reviewing the process how the coordination was initiated. Then 
the study discusses the limit of disaster assistance by government and why the multi-sectoral coordination was required 
to support disaster affected people with unmet needs. Current coordination system focuses on coordination at 
Prefectural level, and has characteristics to harmonize assistance in order to avoid duplication and to achieve synergy. 

Keywords: individual disaster assistance, multi-sectoral, coordination, unmet needs 

１．はじめに 

本論では，被災者支援をめぐる行政と民間組織の連携・

協働・調整（以下「コーディネーション」）に着目し，

既往研究の分析から組織間連携による被災者支援コーデ

ィネーション体制構築に至る経緯を明らかにするととも

に，その特質と役割を考察することを目的とする．議論

に先駆け，本章では被災者支援コーディネーションの概

念を整理する．

災害が発生すると，国，地方公共団体等の行政組織や

NGO/NPO 等のボランティア団体, 企業，大学等の民間組
織が，災害により困難に直面している被災者を支援しよ

うとする．しかしながら，同時に多数の人が被災する状

況では，誰がどのような困難に直面し，どのような支援

を求めているのかを把握することは容易ではない．その

一方で，支援に携わる組織がそれぞれ独自の情報・関

心・能力に基づき支援を提供することは， 支援の偏り，
重複，モレをもたらしかねない．そのため，支援に携わ

る多様な組織間のコーディネーションが重要になる．本

論におけるコーディネーションとは，国連人道問題調整

事務所（UNOCHA）の定義による「効果を最大にし，シ
ナジーを実現するために個々の災害対応を調和させるた

めの意図的な行為」1)のことである．すなわち，それぞ

れの組織による取り組みを尊重し，互いの弱み・強みを

知り，相互に補完しあうことにより効果的な支援の実現

を目指すものである 1)．

コーディネーションの体制として，国連は 2005 年の人
道支援体制改革により「クラスター・アプローチ」を導

入している 1)．これは「水と衛生」「緊急シェルター」

などの分野（クラスター）ごとに災害対応に関わる国際

機関・行政・民間組織が活動情報を共有し，調整しなが

ら支援を行う仕組みである．このように，国際的には多

様な組織のコーディネーションによる支援の仕組みが構

築されているが，その一方で日本では，組織間の協調に

よるコーディネーションの仕組みは 2011年の東日本大震

災まではなく，新たに体制構築が進められている状況で

ある．従って，現在構築途上にあるコーディネーション

体制の特質を把握することは，今後の被災者支援のあり

方を検討するうえで重要である．本論の構成であるが，

次章では被災者支援コーディネーション構築の経緯につ

いて，第３章では現在構築されているコーディネーショ

ン体制の特質を示すことにより，第４章においてコーデ

ィネーションが果たす役割の考察を行う．

２．被災者支援コーディネーション構築の経緯

本章では，被災者支援コーディネーションが構築された

経緯を既往研究に基づき整理する．日本の災害対応体制

は，行政を主体に検討が進められてきた 2)．ところが，

東日本大震災では，被災者支援の責務を担う行政も大き

な被害を受け，以下のような問題が示された 3)． 
第一に，被災した住民が多く，地域外に避難した住民も

おり，一人ひとりの支援ニーズを行政が把握することが

難しかった点である．被災者が抱える悩みは，住まい，

仕事，健康等多岐にわたり，これらの困難に寄り添い支

援を提供するには，さまざまな組織の連携が求められた．

第二に，行政は支援を提供するに際し「公平性」を重視

し「必要性」に応じた支援の提供が難しかった点である．

多数の人が被災する状況においては，行政だけでは，物

資や食事を必要に応じて提供することはできず，民間組

織による支援を組み合わせる等の調整が求められた．

第三に，行政による支援は，既存の法制度に規定されて

いない事項に柔軟に対応できない点である．例えば，自

宅に入り込んだ瓦礫の除去など，行政による支援の仕組

みがないものの支援が求められる事項があった．

このように，被災者支援においては行政が「できること」

と「できないこと」がある．しかしながら，行政だけで

は対応できない課題を解決するための方策を，行政と民

間組織とで協議する仕組みはなかった．これには，①行
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政の災害対応の仕組みが民間組織の参画を想定していな

い，②民間組織間のネットワークが弱く，民間組織の

「顔」となる組織が不在であるという状況もあった．

第一の，行政における民間組織との連携であるが，災

害が発生すると，行政は「災害対策本部」を設置し，関

係団体と連携して対応にあたるが，被災者支援に携わる

民間組織が参画可能な仕組みとはなっていなかった．東

日本大震災では，被災者のニーズに対応するために，臨

時で「被災者支援４者会議」等の官民参画による会議が

開催され調整が行われた 3)．東日本大震災の経験は，被

災者支援における組織間連携の重要性を認識させ，2013
年の災害対策基本法の改定により，行政とボランティア

との連携に関する項目が加えられた．また，防災基本計

画において民間組織との連携の必要性が明文化された．

第二の民間組織間のネットワークであるが，東日本大震

災の対応過程においては，情報共有のために「東日本大

震災支援全国ネットワーク（JCN）」が設置された．と
はいえ，大規模な災害に備えるには，常設の組織が必要

である．そのような組織設置に向けた議論が重ねられ，

2016 年には国レベルでの被災者支援コーディネーション
を担う組織として「全国災害ボランティア支援団体ネッ

トワーク（JVOAD）」が設立された．また，各都道府県
においてコーディネーションを担う「災害中間支援組織」

の設置に向けた取り組みが進められ，2022 年時点では，
18都道府県に災害中間支援組織が設置されている 4)． 
このように，東日本大震災やその後の災害対応を経て，

被災者のニーズに対応するために，組織間協調によるコ

ーディネーション体制が法制度においても，また実務体

制としても拡充されつつある．

３．現在の被災者支援コーディネーション体制

本章では，現在の被災者支援コーディネーション体制

の特質を述べる 4)．被災者支援コーディネーション体制

は「国レベル」「都道府県レベル」「市町村レベル」の

三層構造となっており相互に補完しあっている（図１参

照）4)．その核となるのが「都道府県レベル」のコーデ

ィネーションである．

災害が発生すると，被災都道府県，都道府県域の災害

ネットワーク組織（災害中間支援組織），社会福祉協議

会等の被災者支援に携わる団体が集まり，コーディネー

ションの「場」となる「情報共有会議」の開催に向け調

整が行われる．情報共有会議を開催した経験がない都道

府県もあることから，会議が滞りなく開催されるよう，

国レベルの組織もサポートする（図１参照）．

図１ 被災者支援コーディネーション体制 

情報共有会議は，被災者支援に関わる組織が自由に参画

し，被災者のニーズや，行政の対応状況，それぞれの組

織の活動状況等の情報共有を行う場である．ただし，参

加者が多いと詳細な議論を行うことが難しくなる．その

ため，テーマ別の会議や，市町村レベルでの情報共有会

議，主要な関係者間が非公開で解決策を議論する「コア

会議」等が行われることもある．

このように，現在の被災者支援コーディネーション体

制は，都道府県レベルの「情報共有会議」を核としつつ，

会議を通し情報を共有することにより，官民の支援組織

が相互に補完しあいながら主体的に被災者支援を行うと

いう特質がみられる．これは，冒頭で定義を示した国連

によるコーディネーションに近い体制といえる．

４．おわりに

以上に述べたように，現在の被災者支援コーディネー

ション体制は，被災者のニーズに対応するという必要性

に応じ構築されており，都道府県レベルでの「情報共有

会議」を核に，会議を通し多様な組織が情報を共有し，

相互に補完し協調する体制となっている．このような被

災者支援コーディネーション体制が制度化され，さらに

取り組みが拡充しつつあるという状況からは，コーディ

ネーションが以下の役割を担っていることが考えられる．

第一に，被災者のニーズに対し，行政と民間組織とが

「補完しあう」という役割である．第２章で述べたよう

に，行政には「できること」と「できないこと」があり，

「できないこと」を補完するために組織間のコーディネ

ーションが求められる．

第二に，被災者支援にかかわる組織間の「信頼」を高め

るという役割である．行政は，被災者支援を責務として

いるが，これに対し民間組織の多くは社会的貢献として

支援を提供している．ただし，なかには支援実績が少な

く，活動に対する認知度や信頼が低い組織もある．情報

共有会議を通し，互いの活動に対する認識を深めること

は，組織に対する信頼を高めることにつながる．

第三に，被災者支援の質を向上させる点である．支援組

織のなかには，活動経験が豊富な組織，経験はないもの

の専門性が高い組織や，地域に詳しい組織もある．コー

ディネーションを通し，互いの支援の「弱み」を補完し

協調による支援を展開することは，支援のモレを防ぎ被

災者支援の質を向上させる．

このように，被災者支援コーディネーションは，単に災

害時の情報共有にとどまらない役割を担っている．ただ

し，現在もなお構築過程にあることから，今後更なる検

証が求められる．
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⅏ᐖᚋࡢ≢⨥Ⓨ⏕㛵ࡿࡍᇶ♏◊✲
Basic Research on Post-Disaster Crime 

۵ᯇᕝ ᮥᑀ
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Anna MATSUKAWA1 
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 National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 

   Research on crimes that occur in disaster areas and their prevention is still new in Japanese disaster research field. 
Given the existence of dark numbers, it is also important to conduct a survey of crime victimization among disaster 
victims. In this study, we conducted an online survey of 10,000 people throughout Japan to investigate their experiences 
of disaster and crime victimization after disasters. The results revealed that 1) theft crimes such as burglary and 
bicycle/motorcycle theft were the most common crimes occurring after disasters, 2) there was a pattern in the timing 
of occurrence for each crime type, and 3) the reporting rate had dropped to about half that of normal times. 

Keywords : post-disaster crime, online survey, property crime, violent crime, fraud 
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࠺࠸ࡿࡍቑຍࡄࡍ㸬Ⓨ⅏ᚋࡓ࠸࡚ࡋపῶᚋ୍Ẽࡢ

࡚ࡋᒃఫᆅᇦෆࡌྠ⪅ᐖ⿕ࡶ⪅ຍᐖࡢ⨥≢㸪ࡣࡇ

ࡽ㸬⿕⅏ᆅእࡿ࠶ࡀᛶ⬟ྍ࠸㧗ࡀ⋠ࡿ࠶࡛⪅⅏⿕ࡿ࠸

ேࡀከࡃὶධࡿࡃ࡚ࡋᮇࡾࡼ᪩ࡃ㸪≢⨥ࡀⓎ⏕࠸࡚ࡋ

ሙࡢ⨥≢ᅔ❓ᆺࡣ┐ࣂࢺ࣮࢜㸬⮬㌿㌴࣭ࡿ࠶࡛ࡽࡿ

㞟ࢆሗࡸ㸪≀㈨ࡣ㸬⅏ᐖᚋࡿࢀࡉ᥎ᐹ࠸ከࡀྜ

ࡎ㸪ᚲ࡛➼ࡁ⥆ᡭࡢࡵࡓࡍ┤࡚❧ࢆ㸪⏕άࡸࡇࡿࡍ

ᵝ࡞ࠎሙᡤ㊊ࢆ㐠ࡪᚲせࡿ࠶ࡀ㸬ࡋࡋ㸪⅏ᐖࡗࡼ

࡚බඹ㏻ᶵ㛵ࡀṆࡾࡓࡗࡲࡋ࡚ࡗࡲ㸪⮬ศࡢࡕࡓ⮬ᐙ

⏝㌴➼ࡀࡓࡗࡲࡋ࡚ࡗ࡞ࡃ࡞࠼ሙྜ㸪ᚲせ㏕࡚ࢀࡽ

ࡾ᭷ࡣࡇ࠺࠸ࡴ┐ࢆࣂࢺ࣮࢜ࡸ㌿㌴⮬ࡓ࠸ࡘ┠

ᚓࡿヰ࡛࠺ࢁ࠶㸬ᐇ㝿㸪㜰⚄ῐ㊰㟈⅏ᚋࡣ㸪⎰♟ࡼ

ࡀࢬ࣮ࢽࡢࣂࢺ࣮࢜࠸㧗ࡢ㸪ᶵືຊࡾ࠶ࡶ㐨㊰㛢ሰࡿ

୍Ẽ㧗ࡵࡓࡓࡗ࡞ࡃ㸪ࡀ┐ࣂࢺ࣮࢜ᛴቑࡓࡋ㸬୍᪉

ゝࡿ࠶࡛✀୍ࡢ⨥≢౽ࡃ࡞ࡣ㸪ᅔ❓ᆺ࡛ࡣᕢࡁ✵࡛

ࢤ࣮ࢱࢆ㏆㑹ࡢࡑࡣࡃࡋࡶ࢚ࣜ⅏ᆅ⿕ࡶࡶ㸬ࡿ࠼

࡚ࡌΰࡢ㸪⅏ᐖᚋࡀ࠸ࡽࡡᕢࡁ✵ࡓ࠸࡚ࡋࢺࢵ

᥎ࡔࡢ࠸㧗ࡀ⋠ቑຍࡽ㸪Ⓨ⅏ึᮇࡵࡓ࠺⾜ࢆᕢࡁ✵

ᐹ࡛ࡿࡁ㸬

ࡢ(2 5 ᪥௨ୖ 2 ࡿࡍపୗẼ୍ࡋቑຍẼ୍᭶௨ෆ

ࡢブḭ౽┐ࣥࣜࢯ࢞ࡣࡢࡶ 2 ࣥࣜࢯ࢞㸬ࡓࡗ࠶࡛✀

ࡵぢ㎸ࡀ┈㸬㌿➼࡛ࡿ࠶࡛⨥≢ᅔ❓ᆺ࡞Ⅼ᳨ⓗࡣ┐

ࢀࡽ㏕ᚲせᛶࡢື⛣࡞ࠎᵝࡢ㸪⅏ᐖᚋࡃ࡞ࡣ࡛ࡢࡶࡿ

ࣜࢯ࢞㸪ᚋࡢ㸬ᮾ᪥ᮏ㟈⅏ࡿ࠼ゝࡿ࠶࡛┐✼ࡢ࡚

࡛ࢹ࣓ࡢࡃ㸪ከࡣࡢࡓࡁ࡛ࡀิࡢ⺬㛗࡛ࢻࣥࢱࢫࣥ

ᚋ㸪⿕⅏ᆅࡢࡑ㸬ࡿ࠶࡛ࡘ୍ࡢヰ࡞᭷ྡࡓࢀࡽࡆୖࡾྲྀ

ᒆ࡚ࡋᨭ≀㈨ࡵ㸪᪩࡚ࡋぢ㉺ࢆ㟂せࣥࣜࢯ࢞ࡢ࡛

ᨵၿࡀἣ≦ࡣ㝿ࡢ㸪⇃ᮏᆅ㟈ࢀࡽసࡀ࣒࣮࢟ࢫࡿࢀࡽࡅ
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ࣟࡢᨭ≀㈨ࡸ㸪ഛࡣ⨥≢ᅔ❓ᆺࡓࡗ࠸࠺ࡇ㸬ࡓࢀࡉ

ࡇࡿࡏࡉῶᑡ㸪ᖜࡾࡼᨵၿࡢ➼ࢫࢡࢵࢸࢫࢪ

ᛴᮇࡢࡇࡀ㸬౽ブḭࡿ࠼ゝࡿ࠶࡛⨥≢࡞⬟ྍࡀ

ቑࡣࡢࡿࡍ㸪ࡃࡁ 2 ᮇࡢࡇ㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀ⏤⌮ࡢࡘ

㸦Ⓨ⅏ࡽ 2 ࡢࡃከࡵࡓࡢ㸪⿕⅏⪅ᨭࡣ᭶௨ෆ㸧

ேࡀࠎ⿕⅏ᆅὶධࡋ㸪ࡀ⪅ࡑࡼ⿕⅏ᆅࡿࢀࡩ࠶ᮇ

Ⓨ⅏ᚋࡣ⾜Ⓨࡢ㸪⨯⅏ド᫂᭩ࡓࡲ㸬ࡿ࠶࡛ 1 ฎ┠ࢆ᭶

࡚❧ࡢά⏕ࡽᮇࡢࡇ㸪ࡃከࡀࡇࡿࡵጞࢀࡉ⾜Ⓨ

ࡿࡍάⓎࡀࡁ⥆ᡭࡢ➼㔠⩏ࡸᨭ㔠ࡵࡓࡢࡋ┤

ᮇ࡛ࡿ࠶ࡶ㸬ࡢࡇ 2 Ⅼࡀ㔜ࡵࡓࡿ࡞㸪ࢀࡑ౽࡚ࡋ⾜

ࡢブḭࡓࡗ࠸࠺ࡇ㸬ࡿࢀࡉ᥎ᐹࡿࡍᛴቑࡀブḭࡿࢀࢃ

ᡭཱྀࡣ㸪ㄆ▱ࡤࢀࢀࡉ㆙ᐹࡸ⾜ᨻ㸪ཱྀ࣑ࢥ➼࡛ὀពႏ㉳

ࡿࡆ✌㸪౽ブḭ࡛ࡵࡓࡢດຊࡓࡗ࠸࠺ࡇ㸬ࡿࢀࢃ⾜ࡀ

ᮇ㛫ࡣ㝈ࡿࡃ࡚ࢀࡽ㸬୍ࡵࡓࡢࡑࡅࡔᛴቑࡋ㸪ࡄࡍ

ᛴ⃭ῶᑡࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠸࡚ࡗ࡞࣮ࣥࢱࣃ࠺࠸ࡿࡍ

㸬ࡿ

ࡢ(3 1ᖺ௨ෆࡸ⦅Ⓨ⏕ࡋపῶࡣࡢࡶࡃ࠸࡚ࡋ㸪⮬

ື㌴┐㸪ᭀ⾜ࡸയᐖ㸪౽್ୖࡆ౽ࡓࡗ࠶࡛࣐ࢹ㸬

⮬ື㌴┐ࡣᅔ❓ᆺ≢⨥ྍࡢ⬟ᛶࡀࡿ࠶ࡶ㸪⮬㌿㌴➼ࡾࡼ

㔠ᛶࡀ㧗ࡵࡓ࠸㸪౽ᆺࡢྜࡶ㧗ࡿࢀࡽ࠼⪄࠸㸬

౽್ୖࡣ࣐ࢹࡸࡆ㸪ブḭ࠺ࡼࡢ≉ᐃࡢᮇ࠺≻ࢆᚲ

せࡃ࡞ࡣ㸪⿕⅏⪅ࡿ࠸ࡀ㝈ࡾ㸪⿕⅏ᆅࡀ᪥ᖖ㏆࠸≧ែ

ࡵぢ㎸ࡀヰ㢟ᛶ➼㸧ࡣሙྜࡢ࣐ࢹ㸪┈㸦ࡣ࡛ࡲࡿ࡞

㸪⨥≢ᆺ౽࠸࡞㐣ᛶ୍࡛ࡓࡗ࠸࠺ࡇ㸬ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿ

ᭀ⾜ࡸയᐖࢫࣞࢺࢫࡓࡗ࠸ᆺ≢⨥ࡣ㸪⦆ࡸቑຍࡋ㸪

㸬ࡿ࠼ゝࡿ࠶ࡀഴྥࡿ࠸࡚ࡋῶᑡࡸ⦅

⾲ �� �Ⓨ⏕ᮇࡢࡈ✀⨥≢

⅏ᐖ䛛䜙5᪥௨ෆ ⅏ᐖ䛛䜙2䛛᭶௨ෆ ⅏ᐖ䛛䜙1ᖺ௨ෆ ⅏ᐖ䛛䜙1ᖺ௨㝆 䜟䛛䜙䛺䛔

⮬㌿㌴䞉䜸䞊䝖䝞䜲┐ 12 18 5 3 5

28% 42% 12% 7% 12%

⮬ື㌴┐ 10 12 9 4 3

26% 32% 24% 11% 8%

䜺䝋䝸䞁┐ 6 15 4 2 1

21% 54% 14% 7% 4%

✵䛝ᕢ 13 18 6 7 7

25% 35% 12% 14% 14%

ᭀ⾜䠄ᛶⓗ䛺䜒䛾䜒ྵ䜐䠅䜔യᐖ 4 5 3 1 3

25% 31% 19% 6% 19%

౽ブḭ 2 10 2 1 2

12% 59% 12% 6% 12%

౽್ୖ䛢 6 7 4 2 6

24% 28% 16% 8% 24%

౽䝕䝬 6 9 6 2 8

19% 29% 19% 6% 26% �

ᅗ �� �Ⓨ⏕ᮇࡢࡈ✀⨥≢

�

�

��

��

��

Δ�ೖҐ಼͖֒ࡄ Δ�͖݆Ґ಼͖֒ࡄ Δ�೧Ґ಼͖֒ࡄ Δ�೧Ґ͖߳֒ࡄ Κ͖Δ͵͏

ࣙऄʀΨʖφώ౬ ࣙಊऄ౬

ΪλϨϱ౬ ૧͘ۯ

ߨʤద͵ʥΏউ֒ สٙ࠰

ส͝ สυϜ
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(3)⅏ᐖࡢ✀㢮ࡢ⨥≢Ⓨ⏕࣮ࣥࢱࣃ

ḟ⅏ᐖࡢ✀㢮ࡢ⨥≢✀㢮ࡀ⾲ࢫࣟࢡࡢ࡚࠸ࡘ⾲

5 㸪ิ࡛ࡣࢺࣥࢭ࣮ࣃࡢୗẁࣝࢭ㸬ྛࡿ࠶࡛ ࡿ࡞100%

⿕⨥≢ᚋࡢᐖ⿕ࡿࡼᆅ㟈ࡾࡲࡘ㸬ࡿ࠸࡚ࡗ࠺ࡼ

ᐖࡓࡗ࠶ேࡢෆ㸪4 ㏆࠸ேࡀ⮬㌿㌴࣭ࣂࢺ࣮࢜┐

ㄞ࠺ࡩ࠺࠸ࡓ࠸࡚ࡋ㦂⤒ࢆ୧᪉ࡣࡃࡋࡶᕢ㸪ࡁ✵

⅏⿕ࡢ⅏ᐖࡓࡗ࠸࠺ࡣᕢࡁ✵㸪ࡿぢࢆ⾲ࡢࡇ㸬ࡿࡵ

ᆅ࡛ࡶẚ㍑ⓗከࡃⓎ⏕ࡀࡿࡍ㸪ὠἼ⿕⅏ᆅ࡛࡛ࡲࡇࡑࡣ

ከࡃⓎ⏕࠸࡞ࡋ㸬ࡶࡑࡶࡑࡣࢀࡇὠἼ࡚ࡗࡼ㸪ᐙࡀὶ

࠸࡞ࡽ࡞ᕢࡁ✵ࡶࡑࡶࡑ㸪࠸ࡲࡋ࡚ࡋὶฟࡶᐙ㈈ࢀࡉ

≧ែࡔࡽࡔゝࡿ࠼㸬ᆅ㟈⿕⅏ᆅ࡛⮬㌿㌴࣭ࣂࢺ࣮࢜

ࡓ࡞ᚲせ⾜㏻ࡢ㐨࠸⊂㸪ࡾ㏻ࡢ㸪๓㏙ࡣࡢ࠸ከࡀ┐

ỈᐖࡸὠἼࡀ┐㸪୍᪉࡛⮬ື㌴ࡋࡿࢀࡉ᥎ᐹࡿ࠶࡛ࡵ

⿕⅏ᆅ࡛ከࡣࡢ࠸㸪Ỉ࡚ࡗࡼ⮬ᐙ⏝㌴࡚ࡗ࡞ࡵࡔࡀ

㸬ࡿࢀࡉ᥎ᐹࡿ࠶࡛ࡵࡓ࡞ᚲせࡀࡾࢃ௦ࡢࡑ㸪࠸ࡲࡋ

࡚ࡗ࡞ࡵࡔ㸪ࡣࡢ࠸Ỉᐖ⿕⅏ᆅ࡛ከࡀ➼ࣥࣜࢯ࢞≉

ࡀࢫ࣮ࢣࡃ࠸࡚ࡗྲྀࡁᢤࢆࡅࡔࣥࣜࢯ࢞ࡽ㌴ࡓࡗࡲࡋ

ከࡽ࠸᥎ᐹࡿࢀࡉ㸬ࡢࡶࡑࡶࡑ⿕ᐖ௳ᩘࡀᑡࡓ࠸࡞

ࡾ࡞㔜ࡢブḭ౽ᐖ⿕ࡿࡼ㸪ᄇⅆࡀ࠸ࡋ㞴ࡀᐹ⪄ࡵ

࡞ᚲせࡀ➼ሙྜ㸪⛣ఫࡢᐖ⿕ࡿࡼ㸪ᄇⅆࡣࡢ࠸ከࡀ

᥎࠸࡞ࡣ࡛ࡽࡿ࡞ࡃࡁࡀ㢠ࡢᨭࡵࡓࡢࡑ㸪ࡾ

ᐹࡿࢀࡉ㸬

⾲ �� ⅏ᐖ✀ࡢࡈ≢⨥Ⓨ⏕≧ἣ�
ᆅ㟈 ὠἼ Ỉᐖ ᄇⅆ ᅵ◁ 㞷ᐖ ྜィ

⮬㌿㌴䞉䜸䞊䝖䝞䜲┐ 35 19 13 3 6 5 43

36.5% 47.5% 27.1% 23.1% 33.3% 35.7%

⮬ື㌴┐ 18 15 18 6 5 2 37

18.8% 37.5% 37.5% 46.2% 27.8% 14.3%

䜺䝋䝸䞁┐ 11 9 17 5 4 3 27

11.5% 22.5% 35.4% 38.5% 22.2% 21.4%

✵䛝ᕢ 37 10 20 5 10 7 49

38.5% 25.0% 41.7% 38.5% 55.6% 50.0%

ᭀ⾜䠄ᛶⓗ䛺䜒䛾䜒ྵ䜐䠅䜔㞀ᐖ 9 8 5 4 5 3 16

9.4% 20.0% 10.4% 30.8% 27.8% 21.4%

㟈⅏䛻౽䛧䛯ブḭ 11 4 8 6 5 2 17

11.5% 10.0% 16.7% 46.2% 27.8% 14.3%

㟈⅏䛻౽䛧䛯್ୖ䛢 21 5 10 2 5 2 24

21.9% 12.5% 20.8% 15.4% 27.8% 14.3%

㟈⅏䛻౽䛧䛯䝕䝬 23 3 10 2 5 4 31

24.0% 7.5% 20.8% 15.4% 27.8% 28.6%

ྜィ 96 40 48 13 18 14 152

(4)㏻ሗ⋡

᭱ᚋ㏻ሗ⋡࡛ࡀࡿ࠶㸪⾲ 6 㸪ᅇㄪᰝࡾ㏻ࡓࡋ♧

ࡋపୗࡾࡼᖹࡀ⋠㢮࡛㸪㏻ሗ✀ࡢࡃෆከࡢ✀⨥≢ࡓࡋ

⾲㸬ࡓࢀࡉㄆ☜ࡀࡇࡿ࠸࡚ 1 ࡍẚ㍑⋠㏻ሗࡢᖹࡢ

ࡣ⋠㏻ሗࡢ┐㸪⮬ື㌴┐ࣂࢺ࣮࢜㸪⮬㌿㌴࣭ࡿ 4 

㏆ࡃపୗࡿ࠸࡚ࡋ㸬ᭀ⾜ࡸയᐖࡣ࡚࠸ࡘ㸪ẅே࣭യᐖ

㸬ࡓࡗ࠶࡛⋠㏻ሗ࠸࡞ࡽࢃኚࡰ㸪ᖹࡿࡍẚ㍑

୍᪉࡛㸪✵ࡁᕢࡣ࡚࠸ࡘ㸪ࡶࡗࡶ㏻ሗ⋡ࡀ㧗ࡓࡗ㸬

ᖹࡾࡼ 20%㏆ࡃ㧗࠸㏻ሗ⋡࡛ࡓࡗ࠶㸬ブḭࡆୖ್ࡸ㸪

࠸࡞ࡣࢱ࣮ࢹࡿࡍ㛵⋠㏻ሗࡢᖹࡢ⨥≢ࡓࡗゝ࣐ࢹ

ẚ㍑⋠㏻ሗࡢᖹࡢᝏ㉁ၟἲ࡚ࡋࡢࡶ࠸ࡋ㸪㏆ࡵࡓ

ࡿࡍ 10%⛬ᗘቑຍ㸪ᖹࡢ⨥≢┐✼ࡢᖹᆒ್ẚ㍑ࡍ

ࡿ 10%⛬ᗘ㏻ሗ⋡ࡀపୗࡿ࠸࡚ࡋ㸬ᛶ≢⨥ࡣ࡚࠸ࡘ㸪

ᅇࡢㄪᰝ࡛ศᯒ࡛ࢆࢱ࣮ࢹࡿࡁᣢ࡚ࡏࢃྜࡕ௨ෆࡀ㸪

㜰⚄ῐ㊰㟈⅏ᚋࡢ㆙ᐹࡢㄆ▱௳ᩘࡀᙉጮ 1 ௳㸪ᙉไࢃ

ࡘࡏ࠸ ࡋᑐࡢࡓࡗࡔ௳3 5)㸪ዪᛶᅋయࡸ፬ே⛉་➼ࡢ

ᛶᭀຊ㛵ࡿࡍ┦ㄯ௳ᩘࡀ 40 ௳௨ୖ࡛࠺࠸ࡓࡗ࠶ሗ࿌

ࡽ 6)㸪ᙜࡢ⿕⅏ᆅ࡛ࡢᛶ≢⨥ࡢ㏻ሗ⋡ࡣ 10%⛬ᗘ࡛

㸬௨ୖࡿ࠼ゝࡓࡗ࠶ศ⛬ᗘ࡛༙ࡢ⋠㏻ሗࡢ㸪ᖹࡾ࠶

ࢺ࣮࢜㸦⮬㌿㌴࣭ࡢࡶ࠸㧗ࡢᛶ⬟ྍࡢ⨥≢㸪ᅔ❓ᆺࡽ

పࡢ⋠㏻ሗࡽᖹࡶࡶࡧ㸪⮬ື㌴┐㸧㸪ཬ┐ࣂ

࣭⾜㸪ᭀࡀࡿࡍపୗࡃࡁࡀ⋠㏻ሗࡾࡼᖹࡣ⨥≢ᛶ࠸

യᐖ➼ࢫࣞࢺࢫࡢᆺ≢⨥ࡣ㏻ሗ⋡࡞ࡁኚࡣぢࢀࡽ

ࡿ࠶ࡀഴྥࡿࡍ᪼ୖࡀ⋠㏻ሗࡣሙྜࡢ⨥≢㸪౽ᆺࡎ

ゝ࡞࠺ࡼࡿ࠼⤖ᯝࡀᚓࡓࢀࡽ㸬

⾲ �� Ⓨ⅏ࡢ≢⨥⿕ᐖ㏻ሗ⋡�
㏻ሗ䛧䛯 ㏻ሗ䛧䛺䛛䛳䛯 䜟䛛䜙䛺䛔

⮬㌿㌴䞉䜸䞊䝖䝞䜲┐ 24 15 4

56% 35% 9%

⮬ື㌴┐ 18 19 1

47% 50% 3%

䜺䝋䝸䞁┐ 12 15 1

43% 54% 4%

✵䛝ᕢ 34 13 4

67% 25% 8%

ᭀ⾜䠄ᛶⓗ䛺䜒䛾䜒ྵ䜐䠅䜔യᐖ 8 7 1
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市⏫村地域㜵災ィ⏬における❳巻災害対⟇に㛵する⪃察 
―全国の市⏫村地域㜵災ィ⏬ㄪ査より― 

The Tornado Disaster Countermeasures in Local Disaster Management Plan 
―Survey of Local Disaster Management Plan in 1,741 municipalities acURVV JaSaQʊ 

○宮崎 㣁1
㸪ụ内 ῟子
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In this study, tornado disaster preparedness countermeasures described in 1741 local disaster management plans of 
Japan were analyzed. As a result, "tornadoes" were described in 1261 local disaster management plans, and tornado 
disaster preparedness countermeasures were mentioned in 380 plans. From these 380 local disaster management plans, 
688 tornado disaster preparedness countermeasures were able to pick up. Tornado disaster preparedness 
countermeasures included measures specific to tornado disasters and measures common to other disasters. Measures 
specific to tornado disaster, for example, included "taking shelter in a sturdy building" and "teaching students about 
WRUQadR diVaVWeUV aQd hRZ WR SUeSaUe fRU WheP´. SiPiOaUO\, 263 VSecific PeaVXUeV ZeUe cRPSiOed. IW iV iPSRUWaQW WR add 
more practical measures presented in this study to local disaster management plans that already include tornado disaster 
preparedness countermeasures. On the other hand, the public tornado handbook are helpful for local disaster 
management plans that do not include tornado disaster preparedness countermeasures at all. If practical tornado disaster 
preparedness countermeasures are included in many local disaster management plans in Japan, the same response will 
be possible when a tornado strikes across municipalities. In addition, it is expected to help reduce tornado damage. 

Keywords : Tornado, Local Disaster Management Plan, Tornado countermeasures, Local government 

㸯㸬はじめに 
2021年5᭶1᪥、㟼岡┴∾之原市で❳巻がⓎ⏕した1㸧。

この❳巻では、屋᰿ᮦの㣕ᩓや㟁ᰕの傾ᩳ、㣕ᩓ≀の⾪

✺、❆ガラスの◚ᦆ➼の⿕害が☜ㄆされた2㸧。᪥ᮏでⓎ

⏕した❳巻は、∾之原市の❳巻が初めてではなく、平成

以㝆、69個の❳巻がⓎ⏕し、住家全半壊の⿕害を⏕じさ

せている1㸧。ここで、中央㜵⅏会㆟が作成する㜵⅏基ᮏ

ィ⏬3㸧には、❳巻が主な⅏害の1つとしてグ㍕されている。

❳巻が主な⅏害の1つとして᪂たにグ㍕されたのは2012年

のᨵṇであり、᪤に10年が⤒㐣した。しかし、全国1741

市区⏫ᮧ4)の市⏫ᮧ地域㜵⅏ィ⏬に、2022年⌧在、どの

⛬度❳巻⅏害対⟇がグ㍕されているかは不᫂である。ま

た、地域㜵⅏ィ⏬内に❳巻⅏害対⟇がグ㍕されている場

合でも、❳巻⅏害≉᭷の対⟇がどの⛬度グ㍕されている

かは᫂らかにされていない。そこでᮏ◊✲では、全国の

市⏫ᮧ地域㜵⅏ィ⏬をㄪᰝし、⌧≧の❳巻に㛵するグ㍕

≧ἣを᫂らかにする。また、❳巻⅏害≉᭷の対⟇を抽出

し、これら⤖ᯝから❳巻⅏害対⟇について⪃察する。 

㸰㸬◊✲方法 
全国1741市区⏫ᮧの地域㜵⅏ィ⏬を収㞟し、PDFのテキ

スト᳨⣴ᶵ⬟を⏝いて、「❳巻」のᩥ字を᳨⣴する。᳨

⣴⤖ᯝから、「❳巻」のᩥ字の᭷↓及び❳巻⅏害対⟇の

᭷↓をㄪᰝする。また、❳巻⅏害対⟇を地域㜵⅏ィ⏬に

グ㍕している市区⏫ᮧと、❳巻⿕⅏⤒㦂のある市区⏫ᮧ

の一⮴≧ἣについて図♧する。さらに、市⏫ᮧ地域㜵⅏

ィ⏬に❳巻⅏害対⟇がグ㍕されている場合、それら対⟇

を分㢮することで、❳巻⅏害≉᭷の対⟇を抽出する。こ

れら⤖ᯝから❳巻⅏害対⟇について⪃察する。 

㸱㸬⤖果と⪃察 
㸦1㸧市⏫村地域㜵災ィ⏬における「❳巻」のグ㍕状況

図1に❳巻に㛵するカテゴリー分㢮とその⤖ᯝを♧す。

全国1741市区⏫ᮧの地域㜵⅏ィ⏬を、「❳巻」のᩥ字の

グ㍕≧ἣ別に6つのカテゴリーに分㢮した。カテゴリーA

は、佐㈡市地域㜵⅏ィ⏬の「➨5⦅・➨7❶ ❳巻⅏害対

⟇」のように、地域㜵⅏ィ⏬内の⦅・❶・⠇の㢟名に

「❳巻」のᩥ字が入っているものとした。カテゴリーBは、

「❆の↓い㒊屋へ⛣動する」➼の、❳巻⅏害対⟇が具体

ⓗにグ㍕されているものとした。カテゴリーCは、「❳巻

ὀ意情報」や「㐣去の❳巻」➼、「❳巻」のᩥ字のみが

グ㍕されているものとした。カテゴリーDは、域㜵⅏ィ⏬

内に「❳巻」のᩥ字が☜ㄆできなかったものとした。カ

テゴリーEはPDFのテキスト᳨⣴ᶵ⬟不可、カテゴリーFは

地域㜵⅏ィ⏬ᮍ取得である。図1によると、地域㜵⅏ィ⏬

内に「❳巻」のᩥ字がグ㍕されている市区⏫ᮧ㸦カテゴ

リーA、同B、及び同C㸧は、1741市区⏫ᮧ中1261市区⏫ᮧ

であり、全市区⏫ᮧの72㸣にのぼることが分かった。
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図2に地᪉別の❳巻に㛵するカテゴリー分㢮㸦A㹼D㸧を 

♧す。図1からカテゴリーE及び同Fを㝖いた市区⏫ᮧ合ィ

を100㸣とし、地᪉別に♧した。図2によると、地域㜵⅏

ィ⏬内に「❳巻」のᩥ字をグ㍕していない市区⏫ᮧ㸦カ

テゴリーD㸧は、全地᪉において⣙20㸣以下であった。ま

た、「❳巻」のᩥ字のみをグ㍕しているカテゴリーCの割

合が全地᪉において᭱も㧗くなった。このことより、多

くの市区⏫ᮧは地域㜵⅏ィ⏬内に「❳巻」のᩥ字をグ㍕

しているものの、❳巻⅏害対⟇まではグ㍕していないこ

とが分かった。一᪉、㛵ᮾ地᪉ではカテゴリーA及び同B

の地域㜵⅏ィ⏬を᭷する市区⏫ᮧが合わせて60㸣を㉸え

ており、これは他地᪉にはない≉徴であった。

 図3に❳巻⅏害対⟇がグ㍕されている市区⏫ᮧと❳巻⿕

⅏⤒㦂を᭷する市区⏫ᮧの分布を♧す。図2に♧すカテゴ

リーA及び同Bの地域㜵⅏ィ⏬を᭷する市区⏫ᮧをᫍ印で

♧し、㐣去に❳巻⿕⅏⤒㦂がある市区⏫ᮧ1㸧の役場位⨨

を丸印で♧した。図3㸦a㸧の㛵ᮾ地᪉の分布によると、

㛵ᮾ平㔝一帯で❳巻がⓎ⏕していることがわかる。これ

ら❳巻⿕⅏⤒㦂を᭷する市区⏫ᮧ㸦図3㸦a㸧内丸印㸧は

19市区⏫ᮧであった。一᪉、カテゴリーA及び同B㸦図3

㸦a㸧内ᫍ印㸧は177市区⏫ᮧであり、丸印とᫍ印が一⮴

する市区⏫ᮧは16であった。図3㸦b㸧の九州地᪉の分布

によると、㛵ᮾ地᪉とẚべᫍ印も丸印も少なく、一⮴し

た市⏫ᮧは1市のみであった。その他6地᪉については図

♧していないが、九州地᪉と同ᵝの傾向であった。以上

のことから、㛵ᮾ地᪉は❳巻⿕⅏⤒㦂を᭷する市区⏫ᮧ

が多く、地域㜵⅏ィ⏬に❳巻⅏害対⟇がグ㍕されている

市区⏫ᮧも圧倒ⓗに多かった。よって、㛵ᮾ地᪉は❳巻

⿕⅏⤒㦂を地域㜵⅏ィ⏬に反ᫎしていると⪃えられる。

㸦2㸧❳巻災害特有の対⟇

ᮏㄽでは、❳巻⅏害対⟇について⪃察するため、市⏫

ᮧ地域㜵⅏ィ⏬における❳巻⅏害≉᭷の対⟇を抽出する。

図4に❳巻⅏害対⟇の分㢮手ἲを♧す。まず、カテゴリー

Bの222市区⏫ᮧの地域㜵⅏ィ⏬をㄪᰝ対㇟とした。また

カテゴリーAの内、地域㜵⅏ィ⏬内に❳巻⅏害対⟇を含む

ものをカテゴリーABとし、これら158市区⏫ᮧの地域㜵⅏

ィ⏬もㄪᰝ対㇟とした。その⤖ᯝ、ㄪᰝ対㇟合ィは380市

区⏫ᮧとなった。ここで地域㜵⅏ィ⏬のグ㍕は、「応急

対応」、「復ᪧ・復⯆」、「予㜵・ῶ⅏」及び「事前‽

備」の4フェーズに分かれている。具体ⓗに、「応急対応」

では、どの地域㜵⅏ィ⏬にも「㌟を守る」や「医⒪」➼

の内容がグ㍕されている。そこで、九州地᪉、四国地᪉、

中国地᪉及び㏆␥地᪉の地域㜵⅏ィ⏬を⏝いてヨ⾜㘒ㄗ

の上、「㌟を守る」➼を分㢮のための㡯┠とした。その

⤖ᯝ、㡯┠ᩘは19となった。同ᵝに、「学ᰯ」、「住Ẹ」

➼、抽出する❳巻⅏害対⟇の主な実⪅を対㇟⪅として6

つに分㢮した。

 ⾲1に❳巻⅏害対⟇の分㢮一ぴを♧す。図4で分㢮した

対㇟⪅の内、「学ᰯ」をS、「住Ẹ」をP、「⾜ᨻ」をG、

「Ẹ㛫・事ᴗ⪅」をC、「㕲㐨・㟁力会♫」をL、「共㏻」

をXとし、⦪列に♧した。同ᵝに㡯┠の内、「応急対応」

の「㌟を守る」を1、「医⒪」を2、「ᩆ助・ᩆ急」を3と

し、ᶓ列に♧した。各マス内のグ号は、対㇟⪅のアルフ

ァベット㸦S㹼X㸧と㡯┠のᩘ字㸦1㹼19㸧を⤌み合わせた

ものである。⾲1の分㢮一ぴは全96マスとなった。 

 図5に⛅⏣市地域㜵⅏ィ⏬における❳巻⅏害対⟇の分㢮

⤖ᯝを♧す。⾲1の分㢮一ぴに従って、⛅⏣市地域㜵⅏ィ

⏬5㸧の❳巻⅏害対⟇を抽出した。ここでは、「❆やカー

テンを㛢める」、「大きな❆ガラスの下や周囲には㏆づ

かない」➼がグ㍕されており、これらはP1にヱ当した。

図1 ❳巻に㛵するカテゴリー分㢮とその⤖果 

図2 地方別の❳巻に㛵するカテゴリー分㢮㸦A㹼D㸧

㸦a㸧 㛵東地方

㸦b㸧 九州地方㸦沖⦖┴、㞳島㝖く㸧

図3 ❳巻災害対⟇がグ㍕されている市区⏫村と 

❳巻⿕害⤒㦂を有する市区⏫村の分布 
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また「❳巻ὀ意情報がⓎ⾲された場合、市Ẹに対し回㑊

⾜動を促すため、ὀ意喚㉳情報を伝㐩する」はG4にヱ当

した。同ᵝに「㜵㢼保安ᯘのᩚ備・ᣑ充を⾜い、強㢼に

よる⿕害の㍍ῶを図る」➼はG12に、「強㢼下では屋᰿に

Ⓩらない。外出は᥍える」、「必せにより㑊㞴の‽備を

する」➼はP19にヱ当した。これら❳巻⅏害対⟇は、地㟈

やỈ害➼の他⅏害では㐺⏝できない❳巻⅏害≉᭷の対⟇

であると⪃えられる。よって、このような対⟇が存在す

るマスを、図5内グレーで♧した。一᪉、「児❺⏕徒のⓏ

ᰯ中Ṇ➼の安全ᥐ⨨を実する」はS1にヱ当し、「学ᰯ

➼の⟶⌮⪅はᰯ⯋、建≀およびタ備をⅬ᳨し⪁ᮙ㒊分を

⿵強する」はS9にヱ当した。また「はずれやすい戸や❆

➼で⿵強する」➼はP9に、「⁺ᴗ協同⤌合は、ὀ意報、

㆙報をⓗ☜に把ᥱし、必せにより⁺⯪所᭷⪅に出⁺中Ṇ

➼のᣦ導・㏻報を⾜う」➼はX18にヱ当した。これらも❳

巻⅏害対⟇であるが、地㟈やỈ害➼の他⅏害でも㐺⏝で

きるような対⟇である。このような共㏻の対⟇も含まれ

ることが分かった。 

図6に380市区⏫ᮧにおける❳巻⅏害対⟇の分㢮⤖ᯝを

♧す。⾲1の分㢮一ぴを⏝いて、380市区⏫ᮧ㸦図4㸧を対

㇟に、⛅⏣市㸦図5㸧のようにり分けた。ここで、同じ

内容の対⟇を」ᩘの市⏫ᮧがᥖげていた場合は1つの対⟇

としている。また、図6内㸦図5内㸧0のᩘ字がグされたマ

スは、ヱ当する❳巻⅏害対⟇がなかったことを♧してい

る。「各小・中学ᰯでは、児❺㺃⏕徒に❳巻➼の✺㢼Ⓨ⏕

のメカニズムを⌮ゎさせ、᪥㡭から❳巻へ備える態度を

⫱てるとともに❳巻から㌟を守る㐺切な㑊㞴⾜動を⌮ゎ

させる」はS13にヱ当し、「❳巻➼に対して学ᰯの㜵⅏ᶵ

⬟を強化し、児❺・⏕徒➼の安全・安心な学⩦⎔境を☜

保するため、㣕ᩓ㜵Ṇフィルムの㈞り付けを⪃慮したᩚ

備に努めるものとする」はS16にヱ当した。また「❳巻➼

の✺㢼⅏害は⿕⅏区域が㝈られ、⿕⅏家屋の復ᪧ➼がẚ

㍑ⓗ㏿やかに㐍められることから、市は、⿕害家屋ㄪᰝ

を㏿やかに完了させるものとする」はG4に、「❳巻➼の

✺㢼⅏害では屋᰿や㛤口㒊の◚ᦆが多いため、市は、ブ

ルーシートを㏿やかにㄪ㐩し、⿕⅏⪅への供⤥に努める」

はG5にヱ当した。図6によると、380市区⏫ᮧの地域㜵⅏

ィ⏬から抽出できた❳巻⅏害対⟇は合ィで688対⟇であっ

た。この内、❳巻⅏害≉᭷の対⟇は263対⟇であり、図5

内ではグレーで♧したが図6内ではᣓ弧で♧した。263対

⟇の内ヂとして、対㇟⪅別では、「⾜ᨻ」の156対⟇が᭱

も多く、その内、G14㸦啓Ⓨ㸧の38対⟇が᭱も多かった。

例えば、「低い㝵㸦㸰㝵よりも㸯㝵㸧、また、❆から㞳

れた家の中心㒊など、安全性の㧗い場所の周▱を図る」

は、市区⏫ᮧの広報㒊⨫が、住Ẹに対して⾜う啓Ⓨά動

であった。対㇟⪅別でḟに多いのは「住Ẹ」の60対⟇で

あった。≉にP1㸦㌟を守る㸧の対⟇ᩘは96マス中、᭱も

多く、⾲2でヲㄝする。以上のことから、⾲1の分㢮一ぴ

を⏝いることで、❳巻⅏害≉᭷の対⟇を抽出することが

できた。⌧Ⅼで❳巻⅏害対⟇のグ㍕がない地域㜵⅏ィ

⏬㸦カテゴリーC及び同D㸧を᭷する市区⏫ᮧは、図6の

ような❳巻⅏害対⟇を地域㜵⅏ィ⏬にグ㍕することがᮃ

ましい。一᪉、❳巻⅏害対⟇が᪤にグ㍕されている市区

⏫ᮧ㸦カテゴリーAB及び同B㸧については、より実㊶ⓗな

対⟇を図6から㑅んで㏣グすることがᮃましい。このよう

に、多くの市区⏫ᮧが地域㜵⅏ィ⏬内に同ᵝの❳巻⅏害

対⟇をグ㍕することによって、⾜ᨻ⏺を㉸える❳巻⅏害

がⓎ⏕した場合においても対応の差が↓くなり、❳巻⅏

害の⿕害㍍ῶにつながると⪃えられる。 

⾲ 2に❳巻⅏害≉᭷の対⟇㸦図 6内 P1の抜⢋㸧を♧す。

⾲ 2には、図 6内 P1にヱ当した❳巻⅏害≉᭷の対⟇と、

それをグ㍕している市区⏫ᮧᩘを♧した。⾲ 2 によると、

᭱も多くグ㍕されていた対⟇は「㸦コンクリート〇など㸧

㏆くの丈夫㸦㡹丈㸧な建≀に㑊㞴する」であり、380 市

区⏫ᮧ中、199 市区⏫ᮧ㸦52㸣㸧がグ㍕していた。また

「できるだけ家の中心㒊に㏆い、❆の↓い㒊屋へ⛣動す

る」は 173 市区⏫ᮧが、「㞵戸、シャッターを㛢める」

は 166 市区⏫ᮧがグ㍕していた。これらの対⟇は、内㛶

府とẼ㇟庁がⓎ⾜している❳巻パンフレット 6㸧にグ㍕さ 

図 4 ❳巻災害対⟇の分㢮手法 

図 5 ❳巻災害対⟇の分㢮⤖果㸦⛅⏣市㸧 

⾲ 1 ❳巻災害対⟇の分㢮一ぴ 
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れている。このように、❳巻パンフレットは᪤に多くの

市区⏫ᮧ地域㜵⅏ィ⏬に᥇⏝されていることが分かった。

よって、❳巻⅏害対⟇のグ㍕がない地域㜵⅏ィ⏬㸦カテ

ゴリーC及び同D㸧には、優先ⓗに❳巻パンフレットの内

容を反ᫎすることも可⬟である。その㝿、⾲2内「カーテ

ンを引く」と「❆から㞳れる」は、同に⾜動すると▩

┪が⏕じるようにㄞみ取れる。よって例えば、❳巻ὀ意

情報Ⓨ令┤後の⾜動として「カーテンを引く」を、❳巻

᥋㏆┤前の⾜動として「❆から㞳れる」をグ㍕するなど、

㛫⤒㐣に␃意する必せがあると⪃えられる。

㸲㸬⤖ㄽ 
ᮏ◊✲では、全国の市⏫ᮧ地域㜵⅏ィ⏬をㄪᰝし、⌧

≧の❳巻に㛵するグ㍕≧ἣを᫂らかにした。また、❳巻

⅏害≉᭷の対⟇を抽出し、これら⤖ᯝから❳巻⅏害対⟇

について⪃察した。 

㸦1㸧地域㜵⅏ィ⏬内に「❳巻」のᩥ字がグ㍕されている

市区⏫ᮧは、1741市区⏫ᮧ中1261市区⏫ᮧであり、全市

区⏫ᮧの72㸣にのぼることが分かった。一᪉、地域㜵⅏

ィ⏬内に❳巻⅏害対⟇までをグ㍕していたのは、380市区

⏫ᮧのみであることが分かった。

㸦2㸧❳巻⅏害対⟇がグ㍕されていた380地域㜵⅏ィ⏬か

ら、合ィ688の❳巻⅏害対⟇が抽出できた。この内、❳

巻⅏害≉᭷の対⟇は263対⟇にのぼり、例えば「児❺㺃⏕

徒に❳巻➼の✺㢼Ⓨ⏕のメカニズムを⌮ゎさせ、᪥㡭か

ら❳巻へ備える態度を⫱てる」であった。≉に、「㏆く

の丈夫な建≀に㑊㞴する」➼、「住Ẹ」を対㇟⪅とした

対⟇が多かった。

㸦3㸧⌧在、地域㜵⅏ィ⏬に❳巻⅏害対⟇をグ㍕している

市区⏫ᮧは、ᮏㄽでまとめたような、より実㊶ⓗな対⟇

を㏣グすることがᮃましい。一᪉、❳巻⅏害対⟇をまっ

たくグ㍕していない市区⏫ᮧは、優先ⓗに❳巻パンフレ

ットの内容を反ᫎすることも可⬟である。このように、

多くの市区⏫ᮧが地域㜵⅏ィ⏬内に同ᵝの❳巻⅏害対⟇

をグ㍕することによって、⾜ᨻ⏺を㉸える❳巻⅏害がⓎ

⏕した場合においても対応の差が↓くなり、❳巻⿕害㍍

ῶにつながると⪃えられる。

⾲ 2  ❳巻災害特有の対⟇㸦図 6内 P1の抜⢋㸧 
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⮬治体がタ⨨する㜵災㛵㐃サインの現状に㛵する◊✲ 
㸫兵庫┴内の⮬治体を対㇟として㸫 

A Case Study on the Current State of Signboards with Disaster-Related Information in 
Local Governments 

– Focusing on Local Governments in Hyogo Prefecture –

〇オンシミン
1
㸪⃝⏣㞞ᾈ

1
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1 兵庫┴❧大学大学㝔ῶ⅏復⯆ᨻ⟇◊✲⛉ 
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Currently, signboards with disaster-related information are planted in areas, such as designated evacuation shelters 
or open spaces, managed by the respective municipalities in accordance to the regional disaster prevention 
plans.These signs serve a purpose to promote safety by providing information on evacuation depending on the 
disaster, but the various methods and terminology, etc. used can also result in confusion. There have been attempts to 
unify the terminology and pictograms, but through investigation, it has been evident that the current signboards in 
Hyogo Prefecture are not unified. 

Keywords : signboards, safety, information, disaster, local government 

㸯㸬はじめに 
㸦㸯㸧⫼景

᪥ᮏに在住する外国人や᮶᪥するほ光客は⮬↛⅏害の

リスク㸪また⮬↛⅏害⮬体を▱らないことも多い㸬2018
年の大㜰府北㒊地㟈Ⓨ⏕後㸪外国人は不安をおぼえただ

けでなく㸪Ⓨ⏕後にどのような影㡪があるのか㸪また取

るべき⾜動が分からなかったという⌧≧が報告されてい

る㸦⏣ᮧほか 2020㸧㸬安全を☜保するため助けとなる㜵
⅏ᶆ㆑は市⾤地にもタ⨨されているが㸪使⏝されている

ⱥ単ㄒが㞴しく㸪ⱥㄒがẕ国ㄒではない外国人は⌮ゎが

㞴しい㸬また㸪ᶆ㆑のレイアウトが勘㐪いをᣍきやすい

こともあり㸪⥭急にぢ㏨してしまう可⬟性が㧗いとの

ᣦもある㸦吉⏣ほか 2011㸧㸬
 ⌧在㸪使われている⏝ㄒと図グ号はその⤌み合わせも

含め㸪地域によって␗なっている㸬例えば㸪「㑊㞴場

ᡤ」と「㑊㞴ᡤ」の定⩏を᫂☜に区別していなかった

り㸪⅏害✀別に㛵する図グ号が JISつ᱁としてᨵṇ・制
定されてもそれとは␗なる定⩏をᣢたせたまま利⏝して

いる地域がある㸬また㸪「ᾏᢤ」と「ᶆ㧗」がΰ同され

て利⏝されていたりすることで㸪受けᡭがㄗゎをするこ

となども定される㸬これは㸪᪥ᮏㄒだけではなく㸪ⱥ

ㄒの⏝ㄒに㛵しても同ᵝである㸬例えば「㑊㞴場ᡤ」と

「㑊㞴ᡤ」のヂㄒとして「area」「shelter」「site」
「center」などが⤫一のぢゎがないままに使われている㸬
このような地域ごとの⾲グのブレは㸪それをぢた外国人

だけではなく㸪その地域をゼ問した᪥ᮏ人にもㄗゎを与

え㸪安全の☜保に影㡪を与える可⬟性がある㸬 
㸦㸰㸧◊✲の┠ⓗ

⮬体の㜵⅏ᶆ㆑に⾲グしている⏝ㄒや図グ号の使⏝

や定⩏のされ᪉をㄪᰝし㸪⌧Ⅼでどのようなブレがあ

り㸪それがどのようなㄗゎを⏕む可⬟性があるのかをᩚ

⌮することを◊✲の┠ⓗとする㸬 

㸰㸬ㄪ査概せ 
㸦㸯㸧ㄪ査対㇟

ㄪᰝ対㇟は兵庫┴内の 41市⏫であり㸪㜵⅏ᶆ㆑をᢸ当
している㒊⨫を対㇟とする㸬主に Web⤒⏤でアンケート
ㄪᰝを⾜ったが㸪セキュリティー㠃でアクセスできなか

った場合やㄪᰝ対㇟からの依㢗に応じて⣬媒体やメール

でㄪᰝ⚊を㏦付している㸬 
㸦㸰㸧ㄪ査概せ

2022年 1᭶ 14᪥から回⟅の協力を依㢗し㸪3᭶ 31᪥
をもって回収を⤊了した㸬ㄪᰝ内容は㸪各⮬体のᶆ㆑

で⾲グしているゝㄒの⏝ㄒや図グ号とそれらの定⩏をた

ずねた㸬また㸪ᶆ㆑の使⏝や作ᡂのために参⪃にした㈨

ᩱをたずねている㸬 

㸱㸬ㄪ査⤖果 
 ㄪᰝ対㇟の 41 ⮬体のうち㸪29 ⮬体から回⟅を得
た㸬また㸪6 ⮬体からの回⟅は↓効となった㸬↓回⟅
は 6 ⮬体である㸬なお㸪↓効として取りᢅった回⟅は㸪
「ⱥㄒの⾲グがない」と回⟅しているにも㛵わらず㸪ⱥ

ㄒ⦅の㉁問にも回⟅があったもの㸪また「ⱥㄒの⾲グが

ある」と回⟅されているが㸪ⱥㄒ⦅の㉁問に回⟅されて

いなかったものである㸬分ᯒ対㇟になった 29⟠ᡤの⮬
体のうち㸪14 ⟠ᡤはἢ岸㒊の⮬体であり㸪㧗₻やὠἼ
の⿕害を┤᥋受ける場ᡤである㸬 
㸦㸯㸧日本ㄒと多ゝㄒ㸸定⩏の⾲グの有無について

㜵⅏ᶆ㆑では㸪グ㍕されている⏝ㄒの定⩏を併グする

ことがある㸬例えば㸪᪥ᮏㄒの場合だと㸪「㑊㞴ᡤとは㸪

⅏害に一ⓗに㑊㞴できる屋᰿のある場ᡤ」のような

グ㍕である㸬ⱥㄒの場合は㸪「Shelters are for evacuees to 
live temporary during a disaster」である㸬29⟠ᡤの⮬体
のうち㸪8⟠ᡤは᪥ᮏㄒのみ定⩏の併グがあり㸪また 4⟠
ᡤは᪥ᮏㄒとⱥㄒ両᪉の定⩏の併グがあることが᫂らか
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になった㸬なお㸪ここで⏝いる「定⩏」とは㸪⏝ㄒの場

合㸪その⏝ㄒに対するㄝ᫂であり㸪図グ号の場合㸪その

図グ号につけられている⏝ㄒのことをᣦすものとする㸬 
㸦㸰㸧日本ㄒ㸸⏝ㄒの定⩏について

令和㸱年の㜵⅏ⓑ᭩の➨㸯㒊➨㸯❶➨㸰⠇㸰-㸱の「ᣦ

定⥭急㑊㞴場ᡤとᣦ定㑊㞴ᡤの☜保」によると㸪「ᣦ定

⥭急㑊㞴場ᡤ」とは㸪「ὠἼやὥỈ➼による危㝤が切㏕

した≧ἣにおいて㸪住Ẹ➼の⏕命の安全の☜保を┠ⓗと

して住Ẹ➼が⥭急に㑊㞴するタ又は場ᡤ」であり㸪

「ᣦ定㑊㞴ᡤ」とは㸪「㑊㞴した住Ẹ➼を⅏害の危㝤が

なくなるまで必せなᮇ㛫在させ㸪又は⅏害により家に

ᡠれなくなった住Ẹ➼を一ⓗに在させることを┠ⓗ

としたタ」とグ㍕されている㸦内㛶府 2021㸧㸬 
 ᮏㄪᰝの⤖ᯝによると㸪「㑊㞴ᡤ」については「一

ⓗに㑊㞴⏕άがおくれる場ᡤ」と定⩏していることがほ

とんどであり㸪「一ⓗに㑊㞴できる屋᰿のある場ᡤ」

が⥆いている㸬一᪉㸪「㑊㞴場ᡤ」は「一ⓗに㑊㞴で

きる屋᰿のある場ᡤ」と「一ⓗに㑊㞴できる屋᰿のな

い場ᡤ」と定⩏し㸪使⏝されていることがわかる㸦図

㸯㸧㸬 

図㸯 「㑊㞴所」と「㑊㞴場所」㸦n=29㸧 

 ḟに㸪「ὠἼ㑊㞴ビル」と「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」の定⩏に
㛵しての⤖ᯝを図㸰に♧す㸬「ὠἼ㑊㞴ビル」は主に「3
㝵以上の堅固な RC 㐀・SRC 㐀の建≀」に定⩏しており㸪
「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」は「㸱㝵以下の堅固な RC 㐀・SRC 㐀
の建≀」「㸱㝵以上の堅固な RC 㐀・SRC 㐀の建≀」
「㸱㝵以下の堅固な RC 㐀・SRC 㐀ではない建≀」など㸪
ᵝ々なᵓ㐀・㝵㧗の建≀がᣦ定されていることが᫂らか

となった㸬 

図㸰 「津波㑊㞴ビル」と「津波㑊㞴場所」の定⩏

㸦n=14㸧 

 また㸪どういったロケーションの建≀が定⩏されてい

るのかに㛵しては㸪「ὠἼ㑊㞴ビル」は「ὠἼᾐỈ定

区域内」にも「ὠἼᾐỈ定区域外」の両᪉で使⏝され

ているが㸪「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」は主に「ὠἼᾐỈ定区域

外」にᣦ定されていることがわかる㸦図㸱㸧㸬「ὠἼ㑊

㞴ビル」は⮬体の建≀やマンションなど㸪ᵝ々な建≀

であり㸪㸱㝵以上でもあるため㸪ᾐỈ区域内の建≀でも

安全の☜保が可⬟だとしてᣦ定されていることがうかが

える⤖ᯝとなった㸬一᪉㸪「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」はいざとい

うときに㏨げ㎸める✵㛫として㸪㧗台の広場などがᣦ定

されていることから㸪ほぼᾐỈ定区域外でしか⏝いら

れていない㸬 

図㸱 「津波㑊㞴ビル」と「津波㑊㞴場所」の位⨨

㸦n=14㸧 

 「ὠἼ㑊㞴ビル」と「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」以外に㸪「ὠἼ
㑊㞴タワー」と「㧗台」という⏝ㄒもある㸬兵庫┴では

どちらもほとんど使⏝されていない上㸪「ὠἼᾐỈ定

区域外」でしか⏝いられていない㸦図㸲㸧㸬また「㧗台」

は「周囲より5m以上㧗い」場ᡤであれば「ὠἼᾐỈ定
区域内」でも⏝いられていることが᫂らかとなった㸬 

図㸲 「津波㑊㞴タワー」と「㧗台」㸦n=14㸧 

㸦㸱㸧日本ㄒ㸸図グ号の定⩏について

ḟに㸪図グ号に㛵する回

⟅⤖ᯝを♧す㸬まず㸪図グ

号を㜵⅏ᶆ㆑としてはᥖ♧

せず㸪ハザードマップのみ

に使⏝しているという回⟅

があった㸬これに㛵して

は㸪⏝ㄒが分からない人々

は⥭急に外㒊で図グ号を

参⪃にすること㞴しく㸪た

とえ㜵⅏ᶆ㆑をぢたとして

も安全を☜保する⾜動が取

れない可⬟性がある㸬 
「㑊㞴ᡤ」「㑊㞴場ᡤ」

「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」「ὠἼ㑊㞴ビル」の図グ号は 2016 年 3
᭶ 22᪥に内㛶府によって「㑊㞴場ᡤ➼の図グ号のᶆ‽化
の取⤌」で制定された㸦㜵⅏情報のページ 2018㸧㸬これ
らの図グ号は᪥ᮏつ᱁協会の JIS㸦 Japanese Industrial 
Standards㸪᪥ᮏ⏘ᴗつ᱁㸧で JISZ8210 としてⓏ㘓されて
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いる㸦図㸳㸧㸬なお㸪ここでは JISに基づき㸪各図グ号を
それらで定⩏された⏝ㄒで呼ぶ㸬 
 「㑊㞴ᡤ」と「㑊㞴場ᡤ」の図グ号に㛵して㸪「㑊㞴

ᡤ」はほとんど同じ定⩏で使⏝されているが㸪「㑊㞴場

ᡤ」は他に㸪「大ⅆ⅏㑊㞴場ᡤ」「広域㑊㞴ᡤ」「⥭急

㑊㞴場ᡤ」といった⏝ㄒと⣣付けられていることがわか

った㸦図㸴㸧㸬 

図㸴 図グ号㸸「㑊㞴所」と「㑊㞴場所」㸦n=29㸧 

 ὠἼ㑊㞴㛵㐃の「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」と「ὠἼ㑊㞴ビル」
に㛵しては㸪JISのつ定と同じように定⩏されている㸬し
かし㸪「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」の図グ号は「ὠἼ㑊㞴ᡤ」でも

定⩏され㸪「ὠἼ㑊㞴ビル」は「㑊㞴場ᡤ」「ὠἼ㑊㞴

ᡤ」「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」でも⏝いられていることがわかる

㸦図㸵㸧㸬この場合は㸪ὠἼ⅏害だけではなく㸪例えば

㧗₻などの⅏害にも対応させるためだと思われる㸬 

図 㸵 図グ号㸸「津波㑊㞴場所」と「津波㑊㞴ビル」

㸦n=14㸧 

㸦㸲㸧ⱥㄒ㸸図グ号の定⩏について

ḟに㸪図グ号に付されるⱥㄒ⾲グについてᩚ⌮する㸬

「㑊㞴ᡤ」の図グ号に対してはほとんど「(emergency) 
evacuation shelter」の単ㄒが充てられ㸪「㑊㞴場ᡤ」の図
グ号にはほとんど「evacuation area」が⏝いられているこ
とがわかる㸦図㸶㸧㸬 

図㸶 図グ号㸸「㑊㞴所」と「㑊㞴場所」㸦n=21㸧 

 「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」と「ὠἼ㑊㞴ビル」の図グ号に対し

て⏝いられているⱥㄒ⾲グに㛵しては㸪「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」

の図グ号は「㑊㞴場ᡤ」の図グ号の⤖ᯝと同ᵝ㸪

「tsunami evacuation area」が᭱も多く㸪「ὠἼ㑊㞴ビル」
図グ号の場合には「tsunami evacuation building」が᭱も多

く⏝いられている㸦図㸷㸧㸬 
 ᪥ᮏㄒとⱥㄒの⾲グに使⏝する図グ号に㛵して㸪᭱

も少なく使⏝されたのはὠἼ㛵㐃の図グ号だとわかっ

た㸬実㝿に「ὠἼ㑊㞴場ᡤ」や「ὠἼ㑊㞴ビル」の図

グ号を使⏝せず㸪JISをάかすことなく㸪⏝ㄒと定㧗
さのみを♧すようにしているのではないかと思われる㸬 

図㸷 図グ号㸸「津波㑊㞴場所」と「津波㑊㞴ビル」

㸦n=10㸧 

㸦㸳㸧他ゝㄒ㸦ⱥㄒ㸧㸸⏝ㄒの定⩏について

多ゝㄒの併グについては㸪㸰㸯⮬体ではⱥㄒの⾲グ

があり㸪中国ㄒ㸦⡆体字㸧と㡑国ㄒはそれぞれ㸴⮬体

が併グしていることが᫂らかとなった㸦図㸯㸮㸧㸬 
 㜵⅏ᶆ㆑によく⾲グされる「 evacuation area」
「evacuation shelter」「evacuation center」に㛵してどのよ
うに定⩏づけられているのかについては㸪まず㸪

「evacuation center」は 1 ⮬体のみが「一ⓗに㑊㞴⏕
άがおくれる場ᡤ」の定⩏で使⏝している㸬この⮬体

は㸪「㑊㞴ᡤ」と「㑊㞴場ᡤ」のどちらの定⩏としても

「一ⓗに㑊㞴⏕άがおくれる場ᡤ」を᥇⏝している㸬

「Evacuation area」は主に「一ⓗに㑊㞴できる屋᰿のな
い場ᡤ」と「一ⓗに㑊㞴できる屋᰿のある場ᡤ」であ

り㸪「evacuation shelter」は主に「一ⓗに㑊㞴できる屋
᰿のある場ᡤ」と「一ⓗに㑊㞴⏕άがおくれる場ᡤ」

と定⩏していることがわかる㸦図㸯㸯㸧㸬これらより㸪

「area」は「㑊㞴場ᡤ」であり㸪「shelter」は「㑊㞴ᡤ」
に㏆いㄆ㆑で⏝いられている傾向がうかがえる⤖ᯝとな

った㸬なお㸪これらを「使⏝していない」と回⟅した⮬

体は㸪「 designated shelter」「 shelter」「 designated 
emergency evacuation site」「evacuation site」「emergency 
shelter」といった他⮬体とは␗なる⏝ㄒを使っている
ことがわかった㸬なお㸪ὠἼに㛵㐃して⏝いられる「㑊

㞴する場ᡤ」の⏝ㄒとしてのⱥ単ㄒは「elevation」も候
⿵となりうるが㸪今回は 1 ⮬体のみが使⏝していた㸬
また他の⮬体では㸪「flood from rivers」や「above sea 
level」の⏝ㄒが他⮬体とは␗なり⊂⮬に使⏝されてい
ることがわかった㸬図㸶と図㸯㸯の⤖ᯝとẚ㍑してみる

と㸪「㑊㞴ᡤ」と「㑊㞴場ᡤ」に㛵しては㸪᪥ᮏㄒとⱥ

ㄒではほぼ同ᵝの⏝いられ᪉をしていることもわかった㸬 

図㸯㸮 㜵災標㆑に⾲グしているゝㄒ㸦n=29㸧 
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図㸯㸯 「evacuation area」「evacuation shelter」
「evacuation center」の定⩏㸦n=21㸧 

㸦㸴㸧多ゝㄒ⾲グ時に参⪃にしているものについて

多ゝㄒ⾲グを⾜う㝿㸪何を参⪃にして⏝いる⏝ㄒをỴ

定しているのかに㛵する回⟅⤖ᯝをᩚ⌮する㸬「≉にな

い」の回⟅が圧倒ⓗに多い㸦図㸯㸰㸧㸬「≉にない」と

回⟅されたゝㄒは「中国ㄒ㸦⦾体字㸧」「ベトナムㄒ」

と「ポルトガルㄒ」であり㸪これらのゝㄒを実㝿に併グ

していないことからこのような回⟅⤖ᯝになっていると

思われる㸬「ⱥㄒ」に㛵しては㎡᭩などを⏝いて⊂⮬に

⩻ヂをしていることもうかがえるが㸪委クᴗ⪅に任せて

いるケースがすべてのゝㄒを合ィしてみると一␒多くな

っている㸬多ゝㄒにする㝿には㸪どうしてもᢸ当㒊局内

だけでは判᩿できないことが伺える⤖ᯝとなった㸬 

図㸯㸰 多ゝㄒの⏝ㄒや⾲現のために参⪃にしているも

の㸦n=14㸧 

 ᪥ᮏㄒでの⾲グ㸪および図グ号の᥇⏝に㝿して参⪃に
しているものに㛵しては㸪᭱も多かったのは「JISや ISO
のつ定」であり㸪「Ỵ定プロセスをᢎ▱していない」と

「⥲務┬が例♧している図グ号」がḟぐ㸦図㸯㸱㸧㸬一

᪉㸪この⤖ᯝだけでは「⅏害対⟇基ᮏἲ」が定めた⏝ㄒ

の定⩏に基づいて図グ号とそこに併グする⏝ㄒが㑅ᢥさ

れるとは㝈らない㸬 

図㸯㸱 㸦日本ㄒと図グ号㸧参⪃にしているもの

㸦n=29㸧 

㸲㸬まとめ 
兵庫┴内の⮬体における㜵⅏┳ᯈの⾲グに㛵しては㸪

JISや ISOのつ定㸪さらには内㛶府によるᶆ‽化の᪉㔪が
出されているが㸪いまだ⤫一されておらず㸪ブレが存在

することが᫂らかとなった㸬それは⏝ㄒの定⩏だけでな

く㸪図グ号とそこに付グする⏝ㄒの㑅ᢥまで多岐に及ん

でいる㸬 
また㸪㜵⅏ᶆ㆑┳ᯈにⱥㄒを併グするという対応も全

ての⮬体で図られているわけではないことも᫂らかと

なった㸬さらにⱥㄒ以外の多ゝㄒ対応については㸪中国

ㄒ㸦⡆体字㸧㸪㡑国ㄒ㸪ポルトガルㄒ㸪中国ㄒ㸦⦾体字㸧

とベトナムㄒへの対応が⾜われている⮬体もあること

が᫂らかとなった㸬多ゝㄒへの対応を⾜う㝿㸪ⱥㄒにつ

いてはᵝ々な㈨ᩱを参⪃に⾲グが作ᡂされているが㸪他

のゝㄒへの対応はそこまで丁寧に⾜われていない傾向が

ある㸬 
また㸪⏝いる図グ号や⏝ㄒについては㸪JISつ᱁や⥲務
┬による例♧があったり㸪内㛶府からも᪉㔪が出されて

いるが㸪⮬体ではᨵ善・修ṇが図られていない⌧≧も

᫂らかになった㸬㜵⅏情報の⤫一を図り㸪┴内どこにい

ても同じ図グ号や⏝ㄒが同じព味をᣦすようにすること

で外国人やそこを初めてゼ問した人が⅏害Ⓨ⏕に安全

を☜保することが容᫆になるといえるが㸪そこまで⎔境

ᩚ備が⾜われるまでには㛫が必せとなる㸬⤫一される

までのブレが存在するᮇ㛫でも㛫㐪った判᩿や⾜動をし

なくて῭むような対⟇も当㠃は必せとなるのではないだ

ろうか㸬そのⅬについては㸪外国人や᮶ゼ客を対㇟とし

たㄪᰝによってその対⟇のありようを᳨ウする必せがあ

る㸬 

ㅰ㎡ 

 ᮏㄪᰝに協力いただいた兵庫┴内⮬体のᢸ当㒊局のⓙさん

にឤㅰ⏦し上げます㸬 
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防災意識と新型コロナウイルスへの危機感の関連性に関する一考察 
Relationship between Disaster Awareness and Preparedness and Perceived Threat 

to the COVID-19 Pandemic in Japan 

○河本 尋子
1
㸪安井 拓哉2㸪㔜川 希志依

1

Hiroko KOUMOTO1, Takuya YASUI2, and Kishie SHIGEKAWA1

1 常葉大学大学㝔 環境㜵災研究科 
     Graduate School of Environment and Disaster Research, Tokoha University 
2 常葉大学 社会環境学㒊㸦前所属㸧 
     Faculty of Social and Environmental Studies, Tokoha University 

   Our study aimed to understand the relation between perceived threat of coronavirus and the disaster awareness and 
preparedness of the people affected by a disaster under the COVID-19 pandemic in Japan, the heavy rain from July 1, 
2021.The results of the questionnaire survey showed that most of the residents in the target area chose to stay in their 
homes during the rain. It was also shown that over half of the people were aware of disaster preparedness and had made 
some preparations for disasters. Absence of perceived threat to the COVID-19 pandemic may have associated with 
their disaster awareness and preparedness regarding preparation behaviors for disasters. 

Keywords : COVID-19, disaster awareness, disaster preparedness, emergency response behavior, perceived threat to 
the COVID-19 pandemic 

１．はじめに 
(1)研究の背景

現在、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行下に

ある。その影㡪を受け、我が国の国内発生状況 1)をみる

と、㝧性者数の累積が合計 6,176,640 人、死亡者数は

27,356 人となった㸦令和 4 年 3 月 24 日現在㸧。マスク着

用や手指のアルコール消毒等が日常的になり、多くの人

びとが新型コロナウイルス感染症対策を念㢌に生活を送

っている。 
このようなコロナ禍では、㜵災意識に変化が生じてい

るとの指摘がある 2)。特に、コロナ感染リスクへの不安

から、㑊㞴所利用に対する抵抗感が増㛗され、在宅㑊㞴

を㑅択する傾向がみられたという報告である。災害の種

㢮により㑊㞴先の㑅択が異なることも考えられるが、感

染リスクを㑊ける㑅択は想像に㞴くない。コロナ禍の災

害では、人びとの対応行動や㑊㞴行動が、これまでの災

害における行動とは異なるものになる可能性があるだろ

う。 
(2)研究の目的

本研究では、コロナ禍の災害として令和 3 年 7 月 1 日

からの大㞵に着目し、その影㡪を受けたと考えられる人

びとの大㞵での対応と、㜵災意識の把握を試みた。そし

て、㜵災意識と新型コロナウイルス感染症への危機感と

の㛵連性を明らかにすることを目的とした。 

㸰．研究の手続き 
(1)調査概要

コロナ禍の災害の一つとして、令和 3 年 7 月 1 日から

の大㞵の影㡪により、全国的にさまざまな被害が生じた
3)。たとえば㟼岡県では、熱海市土砂災害 4)や富士・沼津

等の人的・物的被害が発生した 5)。㑊㞴指示や緊急安全

確保が発令された地域の住民は、何らかの対応行動や㑊

㞴行動をとる必要に迫られた。 

本研究では、令和 3 年 7 月からの大㞵の影㡪を受けた

かたのうち、㟼岡県沼津市原地区の六軒町住民を調査対

象として、留め置き・㒑送回収法による質問紙調査を実

施した。調査期㛫は、令和 3 年 12 月 6・7 日に調査票㓄

付、記入・回収期㛫を 12 月 14 日までの 1 週㛫とした。

調査票を㓄布した 410世帯のうち、204世帯からの回答を

得た㸦回収率 49.8%㸧。 
(2)調査対象地域

沼津市原地区は、JR 東海㐨線原㥐周辺および国㐨 1 号

線沿いに広がり、㥴河湾に㠃した沿岸㒊の地域である。

沼津市公㛤の沼川・㧗橋川洪水ハザードマップ 6)では、

浸水深 3.0m 未満が想定されている。 
令和 3 年 7 月 1 日からの大㞵の㝿には、3 日 00 時 15 分

に㧗橋川が氾濫危㝤水位に到㐩し 7)、その後越水が確認

され、8 時 00 分に原地区等に対して警戒レベル 4「㑊㞴

指示」が発令された補注(1)。浮島地区・原地区では、全壊

1 棟、床上浸水 88 件、床下浸水 248 件が発生した 5)8)。 
(3)調査項目

調査票は全 29 㡯目から構成され、主な㡯目分㢮は、次

の 4 つ㸸①回答者の属性情報㸦10 㡯目㸧、②新型コロナ

ウイルスに㛵する㡯目㸦3 㡯目㸧、③㜵災意識に㛵する

㡯目㸦13 㡯目㸧、④分散㑊㞴に㛵する㡯目㸦4 㡯目㸧で

あった補注(2)。本稿では、調査結果のうち、主に㜵災意識

に㛵する結果を説明する。

㸱．結果・考察 
(1)回答者の属性

表1に回答者の属性を示す。性別の内訳は、男性45.6%、

女性 54.4%だった。回答者の特徴として、60 代・70 代以

上が全体の約 6 割を占めていたことが挙げられる。10 代

から 30 代までの回答者は、約 10%だった。 
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表 1 回答者の属性 

 

表 2 令和 3年 7月大雨で避難したか 

 

住居形態をみると、約 87%が持ち家で、戸建ての世帯

が多かった。この結果は、約 8 割が居住年数 10 年以上で

あることと㛵連があると考えられる。また、通㝔を要す

る持病があるという回答は約 6 割だった。 
(2)令和 3年 7月大雨での対応

表 2 のとおり、実㝿に㑊㞴したのは 2.2%、迷った末に

㑊㞴しなかったのが 27.7%だった。その他㸦自由記述㸧

の 70.1%は、㑊㞴しなかったという記述がほとんどであ

り、そもそも「㑊㞴する必要がなかった」、「ここの土

地は㧗くなっている」、「自宅が安全」等の内容が主だ

った。また、「自宅の 2 㝵で㐣ごした」という在宅㑊㞴

の対応をおこなったという回答も複数みられた。その他

への記述が多く、今後さらなる分析が必要である。 
この大㞵の影㡪により、浮島地区・原地区における被

害状況 5)をうけて、沼津市では 7月 7日に地域ささえあい

センターが㛤設された 9)。原地区の中でも、場所によっ

て被害の発生状況が異なっており、結果としては六軒町

の被害は比較的小さかったといえるが、本調査の記述に

表 3 回答者の防災意識 

 

は、近所が冠水していた、冠水で自宅に帰れなかった、

下水が使えなくなった、㥔車場が冠水して車が水没した 
等があった。 
(3)防災意識

本調査では、㜵災意識に㛵する調査㡯目として、次の3
つの内容をうかがった。㐣去の災害や被害の知識に㛵す

るもの、災害への準備に㛵するもの、災害時の行動に㛵

するもの、である。その結果は、表3のとおりである。 
ハザードマップから危㝤な場所を把握していたのは

56.7%、地元の㐣去の災害を知っていたのは64%だった。

㐣去の災害についてのその他㸦自由記述㸧では、これま

でに災害といえることは発生していない等、居住中に発

生した災害がないという回答が複数みられた。 
また、災害時に必要な物を準備していたのは49.7%、

していないと回答したのは44.7%だった。その他㸦自由

記述㸧を確認すると、災害セットあり、準備していたが

かなり前、少しだけ準備している等の記入があった。ま

た、備蓄物をすぐに持ち出せるという回答は47.6%とな

っており、準備状況の回答にほぼ㔜なる。 
災害時の㑊㞴を自分で判断するかについては、判断す

るとした回答が66.5%だった。災害時の行動について家

族等と話し合っている㸦よく話し合っている、時々話し

合っている㸧のは、合計74.5%だった。 
図1の㑊㞴用備蓄物㸦複数㑅択可㸧では、約8割が準備

していたものが、懐中㟁灯だった。続いて、水・㣗料は

半数以上が準備しているという回答だった。表2の必要な

物を準備しているのが半数以下という回答状況と照らし 

度数 (%)

性別

男 93 (45.6)
女 111 (54.4)
合計 204 (100.0)

年代

10代 2 (1.0)
20代 4 (2.0)
30代 14 (6.9)
40代 25 (12.3)
50代 34 (16.7)
60代 44 (21.6)
70代以上 81 (39.7)
合計 204 (100.0)

住居形態

戸建て(持家) 175 (86.2)
㞟合住宅(持家) 2 (1.0)
戸建て(借家) 2 (1.0)
㞟合住宅(借家) 19 (9.4)
その他 5 (2.5)
合計 203 (100.0)

居住年数

1-9年 37 (18.3)
10-19年 44 (21.8)
20-29年 38 (18.8)
30-39年 31 (15.3)
40-49年 24 (11.9)
50-59年 14 (6.9)
60年以上 14 (6.9)
合計 202 (100.0)

持病

あり 119 (58.3)
なし 85 (41.7)
合計 204 (100.0)

度数 (%)

令和3年7月の大雨で避難したか

避難した 4 (2.2)
するか迷ったが
　㑊㞴しなかった

51 (27.7)

その他 129 (70.1)
合計 184 (100.0)

度数 (%)

ハザードマップ㜀覧

見たことがあり危㝤な
　場所を知っている

114 (56.7)

見たことあるが危㝤な
　場所が分からない

63 (31.3)

見たことがない 23 (11.4)
その他 1 (0.5)
合計 201 (100.0)

地元の㐣去の災害について

知っている 126 (64)
知らない 66 (33.5)
その他 5 (2.5)
合計 197 (100.0)

㑊㞴に必要な物を準備しているか

準備している 98 (49.7)
準備していない 88 (44.7)
その他 11 (5.6)
合計 197 (100.0)

災害時に備蓄物をすぐに持ち出せるか

はい 91 (47.6)
いいえ 100 (52.4)
合計 191 (100.0)

災害時の㑊㞴は自分で判断するか

はい 131 (66.5)
いいえ 66 (33.5)
合計 197 (100.0)

災害時の行動を家族・身近な人と話し合うか

よく話し合っている 12 (6.1)
時々話し合っている 134 (68.4)
話し合ったことはない 48 (24.5)
その他 2 (1.0)
合計 196 (100.0)
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図1 避難用備蓄物の有無 

合わせると、災害用に特別な準備をしているというより

も、ローリングストックを実施していることも考えられ

るだろう。なお、紙おむつについては、同居家族に乳幼

児がいる世帯のほか、㧗㱋者や要介護者等がいる世帯の

回答がみられた。 
 㑊㞴用備蓄物のその他㸦自由記述㸧では、日用品・衛

生用品である簡易トイレ・携帯トイレ、ティッシュペー

パー、トイレットペーパー、ウェットティッシュ、生理

用品等の記入が複数みられた。また、マスクや消毒液・

㝖菌液が挙げられていたのは、コロナ禍の準備物の特徴

ともいえるだろう。また、現㔠・貴㔜品や、災害用備蓄

セットのほか、ラジオ、乾㟁池、モバイルソーラーチャ

ージャー、発㟁機等の記入もみられた。カイロ、アルミ

シート、寝袋等の㜵寒具、サンダル・スリッパ、手袋や

衣㢮等も記述があった。各世帯において、さまざまに準

備をしている様子がうかがえる。

(4)新型コロナウイルス感染症への危機感
新型コロナウイルス感染症に対して危機感を感じてい

た㸦かなり危㝤に感じている、少し危㝤に感じている㸧

のは、合計 90.6%だった㸦表 4㸧。多くの回答者が同感染

症に対して何らかの危機感を抱いていることが分かる。

あまり危㝤に感じていない・全く危㝤に感じていないと

いう 19 人㸦全体の 9.4%㸧の回答のうち、10 代・20 代が

占める割合は 10.5%、30代から 50代が 42.1%、また 60代
以上は 52.6%だった。回答者の年㱋層に偏りがあるため

㸦表 1㸧、一概にいずれかの年㱋層が危機感を感じてい

ないとすることはできない。しかし全体に占める若年層

の割合が約 3%であることを考慮するなら、10・20 代の

ほうが危機感を感じていないものが多かった。 

表4 新型コロナウイルス感染症への危機感 

(5)新型コロナへの危機感と防災意識
次に、新型コロナウイルス感染症への危機感と㜵災意

識の㛵連について、クロス㞟計による分析をおこなった

結果である。新型コロナ感染症への危機感を「かなり危

㝤に感じている」「少し危㝤に感じている」と 回答した

者を、コロナ危機感あり群とした。そして「あまり危㝤

に感じていない」「全く危㝤に感じていない」という回

答を、コロナ危機感なし群とし、各㜵災意識の調査㡯目

を比較した㸦図 2a㹼図 2f㸧。なお、いずれの結果もコロ

ナ危機感あり群は 180 人以上だったのに対し、コロナ危

機感なし群は 16㹼19人であり、両群の人数は大きく異な

っていた。

ハザードマップ㜀覧では、コロナ危機感なし群のハザ

ードマップを見たことがないという回答が占める割合が

大きかった㸦図 2a㸧。地元の㐣去の災害については、コ

ロナ危機感なし群のほうが、知っているという回答が多

かった㸦図 2b㸧。必要な物の準備では、コロナ危機感な

し群のほうが準備していない割合がいくらか大きく㸦図

2c㸧、備蓄物の持ち出しの回答傾向も同様といえるだろ

う㸦図 2d㸧。災害時に自分で㑊㞴の判断をするかについ

ては、コロナ危機感なし群のほうが「はい」と回答する

割合が大きかった㸦図 2e㸧。また、災害時の行動を家族

図2a クロス集計㸸新型コロナへの危機感有無と 

防災意識㸸ハザードマップ閲覧 

図2b クロス集計㸸新型コロナへの危機感有無と 

防災意識㸸地元の過去の災害  

図2c クロス集計㸸新型コロナへの危機感有無と 

防災意識㸸必要な物の準備 

図2d クロス集計㸸新型コロナへの危機感有無と 

防災意識㸸備蓄物をすぐ持ち出せるか  
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少し危㝤に感じている 105 (51.7)
あまり危㝤に感じていない 17 (8.4)
全く危㝤に感じていない 2 (1.0)
合計 203 (100.0)
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㸦Fisher 直接確率検定・両側、p=.095 †㸧 
図2e クロス集計㸸新型コロナへの危機感有無と 

防災意識㸸 災害時避難を自分で判断するか 

図2f クロス集計㸸新型コロナへの危機感有無と 

防災意識㸸災害時行動を家族等と話し合うか 

・身近な人と話し合うかでは、コロナ危機感あり群のほ

うが、話し合っているという回答が多かった㸦図 2f㸧。

他方、コロナ危機感なし群では、話し合ったことがない

という回答が半数近くみられた。

コロナ危機感あり・なし群の比較から、特に、災害時

の行動に㛵する㜵災意識が異なっていたと考えられる。

コロナ危機感なし群は、いざというときは自分で㑊㞴す

るかを判断するとしたが、ハザードマップ㜀覧や必要な

物の準備状況、災害時行動の話し合いの状況等をみると、

日㡭の災害への㛵心はあまり㧗くない者の割合が多くな

っていた。かねてより、災害への㛵心が実㝿の行動に結

びつきにくいという課㢟がある 10)。災害の具体的イメー

ジにつながる情報提供から平時の災害への㛵心を㧗める

こと、そのイメージに基づいて実㝿の行動を起こせるよ

うにすることが㔜要である。コロナ危機感なし群が、自

分で㑊㞴の判断をすると回答した要因が何であるのかを

詳しく調べる必要があるだろう。

㸲．結論 
 本稿では、コロナ禍の災害として令和 3 年 7 月 1 日か

らの大㞵に着目し、その影㡪を受けた人びとの㜵災意識

を把握することを目的とした。調査対象は、㟼岡県沼津

市原地区六軒町とした。 
質問紙調査の結果から、対象地域の住民は、同大㞵の

㝿にほとんどが自宅に留まる㑅択をしていた。また、総

じて㐣半数は㜵災意識を持って災害に対する何らかの準

備をおこなっていた。そして新型コロナ感染症への危機

感有無は、災害への準備行動に㛵する㜵災意識に㛵連し

ていた可能性がある。 
今後は、本調査の分散㑊㞴に㛵連する㡯目等の分析を

おこない、コロナ禍における㑊㞴先の㑅択状況やその影

㡪要因を明らかにしたい。 

補注 
(1) 㑊㞴指示の発令

沼津市危機管理課様から提供いただいた資料を参照し

ました。 

(2) 調査㡯目について

本研究は、安井拓哉㸦2022㸧コロナ禍での災害時㑊㞴

に㛵する意識調査 㸫沼津市六軒町を対象として㸫、 常葉

大学社会環境学㒊卒業研究論文㸦未公刊㸧の調査による

成果です。 
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㌿⟶⌮ᴗົ࠺⾜ࢆ㝿࡚ࡏࢃྜసᴗගᬒࡢᙳࡓࡗ⾜ࢆ㸬

⾜ែ࡛≦ࡓࡋ╔ࢺࢵ࣓ࣝ࣊ࡣ࡚ࡗࡓ࠶㸪ᙳ࠾࡞

㸪᪥ᖖⓗࡣసᴗࡿಀ㐠㌿⟶⌮ᴗົࡿࡍ㇟㸬ᑐࡓࡗ

㸪᭶ᴗົࡵጞࢆỈ㉁᳨ᰝࡸᕠどⅬ᳨ࡢሙෆࡿࢀࢃ⾜

࡞㈇Ⲵ㐠㌿↓ࡢᐙⓎ㟁タഛ⮬ࡸษ᭰ࡢရὀධჾ⸆ࡿ࡞

㸬ࡓࡋ

����ᖺ �᭶㹼����ᖺ �᭶࡚࠸࠾㸪ィ⣙ ��㛫ࡢᫎീ

⣲ᮦࢆ㞟ࡓࡋ㸬

��� ίỈሙ㐠㌿⟶⌮సᴗᑐࡿࡍពぢ

࡞㐺ษࡢసᴗࡿ㸪ίỈሙ㐠㌿⟶⌮ᴗົࡣ࡛ࡇࡇ

ᡭ㡰☜ㄆࡵࡓࡢ㸪ᙳࡓࡋᫎീࢆά⏝ࡢᩘ「࡚ࡋίỈሙ

⫋ဨ࡛ど⫈ࡋ㸪ពぢࢆ࠺ྜࡋᶵࢆタᐃࡓࡋ㸬ពぢ

ࡣ㸪ึࡵᫎീࡢど⫈࡚ࡏࢃྜᙳ⪅࡚ࡗ⾜ࡀ

ࡸ㉁ࡽ⪅ཧຍࡢࡢࡑᚋ㸪ࡢࡑ㸪ࡋゎㄝࢆసᴗࡿ࠸

Ẽ࡙ࡓ࠸ᨵၿⅬ➼ពぢࢆฟࡿ࠶࡛ࡢࡶ࠺ྜࡋ㸬

ពぢࡣົ⤒㦂ᖺᩘ �㹼��ᖺࡢ ࡀဨ⫋ࡢྡ��

ཧຍࡓࡋ㸬࠾࡞㸪ᮏ✏࡛ᐇࡓࡋពぢࡣ &LVFR�
ZHEH[�PHHWLQJVࡓ࠸⏝ࢆ ZHE㆟ࡓࡗ⾜ࡾࡼ㸬�

��� 㐲㝸ࡿࡼ⌧ሙぢᏛ

ᚑ᮶ࡾࡼᢏ⾡⥅ᢎ࡚ࡋࡘࡦࡢ㸪ᢏ⾡࣭▱ぢࡵ῝ࢆ

㸪᪂ࡋぢᏛࢆίỈሙタࡢ㸪ົᡤᒓ௨እ࡚ࡋಟ◊ࡿ

࡞ࡋࡋ㸬ࡿ࠸࡚ࢀࢃ⾜ࡀሙぢᏛ⌧ࡿᚓࢆࡁẼ࡙࡞ࡓ

ࢥ㸪᪂ᆺࡋ㠃┤ឤᰁᣑࡢࢫࣝ࢘ࢼࣟࢥ㸪᪂ᆺࡽࡀ

ᡤ≉㸪ࡣሙぢᏛ࡛⌧ࡢឤᰁᑐ⟇ୗ࡛ࢫࣝ࢘ࢼࣟ

ᒓእࡢ⫋ဨࢆ㞟ࡀࡇࡿࡵ㞴ࡃࡋ㸪᪤Ꮡࡢ᪉ἲ࡛ࡢ㛤ദ

㸬ࡿ࠸࡚ࡗ࡞ἣ≦࡞ᅔ㞴ࡀ

ά࡚ࡋ࣓ࣛ࢝ࣈ࢙࢘ࢆ࣓ࣛ࢝ࣝࣈ࢙ࣛ࢘㸪࡛ࡇࡑ

㸪ZHEࡋ⏝ ㆟ࢆ㏻࡚ࡌ⌧ሙࡽ㞳ࡓࢀཧຍ⪅ࡶタ

ࡋᵓ⠏ࢆ࣒ࢸࢫࢩሙぢᏛ⌧ࡢ㐲㝸࡛࠺ࡽࡶ࡚ࡋぢᏛࢆ

㸬ࡓ

ឡ▱┴㇏ᶫίỈሙ㸦ᅗ �㸧࡚࠸࠾㸪タ᭦᪂క࠺

᪂࡞ࡓίỈࡢ࣒ࢸࢫࢩᐇドᐇ㦂ࡽࡇࡓ࠸࡚ࡗ⾜ࢆ㸪

ᵓ⠏ࡓࡋ㐲㝸࡛ࡢ⌧ሙぢᏛࢆ࣒ࢸࢫࢩά⏝ࡋ㸪ឡ▱┴

㇏ᶫίỈሙࡿࡅ࠾ίỈ࣒ࢸࢫࢩᐇドᐇ㦂⨨ࢆᑐ㇟

ࢆሙぢᏛ⌧ࡿࡼ㐲㝸ࡓࡋ ����ᖺ ��᭶ �᪥ྠࠊ᭶ ��
᪥ࡢᗘศ࡚ࡅᐇࡓࡋ㸬ឡ▱┴㇏ᶫίỈሙᴗᗇ

ྛᡤᒓࡸᅜࡢỈ㐨ᴗయࣥࣛࣥ࢜ࢆ᥋⥆ࡋ㸦ᅗ

�㸧㸪ឡ▱┴ᴗᗇෆࡢ⫋ဨ㸪ูࡢỈ㐨ᴗయ⫋ဨྵࢆ

⣙ࡴ �㸬ࡓࡋཧຍࡀྡ��

ᅗ �� ឡ▱┴㇏ᶫίỈሙ�
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ᅗ �� ⌧ሙぢᏛࡢᴫせ�

㸲㸬᪂࡞ࡓᢏ⾡⥅ᢎᡭἲࡢ⤖ᯝ⪃ᐹ�
ίỈሙ㐠㌿⟶⌮సᴗᑐࡿࡍពぢ㸪㐲㝸ࡿࡼ

⌧ሙぢᏛ࡚࠸࠾㸪ཧຍ⪅ࢆᑐ㇟ࢢࣥࣜࣄࡓࡋㄪ

ᰝࢺ࣮ࢣࣥࡧࡽ࡞ㄪᰝࢆᐇࡓࡋ㸬ࡣ࡛ࡇࡇ㸪ࡢࡇ

⾡ᢏ࡞ࡓ㸪᪂ᇶࢆᯝ⤖ࡢㄪᰝࢺ࣮ࢣࣥ㸪ࢢࣥࣜࣄ

⥅ᢎᡭἲࢺࢵ࣓ࣜࡿࡅ࠾ࡳ⤌ࡾྲྀࡢ㸪ࢆ➼ࢺࢵ࣓ࣜࢹ

㸬ࡿࡍᐹ⪄࡚࠸ࡘᢏ⾡⥅ᢎ࡞ࡓ㸪᪂ࡋ⌮ᩚ

��� సᴗᑐࡿࡍពぢ

ࣗࢽ࣐ࡓࡋ㸪ᩥ᭩ࡣᫎീࡿࡼ࣓ࣛ࢝ࣝࣈ࢙ࣛ࢘

ࡁㄆ࡛☜ࢆᡭ㡰࡞ヲ⣽ࡢࣝ࣋ࣞࡿࡍ␎┬ࢆグ㍕ࡣࣝ

㸦㸸ᅗ࠼ຍࡇࡿ �㸧㸪࿘㎶⎔ቃࡾ࠾࡚࠼ࡽࡶࢆ

㸦㸸ᅗ �㸧㸪ᡭ㡰ࡃ࡞࡛ࡳࡢ㸪సᴗ⎔ቃᨵၿ୍ࡢຓ

㸬ࡓࡗ࠶࡛ࡢࡶࡿ࡞ࡶ

㸪ᨵၿࡋ┤ぢࢆసᴗࡿ࠸࡚ࢀࢃ⾜࡚ίỈሙࡣ࡛≦⌧

㸪࠼ຍࢆᕤኵ⮬⊃ࡀ⪅సᴗᐇົ㸪ࡃ࡞ᑡࡣᶵࡿࡍ

ࡢ⫋ဨᘬࡀࡢࡿ࠸࡛࠸⥅ࡁᐇែ࡛ࡓࡗ࠶㸬ࡗࡀࡓࡋ

࡚㸪సᴗᐇົ⪅ಶேࡢࡽᢏ⾡⥅ᢎࡾ࡞㸪⤌⧊࡚ࡋ

ࡓࡋ㸬ᮏ◊✲࡛㛤Ⓨࡿ࠼࠸ࡓࡗ࠶ᅔ㞴࡛ࡀᢏ⾡⥅ᢎࡢ

ᡭἲࡣ㸪ᐇົ⪅௨እࡢ」ᩘே࡛సᴗᡭ㡰㸪సᴗ⎔ቃࢆඹ

᭷ࡋ㸪ᨵၿᥦ࡛ࡾ࠶࡛ࡢࡶࡿࡁ㸪ᢏ⾡ຊࢆ⥔ᣢࡢࡿࡍ

ࡾ࡞ࡳ⤌ࡾྲྀ࡞⬟ྍࡶࡇࡿᅗࢆୖྥ⾡㸪ᢏࡎࡽ࡞ࡳ

�㸬ࡿ࠺

� 㸪సࡣ࡚ࡗ⪅ཧຍ࠸࡞ᑡࡀ㸪ίỈሙົ⤒㦂ࡓࡲ

ᴗဨ┠⥺ࡢᫎീど⫈ᙳ⪅ࡢࡽゎㄝࡼࡇࡃ⪺ࢆ

ື␗㸪ே࡚ࡗࡀࡓࡋ㸬ࡿࡁ㦂࡛⤒ࢆసᴗ㸪ఝⓗࡾ

ᢏ⾡⥅ᢎᡭἲࡿࡅ࠾ίỈሙ࠸࡞ࢀࡽࡅ㑊ࡀୡ௦௦ࡸ

�㸬ࡿ࠼⪄ࡿ࠶ࡀຠᯝ࡞ࡁ࡚ࡋ

� ከࡢࡃཧຍ⪅ࡣዲពⓗ࡞ពぢࢆᣢ୍ࡓ࠸࡚ࡗ᪉࡛㸪ᫎ

ീࡢㄝ᫂⪅࡚ࡗ㸪ࡢ⫋ဨࡢࡽຓゝࡀ㸪⮬ࡢࡽᴗ

ົసᴗࡢ㛫㐪ࢆ࠸ᣦࡸࡢࡶࡿࡍసᴗྰࢆᐃࡢࡶࡿࢀࡉ

ࡀࡓࡋ㸬࠸࡞ࡵྰࡶࡇࡿ࠶࠶ࡀᛶ⬟ྍ࠺ࡲࡋ࡚ࡗ࡞

ίỈሙ㐠㌿⟶⌮ᴗົࡓ࠸⏝ࢆ࣓ࣛ࢝ࣝࣈ࢙ࣛ࢘㸪࡚ࡗ

ಀࡿពぢࢆຠᯝⓗᐇ㊶ࡣࡵࡓࡿࡍ㸪ㄝ᫂⪅

ᨵၿࡢ㸪ᚋࡾ࠶ᚲせ࡛ࡀ࣮࢛ࣟࣇࡓࡳ㚷ࢆᚰⓗ㈇ᢸࡢ

Ⅼࡶᢕᥱࡓࡁ࡛ࡀࡇࡿࡍ㸬�

ᅗ �� ᫎീ㈨ᩱ㸦ḟளὀධᶵࡢษ᭰సᴗ㸧㸸ฟཱྀᘚ

㛤㛢ࡢᵝᏊ࡛ࡀࡿ࠶㸪᧯సᚋ㸪⌧ሙ⾲♧ᯈ࡚㛤㛢

�㸬ࡓࡗ࠶ࡀពぢࡢᚲせࡀㄆ☜ࡿ࠸࡚ࡋ⮴୍ࡀ♧⾲

ᅗ �� ᫎീ㈨ᩱ㸦⮬ᐙⓎ㟁タഛࡢⅬ᳨㸧㸸ᕤ⏝㈨

ᮦࡀ௬⨨ࡾ࠶࡚ࡋࡁ㸪Ⅼ᳨ᡬࡢ㛤㛢ⱞ៖ࡿ࠸࡚ࡋ

ᵝᏊࡀグ㘓ࡿ࠸࡚ࢀࡉ㸬�

��� 㐲㝸ࡿࡼ⌧ሙぢᏛ

㐲㝸࡛ࡢ⌧ሙぢᏛࡳ⤌ࡾྲྀࡢ㸦ᅗ �㸪ᅗ ��㸧ࢆⰋ

㸬ࡓࡗ࠶ᗘ࡛⛬ྠࡣពぢࡿࡍࡓࡗᝏពぢࡿࡍࡓࡗ

Ⰻࡣ࡚࠸ࡘ⏤⌮ࡿࡍ࠸㸪⌧ሙື⛣ࡢせࡿࡍ

㛫ࡀせࡾ࡞㸪ཧຍ⮬యࡀᐜ࡛᫆ࡢࡶࡿࡍࡓࡗ࠶㸪

ZHE ㆟ࢆࢡ࣐ࡢ㏻࡛ࡇࡓࡋㄝ᫂⪅ࡢኌࡾྲྀࡁ⪺ࡀ

⮫㸪ࡣ⏤⌮ࡿࡍ࠸㸬୍᪉㸪ᝏࡓࡗ࠶ࡢࡶ࠺࠸࠸ࡍࡸ

ሙࡿࡼ⌧ሙぢᏛẚ㍑ࡿࡍタഛࡢつᶍឤࡸሙࡢ㞺ᅖ

Ẽ➼ࡀឤࡢࡶ࠺࠸࠸ࡽ࡙ࡾྲྀࡌ㸪ࡸࣞࣈࡢ࣓ࣛ࢝ᫎീ

ࡗ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍᑐ㏻ಙ⎔ቃࡸ⬟㸪ᶵᲔᛶ࡞ࡉ㩭᫂ࡢ

�㸬ࡓ

� ࡡ㸪ᴫࡶࡎࡽࢃఏࡀ➼㞺ᅖẼࡸ㸪つᶍឤ࡚ࡗࡀࡓࡋ

ࡢ㸪㐲㝸࡛ࡤࢀࡍⓗ┠ࢆࡇࡿ࠼ఏ⪅ཧຍࢆᵝᏊࡢ

⌧ሙぢᏛࢆࢺࢵ࣓ࣜࡣ༑ศாཷ࡛ࡽ࠼⪄ࡢࡶࡿࡁ

ᚑ࠺కࢆሙ⮫ࡶࢀࡎ࠸㸪ࡣពぢ࠺࠸࠸࡞ࡋ㸬ホ౯ࡿࢀ

᮶ࡢ⌧ሙぢᏛẚ㍑࡚ࡋຎࡿ㒊ศࢆᣦ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ

ሙぢ⌧ࡾࡼᘏࢫࣝ࢘ࢼࣟࢥ㸪᪂ᆺࡽࡇࡓࡗ

Ꮫࡢᶵࡀࡢࡶࡢࡑኻࡇࡿࢀࢃẚ㍑ࡤࢀࡍ㸪ຠᯝ

�㸬ࡓࢀࡉ᥎ᐹࡢࡶࡿ࠶ࡀ

ࣝ㸪࡚ࣜ࠸ࡘ㒊ศࡓࡗ࠶ࡀせᮃࡽ⪅㸪ཧຍ࠾࡞

ࡣᫎീ࡛ࡿࡼ⏬㸪㘓ࡣࡇࡿࡁᙳ㸪㓄ಙ࡛࣒ࢱ

ᅔ㞴࡛ࡾ࠶㸪࡛࣒ࣜࢱࣝᫎീࢆ᪉ྥ࡛ඹ᭷ࡇࡿࡍ

㸬ࡓ࠼࠸ࡿ࠶࡛ࢺࢵ࣓ࣜࡢ᭱ࡢ

ཧຍ⪅� ཧຍ⪅� ཧຍ⪅� ཧຍ⪅�

࣓ࣛ࢝ࣝࣈ࢙ࣛ࢘

⥆᥋ࢆᮎ➃ࢺࢵࣞࣈࢱ

㸦*R3UR�+HUR��%ODFN �᭷⥺㸧ࡣሙྜࡢ

:HE ㆟�

㸦,QWHUQHW ᥋⥆㸧�

ཧຍ⪅㸦ྛࡢࠎᡤᒓ➼㸧�

⌧ሙぢᏛᑐ㇟タ�
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ᅗ �� ᫎീ㈨ᩱ㸦⭷ࢁ㐣ᐇ㦂Ჷ㸧�

ᅗ ��� ᫎീ㈨ᩱ㸦⭷ࢁ㐣ᐇ㦂Ჷෆ㒊㸧�

ᅗ ��� ᫎീ㈨ᩱ㸦Ỉ㉁᳨ᰝ㸧�

��� ⏝ឤࡢ࣓ࣛ࢝ࣝࣈ࢙ࣛ࢘

᥋┠ど┤ࢆ࣓ࣛ࢝㸪ࡾࡼࡇࡿࡍ╔ࢺࢵ࣓ࣝ࣊

ࡿ࠶ࡀⅬࡿࡌឤᏳࡿ࠸࡚ࡁᙳ࡛㸪ṇᖖࡎࡁ࡛

ᑡࡣᨭ㞀ࡢసᴗࡽࡇࡿ࠼⏤⮬ࡣ㸪୧ᡭࡢࡢࡶ

�㸬ࡓࢀࡽࡳࡀពぢࡢ࠸࡞

� 㸪ࡸࡇ࠺⾜࡚ࡏࢃྜᴗົ࠺⾜ᐃⓗࡣ㸪ᙳࡓࡲ

ࡢ࠺⾜࡚ࡋ௦᭰ࡢሙぢᏛ⌧ࡓ࠸࡚ࡋணᐃࡶࡶ

㈇ࡢ㸪⫋ဨࡁᐇ࡛ࡃ࡞ࡇࡍࡸቑࢆ㸪ᴗົ㔞ࡤࢀ࠶࡛

ᢸቑ࠸࡞ࡽࡀ࡞ࡘ᥎ᐹࡿࢀࡉ㸬�

��� ᫎീࡢ࡚ࡋࣝࣗࢽ࣐ά⏝

㸪࿘㎶⎔ቃࡣᫎീࡓࡋᙳࡾࡼ࣓ࣛ࢝ࣝࣈ࢙ࣛ࢘

ࡶఱᗘ࡛㸪ᚋࡁฟ᮶ࡀࡇࡿࡍಖᏑࢆసᴗᡭ㡰ࡵྵࢆ

ぢ┤ࡽࡇࡿࡏ㸪ᫎീ࡚ࡋࣝࣗࢽ࣐ά⏝࡛࠸ࡁ

ᫎീ㈨ᩱࡲࡲ࡞༑ศࡀゎ⌮ࡢ㸪సᴗࡋࡔࡓ㸬࠺ࡼ࠼

ᮏࡢ➼㸪タഛࡋᶍೌࢆࡳࡢ㸪ᡭ㡰ࡿࡍࣝࣗࢽ࣐ࢆ

㉁ⓗ࡞⌮ゎ࠸࡞ࡽ⮳ᠱᛕࡿ࠶ࡀ㸬

ᅗ ��� �సᴗࡿࢀࢃᛮຠᯝࡀࣝࣗࢽ࣐

ྜࡳ⤌ࢆᫎീ㈨ᩱࣝࣗࢽ࣐ࡓࡋ㸪ᩥ᭩ࡵࡓࡢࡑ

㸪ࡋ㞟⦆ࢆゎㄝࡿࡼ➼Ꮠᖥ㸪ᫎീ㈨ᩱࡸࡇࡿࡏࢃ

సᴗᡭ㡰ࡢព࡞⏤⌮ࡸ㸪ど⫈ࡀ⪅ࡓࡋ⌮ゎࡿࡵ῝ࢆ

ศᯒࡢ㸬୍᪉㸪Ỉ㉁᳨ᰝࡿࢀࡉᐃᚲせࡀᕤኵࡢࡵࡓ

ᴗົ㸦ᅗ ��㸧ࡣ࡞㸪సᴗ⪅ࡿࡼᡭᢏᕪࡇࡍࡃ↓ࢆ

㸬ᅗࡿ࠼࠸ࡿ࠶࡛ࡢࡶ࠸ࡋࡲᮃࡀ ࣗࢽ࣐ᫎീ��

ࣝྥࡁពぢྥࡢࡁసᴗࡍ♧࡚࠸ࡘ㸬ࡀࡓࡋ

࡞ࡿࡍᢳฟࢆసᴗࡃྥࣝࣗࢽ࣐㸪ᚋ㸪ᫎീ࡚ࡗ

ᚲせ࡛ࡀࡇࡃ࠸࡚ࡋウ᳨ࢆᢏ⾡⥅ᢎᡭἲ࡞㸪⤫ྜⓗ

㸬ࡿ࠶
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特別支援学校における災害時優先業務に関する一考察 
三重県立特別支援学校における全校調査から 

A Study on Priority Work in Special Needs Education Schools during Disasters 
Through a Survey of All Schools in Mie 

湯井 恵美子
1
㸪澤田 㞞浩

2

Emiko NUKUI1 and Masahiro SAWADA2

1 一⯡社団法人 福祉㜵災コミュニティ協会 
     Welfare and Disaster Prevention Community Association. 
2 兵庫県立大学大学㝔減災復⯆政策研究科 
     Graduate School of Disaster Resilience and Governance, University of Hyogo. 

   In order to protect children with highly individualized disabilities in the event of a disaster, response tasks at special 
needs education schools are diverse, and the skills required of teachers and staff as caregivers are also diverse. The 
actual situation will be clarified through a school-wide questionnaire survey conducted after school disaster prevention 
training at a Mie prefectural special needs education school. We will analyze the trends in emergency evacuation 
behavior in the event of a disaster and in the prioritization of tasks to be performed during evacuation when the school 
becomes an evacuation shelter, and discuss the ideal school BCP(Business Continuity Plan) for special needs education 
schools. 

Keywords : VchRRl BCP, VSecial needV edXcaWiRn VchRRl, ZelfaUe dXUing diVaVWeUV, WeacheUV¶ SUiRUiWi]aWiRn WaVkV 

１．はじめに 
(1)災害時における教育の継続の課題

東日本大㟈災での教カを㋃まえ㸪ほとんどの学校で危

機管理マニュアルが策定されているものの㸪災害時にお

いて学校㐠営上㸪教⫱の継続をはかるための学校の事業

継続については十分に検ウが㐍んではいない㸬平成 30 年

度のㄪ査によると全国の小学校の 90.5㸣㸪特別支援学校

は 40.1㸣が所在⮬治体の指定㑊㞴所となっている 1)㸬平

成元年東日本台㢼において㑊㞴所となった㛗㔝県の小学

校では㸪体⫱㤋を㑊㞴所として使用し㸪他の学校校⯋は

㑊㞴所として㛤放してはいなかったが㸪数日㛫の休校を

⾜っている㸬学校施タが⿕災をし㸪休校や代替施タでの

教⫱の継続を余儀なくされる事例もみられる㸬平成 30 年

す日本㞵で破堤した岡山県倉敷市真備町の小田川堤㜵

㏆㎶に立地する特別支援学校では㸪洪水により校⯋㸯㝵

㒊分が完全に水没した㸬学校校⯋の本格復旧までは現地

校庭内のプレハブ校⯋を含む県内の別の特別支援学校㸱

校に児童生徒を分散し学校業務を⾜った㸬校⯋の完全復

旧までにはおおよそ㸯年をせしている 2)㸬  

(2)災害と特別支援教育

特別支援学校において実㊶される特別支援教⫱とは㸪

㞀がいのある子どもの社会生活における⮬立と社会参加

をするための主体的な取り組みを支援するというど点に

立ち㸪ひとり一人の個別性の㧗い教⫱的ニーズを把握し㸪

その持てる力を確ㄆしㄆ㆑したうえで㸪学習や生活で抱

える困㞴さを㍍減し改善するための㐺切な指導・助ゝや

支援を⾜う教⫱であり㸪その対㇟は㞀がいのある子ども

たちのみならず㸪家族など㌟㏆な支援者も含まれる㸬㞀

がいのある子どもたちと家族にとって㸪生きるために必

せ不可欠で㸪どんな時も継続しなければならない生活の

作法であり㸪特別支援学校における教⫋員は子どもたち

と保ㆤ者に対して指導者であるだけでなく㌟㏆な支援者

という立場にもあり㸪求められるスキルの範囲は教⫱を

㉺えて医療及び福祉を含む㞀がい児の生活全⯡に㛵㐃す

る㸬 

学校も⮬宅も⿕災し㛗期の㑊㞴生活を余儀なくされた

東日本大㟈災の特別支援学校の現場では㸪㞀がいのある

子どもたちは慣れない場所で㸪慣れぶしんだルーチンと

は程㐲い生活を強いられ大変な困㞴に㝗ったが㸪㏻いな

れた特別支援学校の再㛤により生活にリズムを取り戻し㸪

精神的にⴠち着いた事例の報告 3)をあげており㸪災害時

の特別支援教⫱の継続の㔜せ性を示している㸬 

(3)研究の目的

本稿では㸪個別性の㧗い㞀がい児に対し災害発生時と

その後の⿕災生活において健やかな状況を維持するため

に㸪特別支援学校における㜵災ィ画や災害対応のための

取組みのなかで㸪災害時の特別支援教⫱の事業継続のど

点から学校現場での学校事業に対する継続方㔪の実態を

明らかにする㸬そこで㸪三㔜県立特別支援学校を対㇟と

した学校㜵災研修後に全校アンケートㄪ査を実施し㸪災

害時の緊急的な㑊㞴⾜動及び学校が㑊㞴所になった㝿の

㑊㞴生活において優先すべき業務の傾向を把握すること

で㸪特別支援学校の学校事業継続ィ画㸦以下㸪学校 BCP㸧

のありかたについて考察する㸬 

２．研究の方法 
(1)調査対象と手続き

三㔜県立特別支援学校の教⫋員に対するㄪ査は㸰回⾜

った㸬㸯回目は㸪2021 年 6 月 30 日に実施した三㔜県立特

別支援学校教⫋員を対㇟とした㜵災研修会に先立ち㸪三

㔜県立特別支援学校 18 校に対し㸪学校管理⫋或いは学校

㜵災担当者を対㇟に各校の㜵災ィ画の策定及び㐠用状況㸪
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災害時における学校業務の優先方㔪等をㄪ査した㸬ㄪ査

は㸪㉁問紙によるㄪ査を㟁子メールで⾜い㸪18 校全校か

ら有効な回答を得た㸬ㄪ査は 2021 年 6 月 15 日から実施

し㸪同年 7 月 6 日まで回収を⾜った㸬 
 新型コロナ感染症対策として㸪大人数が一カ所に㞟ま

ることを㑊ける意味から㸪6 月 30 日の㜵災研修会は㘓画

され㸪各学校の共有オンラインシステムを活用して全校

の教員に対して研修㈨料として提供された㸬㸰回目のㄪ

査は研修後アンケートとして夏季休業期㛫に実施した㸬

研修では学校経営と学校の事業継続の仕組み等のㄝ明と

合わせ㸪事前の準備・発災事後の対応・㑊㞴生活・地域

との協働と㸲テーマを中心に情報提供をし㸪当事者㸦こ

こでは教⫋員⮬ら㸧のいのちと尊厳を守ることが㔜せで

あること㸪そのために学校と家庭で⮬助の取り組みが必

せであることを㏙べた㸬㸯回目のㄪ査と同様に災害時の

優先業務についてたずね㸪同時に教⫋員の⮬助の取り組

みについてたずね㸪最後に学校㜵災を㐍めるうえでのㄢ

㢟や不安について㉁問した㸬同年 8 月 25 日までに 694 件

の有効回答を得た㸬 
(2)調査内容

主なㄪ査内容は以下のとおりである㸬

㸯回目㸪㸰回目共㏻㡯目㸸 
・学校概せ㸦教⫋員数㸪㏻学状況等㸧

・災害時の優先業務に対するホ価

・学校安全全⯡における㜵災減災の優先度の㧗い取組み

㸰回目のみの㡯目㸸

・研修後の感想㸦事前の準備㸪発災事後の対応㸪㑊㞴生

活㸪地域との協働の㸲テーマごとのまとめ㸧

・家庭と学校における㜵災の取組状況

・学校㜵災におけるㄢ㢟や不安

㸰回目のㄪ査票の回答はオンライン上のアンケート機

⬟を使用してグ名式で⾜った㸬結果については㸪学校名

および個人が特定されないよう任意の⾲グの上で⾜うが㸪

南海トラフ地㟈を主とした想定ハザードとするため㸪津

波浸水域及びその周㎶か範囲外かの区別を⾜いつつ㸪特

別支援学校の特性上㸪知的支援学校及び⫥体支援学校㸪

知的・⫥体併置校とその他としてまとめを⾜う㸬 

３．結果 
(1)三重県立特別支援学校の概要

a)学校概要

三㔜県立特別支援学校は㸪在籍する幼児児童生徒の特

性に合わせ㸪⫈ぬ支援学校㸦⫏学校㸧㸯校㸪どぬ支援学

校㸦盲学校㸧㸯校㸪知的㞀がい支援学校㸦知的支援㸧㸵

校㸪⫥体不⮬由支援学校㸦⫥体支援㸧㸳校㸪知⫥併置校

㸱校㸪病弱支援学校㸦病弱支援㸧㸯校があり㸪全校で 18

校である㸬他に国立及び私立の特別支援学校が各㸯校ず

つあり㸪三㔜県全体で 20 校の特別支援学校がある㸬以下

の㏻り⾲㸯に㸪令和㸱年度の在籍者数と教員数を示す㸬 

表１ 三重県立特別支援学校在籍者および教員数（R3） 

b)地理的特性

三㔜県危機管理㒊局の想定によると㸪理ㄽ上最大クラ

スの南海トラフ地㟈においては㸪県内のほぼ全域で㟈度

㸴弱以上が想定されている㸬また㸪三㔜県南㒊の大半と㸪

県内の人口が㞟中する伊勢湾沿岸㒊では㸪㟈度㸴強が想

定されており㸪特に㸪伊勢志摩の沿岸㒊を中心として㟈

度㸵が想定されている㸬津波については㸪尾㮖市以南と

志摩半島東岸から志摩半島の先端付㏆にかけて㸳分以内

の到㐩が予想されており㸪津波㧗は最大で 10m を㉸える

津波を想定している 4)㸬 

 南海トラフ地㟈で㟈度㸴強を想定する場所に立地する

学校は㸯校㸪㟈度㸵の想定は 17 校にも及ぶ㸬津波浸水域

にある学校は㸰校あり㸪最大で㸱m の浸水を想定してい

る㸬また㸪ハザードマップ上の津波浸水域の境界にある

学校が㸰校ある㸬 

 洪水と土砂災害については㸯1 校が 0.5-3m の洪水想定

で㸪土砂災害特別㆙戒区域が校⯋敷地内に想定されてい

る学校は㸰校である㸬 

c)通学状況

学校バスの㐠用を⾜っている学校は 18 校中 14 校で㸪

全体で 51 ルートで⾜われている㸬㛵係児童生徒数は約

1200 人で㸪全体の約 66㸣に上る㸬⮬力㏻学者は㞄接する

病㝔からの㏻学㸪保ㆤ者等の付き添いによる登校を合わ

せ約 520 人で全体の約 29㸣にあたる㸬 

d)防災関係計画の策定状況

学校㜵災㛵㐃ィ画の策定状況を⾲㸰に示す㸬

表２ 防災関連計画策定状況（令和 3年現在） 

 三㔜県立特別支援学校では 2021 度までに全校で学校

BCP が策定されている㸬㑊㞴所指定を受けている学校は

㸲校㸪校⯋を共有している学校が指定㑊㞴所とされてい

る学校が㸯校あるが㸪指定されている㸲校のうち㸱校は

㑊㞴所ィ画を策定していない㸬備ィ画㸪⫋員参㞟ィ画㸪

対㇟校における学校バスィ画は概ね作成されている㸬引

き渡しィ画は児童生徒が㞄接する病㝔から㏻学する㸱校

において作成されていないが㸪その他全校で作成済みと

なっている㸬 

(2)災害時の優先業務について

管理⫋を対㇟とした災害時に必せな業務の優先度の傾

向について㸪⾲㸱に示す㸬特別支援学校の災害時の優先

業務については㸪㘽屋により示された「特別支援学校に

おける事業継続ィ画㸦BCP㸧策定のためのガイドライン」
5)において教⫱活動㸪直接生活介助㸪㛫接生活介助㸪医

療㛵㐃⾜為㸪⾨生・心のケア㸪学校管理業務の㸴カテゴ

リーに示された㡯目をもとに 16 㡯目の具体的目標につい

て㸪㛫断なく継続㸪㸯日以内に再㛤㸪㸱日以内に再㛤㸪

㸵日以内に再㛤㸪業務をやめるの㸳段㝵でホ価を求めた㸬

⾲中の数字は各㡯目における学校数を⾲す㸬網掛けは各

㡯目の最㧗値を示している㸬

同様のㄪ査を2021年度に大㜰府立支援学校46校㸦内㸪

2 分校㸧に対して⾜ったが㸪全体として㛫断なく継続す

る事業は大㜰府立支援学校は 13 㡯目㸪三㔜県立特別支援

学校は 11 㡯目といずれも多い㸬三㔜県では災害時にやめ

る業務が示されていることから㸪継続する事業の絞り㎸

みの努力がうかがえるが㸪⫋員の参㞟をはじめとする㸪

災害時に特別支援学校を支える人員の確保が㔜せとなる㸬 

計 ည部 小学部 中学部 高ಉ部
1,801 19 548 432 802 1,157

在ආ者
教員

対
校数

事業
ಲ続計画

ೂ所
運営計画

備
計画

職員
参集

引岷ந峁
計画

学校崸崡
対応計画

知的支ର 7 7 3 7 7 6 6
࿔体支ର 5 5 1 5 5 4 4
知࿔ಡ置 3 3 3 3 3 3
峇峘 3 3 2 1 2
合計 18 18 4 17 16 15 13*

*学校崸崡運行峘岬峵14校峼対
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 合わせて㸪㜵災研修会後の一⯡教員を対㇟とした災害

時の優先業務のまとめを⾲㸲で示す㸬数字は教⫋員数㸪

網掛けは各㡯目の最㧗値を示している㸬 

表３ 災害時優先業務に対する考え方≪管理職対象≫ 

表４災害時優先業務に対する考え方≪一般教員≫ 

 全体として㛫断なく継続する業務㡯目が管理⫋対㇟の

傾向と完全に一⮴しているが㸪災害時に業務をやめる傾

向は㠀常に低い㸬一方㸪㛫断なく継続しない業務につい

ては㸵日以内に再㛤の傾向が強い㸬 
 㡯目ごとに傾向をぢると㸪教⫱活動についてはいずれ

も㸵日以内に再㛤の傾向が強い㸬心のケアに対しては優

先度が㧗いが㸪㐠動機⬟管理や㐟びの提供の優先度は低

い傾向にある㸬教員への給与の支払い㸪㑊㞴所対応など

管理業務については㸪管理⫋の傾向は㧗いが㸪一⯡教員

では低いことが分かる㸬 
(3)職員の自助に関する傾向

㜵災教⫱のㄢ㢟について文㒊科学省は㸪以下の 3 つの

ㄢ㢟をあげている 6)㸬 
・㜵災教⫱に携わる人のㄢ㢟として意㆑も知㆑も㧗い人

材の⫱成と意㆑の統一が必せであること㸬

・㜵災教⫱の内容に㛵するㄢ㢟として㸪科学的な知ぢ㸪

実㦂を㏻して子どもたちが納得でき㸪⮬分の住んでい

る場所のㄢ㢟を⮬ら意㆑し㸪ゎ決するための教⫱実㊶

が必せであること㸬

・㜵災教⫱の方法のㄢ㢟として㸪学校と地域との㐃携㸪

PTA など多様な主体と一緒に取り組む㜵災教⫱の実㊶

が必せなこと㸬

特別支援学校においては理ゎやㄆ㆑に特別な㓄慮が必

せな子どもたちに対する教⫱という点で特殊なスキルが

必せとなる㸬㜵災教⫱の目標とは㸪⮬分のいのちと尊厳

を⮬ら守る知㆑㸪スキル㸪及びその態度を㌟に着けるこ

とであり㸪これは教員も同様である㸬しかしながら㸪国

により示されている学校㜵災マニュアルには教員はあく

まで子どもたちを指導㸪支援する立場であり㸪学校で策

定㐠営される㜵災ィ画により保ㆤされる対㇟とはみなさ

れていない㸬教員の⮬助を促すために㸪研修会において

この点を強ㄪし㸪いかに⮬分のいのちを守りつつ子ども

たちと一緒に助かるための方法を㜵災教⫱の中で実㊶で

きるかについてㄝ明が⾜われている㸬㜵災研修後のアン

ケートにおいて教員の⮬助の取組みについてのㄪ査では㸪

各㡯目につき㸯㸦全く⾜っていない㸧から㸳㸦十分に⾜

っている㸧までの㸳段㝵でホ価してもらった㸬各㡯目の

結果において㸪㸲と㸳を回答した割合を「よく取り組ん

でいる」対㇟として抽出した㸬

a)教員の家庭での取組み

⮬宅周㎶のハザードマップの確ㄆは 50.6㸣がよく⾜っ

ている㸬多くの教員が学校所在市町外に居住しているが㸪

学校周㎶のハザードの理ゎは 29.7㸣がよく⾜っているが㸪

㏻勤経㊰全⯡については 14.5㸣と少ない結果であった㸬 
⮬宅の耐㟈や家具の固定については 54.3㸣であり㸪水㸪

㣗料などの災害備品の整備については 53.3㸣である一

方で㸪㟁ヰが不㏻の時の㐃絡方法など家族との事前の取

り決めの有無は 31.2㸣㸪家庭内での㑊㞴のタイミングや

㑊㞴先の確ㄆは 30.5㸣であるが㸪災害が㉳きた後のこと

を㏆所や友人と共有しておくことに㛵し 43.2㸣は全く⾜

っておらず㸪51.2㸣は家庭での揺れに対応するカ練を全

く⾜っていない結果であった㸬地域での支え合いについ

ては日㡭からの地域活動が㔜せであるが㸪PTA や⮬治会

活動をよく⾜っているのは 20.5㸣であった㸬 
b)教員の学校での取組み

一方㸪学校においての⮬助の取組みについて㸪児童生

徒と㜵災についてのヰし合いは 33.7㸣がよく⾜われてい

るが㸪保ㆤ者ともよくヰし合っているのは 14.3㸣であっ

た㸬特別支援学校では意思の疎㏻や共㏻ㄆ㆑が十分に確

ㄆできない児童生徒とは習慣的に保ㆤ者とのコミュニケ

ーションにより⿵完されているが㸪㜵災のヰ㢟について

のコミュニケーションは十分にとられていない結果とな

った㸬⫋員同士でのヰし合いは 40.4㸣がよくできており㸪

42.3㸣が⫋員同士でカ練や知㆑の更新を⾜っているとし

ている一方㸪大つ模災害が発生し⮬宅に帰れないことを

想定して学校内に⮬分の寝具や⮬分のために必せな備

品の整備をしているのかについては㸪全く⾜っていない

が 17.9㸣で㸪㸳段㝵中の㸰を合わせると 50.4%が十分な

取組みができていないことが分かった㸬 
 特別支援学校の PTA は子どもたちの代弁を兼ねたうえ

で教⫱環境の改善等について学校と一緒に活動すること

も多く㸪また㸪⫥体支援では保ㆤ者が登下校に付き添っ

たり㸪学校に終始滞在するなど㸪保ㆤ者と教員の㊥㞳感

は一⯡の学校と比べると比㍑的㏆いと思われる㸬しかし

ながら㸪PTA との㐃携においてはわずか 12.9㸣がよく⾜

っているという結果であった㸬また㸪保ㆤ者や PTA と㜵

災減災についてヰし合う㝿には㸪居住する市町村により

整備が㐍む災害時㑊㞴⾜動せ支援者支援制度は共㏻のテ

ーマとなり得るが㸪よく⾜っているという回答はわずか

9.5㸣であった㸬 
 校内の家具固定などへの取組みについては 52.5㸣と意

㆑が㧗いことが分かる一方で㸪学校周㎶の㑊㞴所の確ㄆ

がよくできているのは 25.9㸣で㸪学校周㎶の⮬治会や

NPO㸪㜵災士会など支援者とのつながりについては
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13.2㸣にとどまっている㸬 
(4)計画の運用

a)計画策定組織と関係者数

学校では様々な㜵災㛵㐃のィ画が策定されるが㸪多く

の教員にとって策定の現場に参加する機会は少ない㸬管

理⫋を対㇟としたㄪ査において㸪ィ画の策定に対し㜵災

の専㛛委員会をタけた学校は 16 校あり㸪その全校で継続

的な取り組みとするためにィ画策定のための組織を常タ

としている㸬また㸪その専㛛組織において各ィ画の策定

にあたった人数を尋ねたところ㸪10 人以下が最も多く㸷

校で㸪15 人までが㸲校㸪20 人までが㸯校であったことか

ら㸪教員全体では最大でも約 15㸣の教員しか携わってい

ないことになる㸬 
b)計画の配布先

また㸪各ィ画の㓄布状況を尋ねた㸬最も多い㓄布先は

教員で次いで教⫱委員会であったが㸪教員にとって災害

発生後の学校の方㔪を知るために有効な学校 BCP を教員

と共有していない学校が㸶校ある㸬 
学校で作成されたィ画のなかでも㸪保ㆤ者と直接㛵係

のある引き渡しィ画を保ㆤ者と共有していない学校は㸱

校㸪学校バスィ画を保ㆤ者に㓄布していない学校は㸳校

ある㸬学校㜵災㛵㐃ィ画の㓄布先に㛵する結果を⾲㸳で

示す㸬 

表㸳 災関連計画の配布先（件数） 

c)学校が防災減災で優先すべき項目

研修後の一⯡の教員に対し㸪学校経営のど点で㸪今後㸪

特別支援学校が単年のィ画に㛵わらず㸪中㛗期的に取り

組むべき㜵災減災について 14 㡯目の具体的事業を示し㸪

各㡯目について㸯㸦優先すべき㸧から㸳㸦優先しなくと

もよい㸧の㸳段㝵で尋ねた㸬結果を図㸯で示す㸬数値は

㸳段㝵のうち㸯㸦優先すべき㸧とした教員の割合をパー

センテージで⾲したものである㸬

図１ 学校で優先すべき項目(％) 

 学校現場で取組むべき優先度の㧗い㡯目としては㸪備

品の整備㸪実動カ練㸪㜵災ィ画の策定があげられてい

る㸬一方㸪新たな校⯋建タ㸪他の支援学校との㐃携㸪敷

地移㌿による建て替えについての優先度は低い結果であ

った㸬 

４．おわりに 
(1)考察

㐣去の災害において㔜せ性が指摘されている災害時の

特別支援教⫱の継続について㸪管理⫋を含む全教員にと

って継続の優先度は決して㧗くない結果であった㸬  
今後㸪発生が危惧される南海トラフ地㟈では㸪三㔜県

内で多くの学校が㟈度㸴強から㸵の強い揺れにぢ⯙われ

る可⬟性がある㸬学校施タに大きなダメージを受ける学

校もあるかもしれない㸬また㸪津波の浸水想定域に立地

する学校では㸪津波の浸水⿕害により㛗い期㛫にわたり

学校施タは使用できなくなり㛗期の⿕災生活が予想され

る㸬㑊㞴⾜動に㔜心を置いた現在の対策では㸪教⫱の継

続が優先的に⾜われず㸪子どもの権利としてかけがえの

ない教⫱の機会が奪われ㸪その影㡪は未来へ続く㸬学校

の㜵災体制についての⮬由グ㏙の中では㸪㞀がいのある

子どもたちは地域の㑊㞴所では㐣ごせないが㸪教員も子

どもたちにとっても学校が㐲い㸪各校が㊥㞳的に㞳れて

おり㸪㞀がい種別による対応の㐪いなどで学校㛫の広域

㐃携がとりにくい等の意ぢがあげられた㸬しかし㸪津波

や洪水等で校⯋⿕害が想定される学校の在籍児童の代替

施タでの教⫱の継続を具体的にィ画することで㸪県内の

特別支援学校㛫の㐃携が㐍むのではないかと考える㸬大

つ模災害にも継続できる特別支援教⫱の実㊶方策を具体

的に検ウすることが必せだと考える㸬昨今の新型コロナ

ウイルス流⾜で休校となった学校ではオンラインの活用

など家庭での学習のための代替手段について実㊶が㐍ん

できたことは㸪大つ模災害により学校に登校できなくな

った場合の教⫱事業の継続の新しい形となり得るかもし

れない㸬

(2)今後の課題

今回は災害時優先業務に対する継続の優先傾向が明ら

かになったのみで㸪各校の困りごとを共有し学校㛫の㐃

携を図るために必せなせ素の抽出はできていない㸬今後㸪

教⫋員が㜵災を学ぶ機会を継続的に作りつつ㸪多忙を極

める教員の㈇担を考慮し㸪既存の仕組みを活用した子ど

もたちも教員も一緒に助かるための㸪学校と家庭で実㊶

できる㜵災教⫱の実㊶や学校㛫の㐃携を㐍めるための継

続的な仕組みや場の創出について㸪更なる研究と実㊶が

必せであると考える㸬 
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㔜せ伝⤫的建㐀物⩌保存地区の災害⬤弱性と 
㜵災ィ画に㛵する基礎的研✲ 

AQ IQYeVWLgaWLRQ LQWR WKe YXOQeUabLOLWLeV aQd dLVaVWeU SUeYeQWLRQ SOaQQLQg 
fRU IPSRUWaQW PUeVeUYaWLRQ DLVWULcWV fRU GURXSV Rf TUadLWLRQaO BXLOdLQgV 
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2 京㒔大学 㜵⅏◊✲ᡤ 

   DLVaVWeU PUeYeQWLRQ ReVeaUcK IQVWLWXWe, K\RWR UQLYeUVLW\ 

   IPSRUWaQW PUeVeUYaWLRQ DLVWULcWV fRU GURXSV Rf TUadLWLRQaO BXLOdLQgV aUe SUecLRXV UeVRXUceV WKaW SURYLde LQVLgKWV LQWR 
SaVW OLYeOLKRRdV, cLW\ SOaQQLQg, aQd KLVWRULcaO OaQdVcaSeV.  HRZeYeU, dLVWULcWV ZLWK LPSRUWaQW WUadLWLRQaO bXLOdLQgV ZeUe 
aOVR affecWed b\ dLVaVWeUV.  AW SUeVeQW, YXOQeUabLOLWLeV aUe LQcUeaVLQg dXe WR SRSXOaWLRQ decUeaVe, agLQg UeVLdeQWV aQd 
XUbaQ e[SaQVLRQ.  IQ WKLV VWXd\, Ze LdeQWLf\ WKe VRcLaO YXOQeUabLOLWLeV aQd WKe SUeVeQW VLWXaWLRQ Rf dLVaVWeU SUeYeQWLRQ 
SOaQQLQg Rf WKe dLVWULcWV b\ aQaO\]LQg WKeLU VLWe ORcaWLRQV aQd SRSXOaWLRQV. 

Keywords : cXlWXUal heUiWageV, YXlneUabiliW\, SoSXlaWion decUeaVe, diVaVWeU UiVk UedXcWion, SUe-diVaVWeU UecoYeU\ 

㸯㸬⫼景と目的 
伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保存地区の制度は和50年のᩥ化㈈保

ㆤἲのᨵṇによってⓎ㊊した㸬伝⤫ⓗ建㐀≀⩌及びこれ

と一体をなしてその価値を形ᡂしている⎔境を保存する

ため市⏫ᮧが定める地区を「伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保存地区」

といい㸪市⏫ᮧからの⏦出を受けて国が価値が㧗いと判

᩿したものは国から「㔜せ伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保存地区」

㸦以下㸪「㔜伝建地区」と␎す㸧に㑅定されている㸬 

令和3年8᭶2᪥⌧在㸪㔜伝建地区は104市⏫ᮧで126地区

㸦合ィ㠃✚⣙4,023.9ha㸧が㑅定されており㸪⣙30,000件

の伝⤫ⓗ建㐀≀及び⎔境≀件が≉定され保ㆤされている
1)㸬✀別は㸪城下⏫・宿場⏫・㛛前⏫・寺内⏫・ ⏫・

㎰ᮧ・⁺ᮧなどがある㸬そのため㸪㔜伝建地区は㠃ⓗな

保ㆤを受けているᩥ化㈈としての価値だけでなく㸪かつ

ての地域の⏕ᴗ㸪中ᚰ市⾤地の㦵᱁㸪ᬒほ➼が❚える㈗

㔜な㈨※でもある㸬㍯島市㯮島㸦▼川┴㸧・⚄ᡞ市北㔝

⏫山ᮏ㏻㸦兵庫┴㸧・ᱜ川市┿壁㸦Ⲉ城┴㸧・㤶取市佐

原㸦千ⴥ┴㸧➼は地㟈によって大きな⿕害を受けたこと

がある㔜伝建地区で㸪その他にも台㢼・Ỉ害などにも㟢

出されているのが⌧≧である㸬また㸪今後30年以内での

Ⓨ⏕☜⋡が㧗いとされる㤳㒔┤下地㟈や南ᾏトラフ巨大

地㟈の影㡪を受けると予される地域に位⨨する㔜伝建

地区もあるが㸪住Ẹの命や㈈⏘を守るための㜵⅏対⟇・

㜵⅏ィ⏬⟇定が十分⾜われているとはゝえず㸪㟈⅏に備

えた㔜伝建地区の保存ᩚ備ィ⏬㸦あるいは保存ά⏝ィ⏬㸧

と㜵⅏対⟇を᳨ウするᚲせがある地域もある㸬さらに㸪

㔜伝建地区は㏆年の人口ῶ少・㧗㱋化・市⾤地ᣑ大・中

ᚰ市⾤地の✵Ὕ化などのㄢ㢟にも┤㠃しており㸪⮬↛⅏

害に対する⬤弱ᛶだけでなく♫会ⓗ⬤弱ᛶもᢪえている

地域の⦰小∧でもあるため㸪㔜伝建地区の保存ά⏝を⪃

えることはその地域のᣢ⥆可⬟なまちづくりや事前復⯆

のあり᪉について᳨ウすることにもつながるとᛮわれる㸬 

先⾜◊✲については⌧在、㇏岡市出▼の㔜伝建地区の

コミュニティ㜵⅏を⪃察するため㸪㔜伝建地区の♫会ⓗ

⬤弱ᛶについて分ᯒ⪃察した大ᶫらの◊✲2)や㸪市⾤地

における伝建地区の❧地を分ᯒした小ᯘの◊✲3)がある。

しかし㔜伝建地区がᢪえている⅏害リスクと♫会⬤弱ᛶ

に㛵する両᪉から᳨ウした先⾜◊✲はない㸬

そこでᮏ◊✲では㸪㔜伝建地区の❧地・人口の分ᯒを

㏻して♫会ⓗ⬤弱ᛶをᢕᥱするとともに㸪⮬↛⅏害に対

する㜵⅏ィ⏬の⟇定≧ἣについて分ᯒ・⪃察を⾜う㸬 

㸰㸬研✲方法 
ᮏ◊✲では㸪全国の㔜伝建地区の♫会ⓗ⬤弱ᛶをᢕᥱ

するため㸪以下のᡭ㡰で分ᯒを⾜った㸬 

(1)⤫ィデータを用いた社会的状況の把握

ここでは国土交㏻┬の国土ᩘ値報ダウンロードサー

ビスから利⏝できる㔜伝建地区データと500㹫メッシュ別

将᮶᥎ィ人口㸦平ᡂ30年国土ᨻ⟇局᥎ィ㸧データ㸪DID地

区データを⏝いた㸦なお㸪▼川┴加㈡市加㈡ᮾ㇂地区に

ついては500㹫メッシュが存在しないために㝖外されてい

る㸧㸬まずᩥ化庁の᭱᪂データ㸦「㔜せ伝⤫ⓗ建㐀≀⩌

保存地区一ぴ」を参↷㸧(1)を基に㔜伝建地区データを㏣

加し㸪各㔜伝建地区の㔜ᚰから半径500m圏内の将᮶人口

予 ⤖ᯝをồめた㸬さらに㸪DID地区内に含まれる㔜伝建

地区をᢳ出㸪ᩚ⌮した㸬 

(�)㔜伝建地区の災害リスクと保存ィ画⟇定状況の把握

地㟈の影㡪を受けない地域にある᪥ᮏのᩥ化㈈はほぼ

ないと⪃えたため㸪ᮏ◊✲ではὠἼ・土◁⅏害・ὥỈの

み㝈定して᳨ウした㸬まず㸪国土交㏻┬の「㔜ねるハザ

ードマップ」を⏝い㸪ὠἼ・土◁⅏害・ὥỈそれぞれの

ハザードと㔜ね合わせ㸪各㔜伝建地区の⅏害リスクをᢳ

出した㸬なお㸪ᮏ◊✲ではὠἼやὥỈの定ᾐỈ῝や㸪

土◁⅏害の定⠊囲に㛵係なく㸪㔜なりがぢられたら

「リスクあり」と定⩏している㸬
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ḟに㸪全国伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保存地区協㆟会の「令和3年

度伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保存地区台帳」4) (2)を⏝い㸪㔜伝建地

区の㜵⅏ィ⏬(3)の⟇定᭷↓をᢳ出・ᩚ⌮した㸬 

㸱㸬社会的⬤弱性と㜵災ィ画⟇定状況 
(1)既存人口つ模と将来人口変化率・㧗㱋化率

図1と図2に♧す㏆似᭤⥺をぢると㸪㔜伝建地区では500

㹫圏᪤存人口つᶍが0㹼1,000人の地区で将᮶人口変化

⋡・㧗㱋化⋡ともにᴟ➃に増ῶしている㸬一᪉で同じ0㹼

1,000人の地区であっても人口変化⋡ではᮾ㏆Ụ市とうき

は市᪂川⏣⠢地区㸪㧗㱋化⋡では∹岐⏫と➉富⏫といっ

たように地区によって差は大きい㸬 

また全国の126㔜伝建地区のうちの43地区が人口㞟中地

区㸦以下㸪「DID」と⛠す㸧であり㸪᪤存人口つᶍ1,000

㹼3,000人の地区でDIDがΰ在していることがわかる㸬す

なわち㸪人口が㞟中しており᪤存人口つᶍの大きい大㒔

市圏に位⨨する㔜伝建地区は㸪他とẚべ人口ῶ少や㧗㱋

化の㐍⾜割合にまだ余⿱があるといえる㸬 

(�)㔜伝建地区の災害リスク

⅏害の✀㢮ごとのリスクの᭷↓をᩚ⌮したのが⾲1であ

る㸬㔜伝建地区のうち㸪ὠἼ㸪土◁⅏害㸪ὥỈの中でい

ずれかの⅏害リスクをᢪえている地区は109/126㸦86.5㸣㸧

であった㸬㔜伝建地区の67.5%が土◁⅏害の危㝤ᛶにさ

れており㸪35.7%がὥỈ㸪14.3%がὠἼによる⿕害を受け

るᜍれがある㸬ὠἼ・土◁⅏害・ὥỈの㸱つのハザード

を全㒊⪃៖した㜵⅏ィ⏬⟇定がᚲせなのは2地区のみであ

った㸬 
⾲ 1 㔜伝建地区の災害リスク 

図 1 全国の㔜伝建地区での既存人口つ模㸦2015 年㸧と将来人口変化率㸦2015→2050 年㸧の㛵係㸦500㹫圏内㸧 

図 2 全国の㔜伝建地区での既存人口つ模㸦2015 年㸧と将来㧗㱋化率㸦2050 年㸧の㛵係㸦500㹫圏内㸧 

㸯つ以上 津波 土砂 洪水 全㒊

あり 109 18 85 45 2

なし 17 108 41 81 124

リ
ス
ク

区分
ハザードの種㢮
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(�)㔜伝建地区における㜵災ィ画⟇定状況

⅏害リスクがある㔜伝建地区での「伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保

存地区㜵⅏ィ⏬」⟇定≧ἣは図3の㏻りである㸬ὠἼ・土

◁⅏害・ὥỈの中でいずれかの⅏害リスクをᢪえている

109地区のうち㸪半ᩘは「⟇定῭・⟇定中」の地区である

が㸪⣙1/3は⟇定を予定していない地区であることがわか

る㸬またὠἼ・土◁⅏害・ὥỈすべての⅏害リスクをᢪ

えている2地区のうち㸪1地区は⟇定を予定しているが㸪

もう1地区は予定していないことがわかる㸬なお㸪⅏害✀

別にぢると㸪土◁⅏害とὥỈそれぞれの⣙半ᩘが「⟇定

῭・⟇定中」であるのに対しὠἼは⣙1/3と少ない㸬 

以上の⤖ᯝから㸪ᮌ㐀密㞟である地区が大半を占める

㔜伝建地区の≉ᚩを㋃まえ㸪そのṔ史ある⾤並みを守る

ため地㟈とⅆ⅏をព㆑して⟇定されてきた「伝⤫ⓗ建㐀

≀⩌保存地区㜵⅏ィ⏬」がẖ年引き㉳こされているὥỈ

や土◁⅏害については対⟇を⪃えているが㸪Ⓨ⏕㢖度が

少ないὠἼに対しては対ᛂが㐜れていることを㏉しし

てぢせているともゝえる㸬今後はよりヲ⣽な分ᯒがᚲせ

である㸬 

図 3 災害リスクの持つ㔜伝建地区における 

㜵災ィ画⟇定状況 

㸲㸬地域的❧地からみた傾向とㄢ㢟 
図4にὠἼ・土◁⅏害・ὥỈの中でいずれかの⅏害リス

クがある地区の将᮶人口変化⋡・将᮶㧗㱋化⋡の地域別

のばらつき具合を♧す㸬将᮶人口変化⋡をみると㸪「㏆

␥」の᭱大値のみ0㸣を㉸えており増加傾向がㄞみ取れる

が㸪その他の値をぢるとすべての地域において人口ῶ少

が㐍⾜していることがわかる㸬≉に᭱小値・中央値・平

均値ともに「四国」が᭱も低くなっており㸪♫会ⓗ⬤弱

ᛶの῝刻化がᠱᛕされる㸬

また㸪将᮶㧗㱋化⋡をみた㸪やはり「四国」が᭱大

値・平均値ともに᭱も㧗くなっており㸪人口ῶ少だけで

なく㧗㱋化も㐍⾜していることがわかる㸬また㸪将᮶㧗

㱋化⋡の平均値をぢるとどの地域においても⣙40㹼60㸣

であり㸪㢧ⴭな差はぢられない㸬 

なお「ᮾᾏ」では将᮶人口変化⋡はẚ㍑ⓗ᭱小であり㸪

将᮶㧗㱋化⋡の平均値も᭱も低いことから㸪将᮶人口予

 による影㡪が一␒小さい地域であるといえる㸬 

図5にὠἼ・土◁⅏害・ὥỈの中でいずれかの⅏害リス

クがある地区の「伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保存地区㜵⅏ィ⏬」⟇

定≧ἣを地域別で♧した㸬いずれかの⅏害リスクをᣢつ

㔜伝建地区は「九州・Ἀ⦖」が᭱も多いが㸪⣙半ᩘが⟇

定を予定していないことがわかる㸬

また㸪「北ᾏ㐨・ᮾ北」「㛵ᮾ」ḟいで「ᮾᾏ」にお

いては㸪㔜伝建地区のẕᩘは少ないが2/3以上の地区で⟇

定が⾜われていることがわかる㸬「北ᾏ㐨・ᮾ北」では

2011年3᭶11᪥にⓎ⏕したᮾ᪥ᮏ地㟈㸪「㛵ᮾ」「ᮾᾏ」

においては今後30年以内でのⓎ⏕☜⋡が㧗いとされる㤳

㒔┤下地㟈や南ᾏトラフ巨大地㟈の影㡪もあると⪃えら

れる㸬これは㸪この地域の㜵⅏ィ⏬の⟇定年がᮾ᪥ᮏ大

㟈⅏以㝆が大半を占めていることからも❚える㸬 

「㛵ᮾ」「四国」においては全ての地区で⟇定が⪃え

られていることがㄞみ取れ㸪⅏害に対する㜵⅏ព㆑が㧗

い地域であることがわかる㸬 

図 4 地域的❧地からみた将来人口変化率と 

将来㧗㱋化率のばらつき具合 

図 5 地域的❧地からみた㜵災ィ画の⟇定状況 

㸳㸬まとめ 
㔜伝建地区の中で人口ῶ少・㧗㱋化に┤㠃している地

区は多い㸬しかし㸪㏆年ẖ年Ⓨ⏕している㞵によるὥ

Ỉや土◁⅏害㸪またἢ岸㒊に定されるὠἼ⅏害のハザ

ードと位⨨を㔜ねた㝿に㸪ほとんどの地区においていず

かれかの⅏害リスクをᢪえていることが分かった㸬人口

ῶ少や㧗㱋化という♫会ⓗㄢ㢟は㸪定される⅏害の

初動対ᛂや㑊㞴⾜動にも影㡪を及ぼす㸬そうした㜵⅏上

のㄢ㢟をᢳ出するためㄪᰝを⾜い㸪住Ẹのពぢも㋃まえ

た実効ᛶの㧗い「伝⤫ⓗ建㐀≀⩌保存地区㜵⅏ィ⏬」は

㔜伝建地区をṧしていくためにᚲせであると⪃える㸬し

かし㸪⅏害リスクをᢪえているにも㛵わらず㜵⅏ィ⏬の

⟇定を予定していない地域は少なくない⤖ᯝとなった㸬 

今後は前㡯でも少しゐれているように㜵⅏ィ⏬⟇定≧

ἣの傾向について㔜伝建地区の✀別やẼ候・地形別で分

㢮し㸪アンケートやヒアリングも含めたよりヲ⣽なㄪ

ᰝ・分ᯒを⾜うことで㸪㔜伝建地区の⅏害に対する♫会

ⓗ⬤弱ᛶというㄢ㢟ゎỴのため取り⤌んでいく予定であ

る㸬 
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⿵注 
（1）ช化ுのఽ౹ద建ଆ群ฯଚஏ区のデータベースをࢂল． 
（2）「ྫ 3 ೧ౕఽ౹ద建ଆ群ฯଚஏ区ୈீ」はྫ 3 ೧ 8

月に記されており，ྫ 2 ೧ౕにમఈされた 120 ஏ区ま
でデータベース構ができていた．そのため，ྫ 3 ೧ౕ
にમఈされた 3 ஏ区についてはデータベースにࡎっていな
い．

（3）ఽ建ஏ区ではଆ建がືॄするஏ区がൔをઐめるため，
ࡄ計画をࡨఈし，安સを確ฯするようଇしている．
ఽ建ஏ区のࡄ計画については，該ஏ区がॶࡑするࢤௌ
ଞのࢤௌଞஏ域ࡄ計画が位計画となるので，そのૌ
みのでのࡨఈがචགྷである（ࡋはࢂ考ช献 5）をࢂল）． 
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Survey on the possibility of utilizing Real-Time Earthquake Damage Estimation 

Information that Contributes to Damage Mitigation of Small and Medium Enterprises 
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   The Real-Time Earthquake Damage Estimation System provides immediate estimates of ground motion, damage to 
buildings and possible human casualties etc., by 250 meter grids. They are presently provided on experimental basis to 
a limited number of large enterprises. For the system to be fully effective, the needs and seeds for utilization by small 
and medium enterprises must be known. Questionnaire survey to CEO of SMEs in Aichi prefecture was done and in 
depth online interviews to them were conducted. They indicated that in addition to the basic information, they want 
information on damage to utilities and transportation at specific sites. Majority indicated that the immediate need to 
grasp the safety of their employees. The information needs for business continuity varied according to business type. 

Keywords : Real-time earthquake damage estimation information, Small and Medium Enterprises, Business Continuity 
Planning, Questionnaire survey, Online interview survey 

㸯㸬ࡵࡌࡣ

(1) ◊✲⫼ᬒ

つᶍ࡞⅏ᐖࡀⓎ⏕ࠊࡿࡍ⅏ᐖࡢయീࢆᢕᥱࡿࡍ

ᚑᴗဨࠊࡿࡍ㠃┤⅏ᐖࡣᴗࠋ࠸ࡋ㞴㠀ᖖࡣࡇ

⨨ᥐ࡞ᚲせ⥆Ꮡࡢᴗࠊࡎࡽ࡞ࡳࡢࡿࡍಖ☜ࢆᏳࡢ

ࠊࡾ࠶⅏ᆅእ⿕ࡀ♫⮬ࠋ࠸࡞ࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞ࡌㅮ㐺ษࢆ

ྲྀᘬඛ࡞้῝ࡀ⿕ᐖྲྀࠊࡤࢀ࠶࡛ࡢࡿ࠸࡚ࡅཷࢆᘬඛࢆ

ࡢ࡞ࡿ࠼᭰ࡾᥐ⨨ࡀᚲせࡿ࡞ሙྜࡀ♫⮬ࠋࡿ࠶ࡶ

⿕⅏ࡓࡗࡲࡋ࡚ࡋሙྜࡣ᪩ᮇࡢ᧯ᴗ㛤࡚ࡅྥᚲせ࡞

ᥐ⨨ࢆㅮࠊࡶࡿࡌ᪩ᮇࡢ᧯ᴗ㛤ࡀᅔ㞴࡞ሙྜࠊࡣ

ྠᴗ♫㐺ᐅጤクࡢ࡞ࡿࡍᑐᛂࡿྲྀࢆᚲせࠋࡿࡌ⏕ࡀ

࡛ࠖࡇࠕࡀ⅏ᐖࠊ࡚ࡗࡓ࠶ࡿࡌㅮࢆ⨨ᥐ࡞࠺ࡼࡢࡇ

ࡢࡿ࠸࡚ࡋ⏕つᶍ࡛ࠖⓎ࡞࠺ࡼࡢࠕࡀ⅏ᐖࠖ࡞ࢇࠕ

ᐃ୍ࢆሗ࡞࠺ࡼࡢࡇࠋࡿ࠶ᚲせ࡛ࡀሗࡓࡗ࠸ࠊ

ࡿྲྀࡅཷᮇ࠸᪩ࡅࡔࡿฟ᮶ࡢⓎ⅏ᚋ࡛ࡶࡢ⢭ᗘࡢ

࡚ࡵᴟ࡚ࡗᴗ⥅⥆άືࡢ⅏ᚋ⿕ࠊࡤࢀࡁ࡛ࡀࡇ

᭷┈࡛ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠶ 

㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤ࡛࣒ࢱࣝࣜࠊࡣᆅ㟈⿕ᐖ᥎ᐃ

ࡾ࠾࡚ࡋ㛤Ⓨࢆ࣒ࢸࢫࢩ ࢱࣝࣜࡽ࣒ࢸࢫࢩࡢࡇࠊ(1

RTࠕࠊᆅ㟈⿕ᐖ᥎ᐃሗ㸦௨ୗ࣒ ሗࠖࡍ␎㸧ࡀⓎ

ฟࠊࡣ࣒ࢸࢫࢩࡢࡇࠋࡿࢀࡉᅜෆ࡛Ⓨ⏕ࡓࡋᆅ㟈ᑐࡋ

ࡽ⏕ᆅ㟈Ⓨࠊ࡚ 10 ศ⛬ᗘ࡛ 250m ࡸ㟈ᗘẖࣗࢩࢵ࣓

Ṛയ⪅ᩘࠊᘓ≀ࡢቯᲷᩘࡢ࡞᥎ᐃሗࢆᥦ౪ࡇࡿࡍ

ࠋ㸦⾲-1ཧ↷㸧ࡿࡁ࡛ࡀ

⾲-1⌧ᅾ࣒ࢱࣝࣜࡢᆅ㟈⿕ᐖ᥎ᐃࡢࡽ࣒ࢸࢫࢩᥦ

౪ࢱ࣮ࢹ➼ 

㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤ࡛ࡢࡇࠊࡣ RTሗᑐࡿࡍᵝ࡞ࠎ

ࡓࡲࠊࡋ᥀Ⓨࢆࢬ࣮ࢽ RTሗࡢά⏝ಁࢆ㐍ࢆࡇࡿࡍ

┠ⓗࠊ࡚ࡋᐇドᐇ㦂ࡿ࠸࡚ࡗ⾜ࢆ 2㸧ࡢࡇࠋᐇドᐇ㦂

ཧຍࡿ࠸࡚ࡋᴗࡢከࡣࡃᴗ࡛ࠊࡾ࠶ᡃࡀᅜࡢᴗ

ࡢ 99㸣ࢆ༨ࡿࡵ୰ᑠᴗࡣ࡛⏝⎔ቃࡸ⏝┠ⓗ࡞

ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿࡃ࡚ࡗ࡞␗ࡶ

 ᮏ◊✲࡛ࠊࡣRT ሗࢆ୰ᑠᴗࡶ⏝࠺ࡽࡶ࡚ࡋ

ࡍᥦ౪࡛࣮ࣝࢣࢫ♧⾲ࡢ࠸ࡽࡃࡢࢆሗ࡞࠺ࡼࡢࡣ

࠼⪄ࡣᴗࢆ⏝᪉ἲ࡞࠺ࡼࡢࠊࡓࡲࠊ㐺ษࡀࡢࡿ

ࡢឡ▱┴ෆࠊ࡚ࡋⓗ┠ࢆࡇࡿࡍࡽ᫂ࡢࡿ

୰ᑠᴗ⤒Ⴀ⪅ࢆᑐ㇟ࢺ࣮ࢣࣥࡿࡍㄪᰝಶูࣄ 
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ࠋࡓࡗ⾜ࢆศᯒࡢᯝ⤖ࡢࡑࠊࡋᐇࢆㄪᰝࢢࣥࣜ

㸰㸬ࢺ࣮ࢣࣥㄪᰝ

(1) ㄪᰝ᪉ἲ

㟁Ꮚ࣓࣮࡛ࣝෆ࡚ࡋᑐ⪅㇟ᑐࠊࡣㄪᰝࢺ࣮ࢣࣥ

ࡓࢀࡉῧ㟁Ꮚ࣓࣮ࣝࡀ⪅⟆ᅇࠊࡋ QR ࢻࡸࢻ࣮ࢥ

ࡽࢫࣞ PCࢺࢧࣈ࢙࡚࢘࠸⏝ࢆ࡞࢛ࣥࣇࢺ࣮࣐ࢫࡸ

ࠋࡓࡗ⾜᪉ᘧ࡛ࡿࡍ⟆ᅇࡋࢫࢭࢡ

ឡ▱┴୰ᑠᴗᐙࡾࡓ࠶ࡿࡍᐇࢆㄪᰝࢺ࣮ࢣࣥ

ྠࠊ✄ἑ㟷ᖺ㆟ᡤࠊ≟ᒣ㟷ᖺ㆟ᡤࠊᑿᙇ᪫㟷ᖺ

㆟ᡤࠊⵦ㒆㟷ᖺ㆟ᡤࠊ㇏⏣㟷ᖺ㆟ᡤࡢ 6 ᅋయࡢ༠

ຊࢆᚓࡢࢺ࣮ࢣࣥࠋࡓᅇ⟅ᮇ㛫ࠊࡣ᪂ᆺࣝ࢘ࢼࣟࢥ

2022ᖺࠊ࡚ࡋ៖⪄ࢆࡇࡿ࠶ឤᰁᣑ୰࡛ࡢࢫ 1᭶ 21᪥
㹼2 ᭶ 14 ᪥ࡢࡵ═ᮇ㛫ࢆタᐃࠊ࠾࡞ࠋࡓࡋᅇࡢㄪᰝ

ࡣࢺࢧࢺ࣮ࢣࣥࡣ࡛ Questantࢆ⏝ࠋࡓࡋ

ᅇ༠ຊࢆ౫㢗ࡓࡋᅋయࠊࡣ࡚࠸ࡘឡ▱┴୰ᑠᴗ

ᐙྠࡣ୰ᑠᴗ⤒Ⴀ⪅ࡢᅋయ࡛ࠊࡾ࠶ဨつᶍࡣ⣙

4,000 ே࡛ࠊࡓࡲࠋࡿ࠶㟷ᖺ㆟ᡤࡣ 40 ṓ௨ୗࡢဨ࡛

ᵓᡂࡿࢀࡉᅋయ࡛ࠊࡾ࠶ဨࡣᆅඖᴗࡢ⤒Ⴀ⪅ࡢࡑࡸ

ᚋ⥅⪅ࡀ༙ࢆ༨ྛࠊ࠾࡞ࠋࡿࡵᅋయࡢဨᩘࡣᖖኚ

࠸࡚ࡗ࡞␗ⱝᖸࡣㄪᰝᐇ࡛ࢺ࣮ࢣࣥࠊࡾ࠾࡚ࡋື

࣮ࢣࡿ࠸࡚ࡋຍධᅋయࡢᩘ「ࠊࡓࡲࠋࡿ࠶ࡀᛶ⬟ྍࡿ

࠺ࡼ࠸࡞ࡋ⏕Ⓨࡀ「㔜ࡣㄪᰝ࡛ࢺ࣮ࢣࣥࠊࡀࡿ࠶ࡶࢫ

ࠋࡓࡋ㓄៖

┠㡯ࢺ࣮ࢣࣥ(2)

ࡃࡁࡣࢺ࣮ࢣࣥ 3 ィྜࡾ࡞ࡽ㉁ၥ㡿ᇦࡢࡘ 21 ၥ

࡛ᵓᡂࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉලయⓗࡣᅇ⟅⪅ཬࡧ⤒Ⴀ࣭ᡤᒓࡉ

ࡀࡢࡶࡿࡍ㛵♫࣭ᅋయࡿ࠸࡚ࢀ 9 ၥࠊRT ሗࡢά⏝

ྍ⬟ᛶ㛵ࡀࡢࡶࡿࡍ 8 ၥࡢࡑࠊ 5 ၥࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞

ࡢࡇ 21 ၥࡢෆ༙ࡣ㑅ᢥᘧ࡛ࡿ࠶㸦⾲-2㸧ࠋ㑅ᢥ⫥

⮬ලయⓗࠊࡣሙྜࡓࡋ㑅ᢥࢆࢀࡑࠊࡾ࠶ࡀࠖࡢࡑࠕ

⏤グ㏙21ࠊࡓࡲࠋࡿ࠸࡚ࡋࡢࡶࡿࡍ ၥࡢ୰ࡣᅇ⟅ࡢ

᪉ḟ➨࡛ᅇ⟅せࡢ㉁ၥࠊ࡛ࡢࡿ࠶ࡶᅇ⟅ෆᐜࡗࡼ

࡚ศᒱࢆタࠋࡓࡅ

(3)ᅇ⟅⪅ࡢᒓᛶ

ᅇ6ࠊ ᅋయィ 4228 ே㸦㔜」ࡾ࠶㸧㏦266ࠊࡋ ௳

ࡣᩘ⟆ᅇဨᩘࡢࡑࡼ࠾࠾ࡢᅋయูྛࠋࡓᚓࢆ⟆ᅇࡢ

ឡ▱┴୰ᑠᴗᐙྠࡀဨᩘ 4,050 ே࡛ᅇ⟅ᩘࡣ 216
㟷ᖺ㆟ᡤဨᩘ⏣㇏ࠊ௳ 89 ே࡛ᅇ⟅ᩘ 21 ᑿᙇ᪫ࠊ௳

㟷ᖺ㆟ᡤࡣဨᩘ 13 ே࡛ᅇ⟅ᩘ 2 ᒣ㟷ᖺ㆟ᡤ≟ࠊ௳

ဨᩘࡣ 20 ே࡛ᅇ⟅ᩘ 10 ဨᩘࡣἑ㟷ᖺ㆟ᡤ✄ࠊ௳

10ே࡛ᅇ⟅ᩘ ဨᩘࡣⵦ㒆㟷ᖺ㆟ᡤࠊ௳2 46ே࡛ᅇ⟅

ࡣᩘ 10 ᩘ⟆ᅇࡀ㟷ᖺ㆟ᡤࡢࡢࡑࠊ௳ 6 ࡋ↓ヱᙜࠊ௳

4௳㸦᪤㏥➼㸧࡛ࠋࡓࡗ࠶ 
ᅇ⟅⪅ࢆᴗ✀ูࢫࣅ࣮ࢧࠊࡿࡳᴗࠊ〇㐀ᴗࠊᘓタ

ᴗࡢ㡰ከࡓࡗ㸦」ᩘ㑅ᢥྍ㸧୍ࠋ᪉࡛ࠊ㣧㣗࣭ᐟἩ

ᴗࡢᅇ⟅ࡀᑡࡓࡗ࡞㸦ᅗ-1㸧ࠊࡓࡲࠋᡤᒓᴗ࣭ᅋయ

10㹼20ࠊࡣ㸧࡛ࡴྵࢆࢺࣂ࣭ࣝࢺ࣮ࣃᚑᴗဨᩘ㸦ࡢ
ே㸦65 ே㸧2ࠊ㹼4 ே㸦50 ே㸧5ࠊ㹼9 ே㸦44 ே㸧ࡢ㡰

ከࠋࡓࡗణ300ࠊࡋ ே௨ୖᅇ⟅ࡓࡋᴗࡶ 14 ࡗ࠶♫

࡛➼Ⴀ⪅࣭ᙺဨ(ኈᴗ⤒ࡢᴗࠊࡕ࠺ࡢ⪅⟆ᅇࠊࡓࡲࠋࡓ

ᅗ-1 ᅇ⟅⪅ࡢᴗ㸦せࡢࡶ࡞ 㸧࡛ࡲࡘ3

ᅗ-2 Ⓨ⅏ᥦ౪ࢆᮃࡴሗ㸦」ᩘᅇ⟅ྍ㸧 

ಶேົᡤ࠾ࢆᣢࡢࡕሙྜ220ࠊࡀ(ࡴྵࡶ ே࡛ࡾ࠶ᅇ⟅

ࡢᩘ 82.7㸣࡛ࠋࡓࡗ࠶ 
(4)RTሗࡢά⏝ྍ⬟ᛶ➼㛵ࡿࡍᅇ⟅⤖ᯝ

1)ᆅ㟈Ⓨ⏕ḧ࠸ࡋሗᮃ࠸ࡋࡲ⾲♧ᆅᇦࡢ⣽ࡉ

ሗࡢࡑሗ࠸ࡋḧᆅ㟈Ⓨ⏕ࠊࡣ࡛ࢺ࣮ࢣࣥ

ࠊࡣሗ࠸ࡋḧࠋࡓࡡゼࢆࡉ⣽ࡢᆅᇦ♧⾲࠸ࡋࡲᮃࡢ

ձᦂࡢࢀࠊࡉࡁղேⓗ⿕ᐖ(Ṛ⪅ᩘࠊ㔜യ⪅ᩘ࡞)ࠊ
ճᘓ≀⿕ᐖ(ቯᲷᩘ࡞)ࠊմ㑊㞴⪅ᩘࠊյ㏻⿕ᐖ(㐨
㊰⿕ᐖࠊ㕲㐨⿕ᐖࠊ(࡞ն㟁࣭᩿Ỉ࣭ࢫ࢞Ṇࡢ≧ἣࠊ

շ⤒῭ⓗ⿕ᐖ(⿕ᐖ㢠)ࠊոࡢࡑ(ලయⓗグ㍕ࡔࡃ࡚ࡋ

࠺࠸ࠊ࠸࡞ࡤᾋ࠸չᛮࠊ(࠸ࡉ 9 ࡋḧࡽ⊫㑅ᢥࡢࡘ

㑅ࡢࡽࢀࡇࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶ࠺࠸ࡿࡍ㑅ᢥࢆ࡚ࡍࡢࡶ࠸

ᢥ⫥࡛࣒ࢸࢫࢩࡢ⾜⌧ࠊࡕ࠺ࡢᥦ౪ྍ⬟࡞ሗࡣձ㹼մ

ᅗ-2ࡀࡢࡶࡓࡵࡲࢆᯝ⤖ࡢࢺ࣮ࢣࣥࠋࡿ࠶࡛࡛ࡲ ࡛

ࡣேࡿࡍᕼᮃࢆࡉࡁࡢࢀᦂࠋࡿ࠶ 266 ே୰ 196 ேከ

ࡶேࡓࡋ㑅ᢥࢆᩘ⪅㑊㞴ࡸேⓗ⿕ᐖࠊࡀࡓࡗ 100 ே௨

㏻⿕ᐖ㸦266ே୰௨ୖࢀࡑࠊ᪉୍ࠋࡓ࠸ୖ 227ே㸧ࡸ

Ỉ㐨࣭㟁Ẽ࣭ࡢࢫ࢞Ṇ㸦266ே୰ 227ே㸧ࣇࣥ࠺࠸

ࡢࡢࡑࠊࡓࡲࠋࡓࡗከࡀせᮃࡿࡍᑐᐖ≧ἣ⿕ࡢࣛ

⮬⏤グ㏙࡛ࠊࡣⅆ⅏ࡸᾮ≧➼ࡿࡼᾐỈ≧ἣࡢᕼᮃࡀ

ࠋࡓࡗ࠶

ḟᥦ౪ࢆᕼᮃࡿࡍሗࠊࢆ࣮ࣝࢣࢫ♧⾲ࡢࡑ࡚࠸ࡘ

ձ┴ෆࡢᆅᇦࠊղᕷ༊⏫ᮧࠊճ⏫┠ࠊմ250m ࠊࣗࢩࢵ࣓

 ᴫせࢺ࣮ࢣࣥ 2-⾲

 ಼࣯༲ ਼࣯ ۫ରద͵࣯ߴ

1 ࣙ͟ਐܨ;ٶӨʀॶ͠Ηͱ͏ΖճऀʀରͶͯ͏ͱ 9
յंཱིɼوۂةໝɼۂझɼݩܨ֒ࡄɼ֒ࡄଲࡨ
ࣰࢬয়ڱɼ֒ࡄͶଲͤΖࣟ

2 ϨΠϩνϞஏਔඅ֒ਬఈๅ༽ՆͶͯ͏ͱ 8
ʹ͞ๅ͗ཋ͢͏͖ɼυʖνͺʹනࣖηίʖϩ͗
ྒྷ͏͖ɼʹΓ͑͵ཤ༽Νͪ͢͏͖

3 ͕ΚΕͶ 5 ೧ྺɼॶରɼݺพϐΠϨϱήࠬࢂՅՆ൳
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ᅗ-3 ⾲♧ࡢ࣮ࣝࢣࢫ 

㸦⫼ᬒ㸸ᅜᅵᆅ⌮㝔ᆅᅗ㸧 

ᅗ-4 ḧ࠸ࡋሗࡏࢃྜࡳ⤌ࡢ࣮ࣝࢣࢫ♧⾲ 

յ50m ♫ᐃᆅⅬ㸦㸸≉ࡓࡋᣦᐃն๓ࠊࣗࢩࢵ࣓

ᡤᅾᆅ㸧ࡢ୰ࡽ㑅ᢥࡿࡍ㉁ၥࠋࡓࡗ⾜ࢆ㉁ၥࢪ࣮࣌ࡢ

ࠊ࠺ࡼࡿࡁ࡛ࢪ࣮࣓ලయⓗࢆ⊫㑅ᢥࡀ⪅⟆ᅇࡣ࡛

ឡ▱┴ࢆࢆ࣮ࣝࢣࢫ♧⾲ࡓࡋᅗ-3 ࠋࡓࡋ♧⾲࠺ࡼࡢ

ᅇ⟅⤖ᯝ࡛ࠊࡀࡿ࠶ᕷ༊⏫ᮧ༢࡛ࢆ♧⾲ࡢᕼᮃࡿࡍ

ᩘ⪅㔜യࠊᩘ⪅ղேⓗ⿕ᐖ(Ṛࠊࡉࡁࡢࢀձᦂࡀࢫ࣮ࢣ

ࠊյ㏻⿕ᐖ(㐨㊰⿕ᐖࠊ(࡞ቯᲷᩘ)ճᘓ≀⿕ᐖࠊ(࡞

㕲㐨⿕ᐖࠊ(࡞շ⤒῭ⓗ⿕ᐖ(⿕ᐖ㢠)୍࡛ࠊ␒ከࠋࡓࡗ

նࠊᩘ⪅մ㑊㞴ࠊ(࡞ቯᲷᩘ)ճᘓ≀⿕ᐖࠊࡋࡋ

㟁࣭᩿Ỉ࣭ࢫ࢞Ṇࡢ≧ἣ࡛ࠊࡣ⏫┠༢࡛ࡢᥦ౪ࢆ

せᮃࡿࡍᅇ⟅ࡶከ≉ࠊࡃն㟁࣭᩿Ỉ࣭ࢫ࢞Ṇࡢ≧

ἣࠊࡣ࡚࠸ࡘ⏫┠༢࡛ࡢሗࡢᥦ౪ࢆせᮃࡿࡍᅇ

⿕㕲㐨ࠊյ㏻⿕ᐖ(㐨㊰⿕ᐖࠊࡓࡲࠋࡓࡗከࡶ᭱ࡀ⟆

ᐖ(࡞շ⤒῭ⓗ⿕ᐖ(⿕ᐖ㢠)ࠊࡣձ┴ෆࡢᆅᇦࢆ㑅ᢥ

ศࡀࡇࡿ࠶ࡀ㟂せࡃከ࡛࠸ḟղᕷ༊⏫ᮧࡀ⟆ᅇࡿࡍ

ն࡛࣮ࣝࢣࢫ♧⾲ࡢ࡚࠸ࡘሗ࠸ࡋḧࠊࡓࡲࠋࡓࡗ

๓ᣦᐃࡓࡋ≉ᐃᆅⅬࢆồࡣࡢࡶࡿࡵᑡࠋࡓࡗ࡞

2)ሗࡢᑐ㇟ᆅᇦ

ࡢᆅⅬࡢࠊሙྜࡿࡍ⏝ࢆRTሗࡣ࡛ࢺ࣮ࢣࣥ

ሗࡀḧ࠸ࡋ㑅ᢥᘧ࡛㉁ၥࡓࡋ㸦」ᩘᅇ⟅ྍ㸧ࠋ㑅ᢥ⫥

ࠊ࠸ࡲఫࡢᚑᴗဨࡸղ⮬ᏯࠊᣐⅬ࣭㛵㐃タࡢ♫⮬ձࡣ

ճྲྀᘬඛࡢᴗᡤ㸦ឡ▱┴ෆ㸧ࠊմྲྀᘬඛࡢᴗᡤ㸦ឡ

▱┴እ㸧ࠊյ⌧ሙ㸦ᕤ⌧ሙࢆ➼⌮⟶ࠊጤクࡿ࠸࡚ࢀࡉ

ሙᡤ࡞㸧ࠊնᏛᰯ࣭ᗂ⛶ᅬ࣭ಖ⫱ᅬࠊշᙺᡤ࣭ᙺሙࠊ

ո㑊㞴ᡤࠊչࡢࡑ㸦ලయⓗグ㍕࠸ࡉࡔࡃ࡚ࡋ㸧࡛࠶

ᅗ-5ࡀࡢࡶࡓࡵࡲࠊࢆᯝ⤖ࡢࡑࠋࡿ ⟆ᅇࡶ᭱ࠋࡿ࠶࡛

ḟࠊࡾ࠶ᣐⅬ࣭㛵㐃タ࡛ࡢ♫⮬ձࠊࡣࡢࡓࡗከࡀᩘ

ࠋࡓࡗ࠶㡰࡛ࡢո㑊㞴ᡤࠊ࠸ࡲఫࡢᚑᴗဨࡸղ⮬Ꮿ࡛࠸

չࡢࡑࢆ㑅ᢥࡓࡋᅇ⟅࡛ྂྡࠕࠊࡣᒇࠊᮾிࠊ㜰ࡢ

୰ᚰ㒊ࠖࠕࠊ㝔➼ࠖ࠺࠸ᅇ⟅ࠋࡓࡗ࠶ࡀ

ᅗ-5 ሗࡢḧ࠸ࡋሙᡤ㸦」ᩘᅇ⟅ྍ㸧 

ᅗ-6 ⿕ᐖ᥎ᐃሗࡢ⏝┠ⓗ㸦」ᩘᅇ⟅ྍ㸧 

3)⿕ᐖ᥎ᐃሗࡢ⏝┠ⓗ

⿕ᐖ᥎ᐃሗࡢ⏝࡞࠺ࡼࡢࡽࡓࡋࡿࡍ┠ⓗ࡛ᅇ

ᘓ≀࣭タഛࡢ♫⮬ձࠊ࠺ࡑࡕ❧ᙺᅋయࡸᴗࡢ⪅⟆

࡞㟁Ẽ࣭Ỉ㐨࣭㐨㊰࣭㕲㐨)ࣛࣇࣥࡿࡍ㛵㐃ࡸ Ᏻࡢ(

ࠊࡵࡓࡿࡍุ᩿ࢆղྲྀᘬඛࡢᏳࠊࡵࡓࡿࡍุ᩿ࢆճ

Ⴀࡢ♫⮬մࠊࡵࡓࡿࡍุ᩿ࢆᏳࡢ㢳ᐈࡸᚑᴗဨࡢ♫⮬

ᴗࡢ࢚ࣜᏳࠊࡵࡓࡿࡍุ᩿ࢆյᆅ㟈⿕ᐖ࡞้῝ࡀሙ

ᡤࡢᗈࡢࡾࡀ⠊ᅖࠊࡵࡓࡿ▱ࢆնࡢࡑ(ලయⓗグ㍕ࡋ

ࡡ㑅ᢥ⫥࡛ᑜࡢࡘ㸵࠺࠸ࠊ࠸࡞ࡽࢃշࠊ(࠸ࡉࡔࡃ࡚

ᅗ-6ࡀࡢࡶࡓࡵࡲࢆᯝ⤖ࡢࡑࠋ㸦」ᩘᅇ⟅ྍ㸧ࡓ ࠶࡛

ࠋࡿศࡀࡇ࠸ከࡽ᫂ࡾࡼࡀճ㑅ᢥ⫥ձࠋࡿ

୍᪉࡛ࠊ⿕ᐖࡢᗈࡶ࡚࠸ࡘࡾࡀ㟂せྲྀࡣࢀࡇࠊࡾ࠶ࡀ

ᘬඛྠࡸᴗ♫࡛ࡢ⿕ᐖࡢ᭷↓ࡿ࠶ࢆ⛬ᗘணࠊࡾࡓࡋ

ࢆႠ᪉㔪⤒ࡢ⅏ᚋ⿕ࡸᑐᛂࡢሙྜࡓࡗ࠶ࡀᐖ⿕ࡽࢀࡑ

Ỵࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡵࡓࡿࡵ

㸱㸬ಶูࢢࣥࣜࣄㄪᰝ

(1) ㄪᰝ᪉ἲ

ࠊࡽ୰ࡢᴗࡓࡗࡽࡶࢆ⟆ᅇ࡚࠸࠾ㄪᰝࢺ࣮ࢣࣥ

ᴗ✀ࢆ➼ࢫࣥࣛࣂࡢ⪃៖࡚ࡋ 17 ௳㸦18 ே㸧ᑐ3ࠊ࡚ࡋ
᭶ 8᪥ࡽ 3᭶ 30᪥ࡢ࡛ࡲᮇ㛫 1௳ᙜࡾࡓ 30㹼40ศ⛬

ᗘࡢ㛫࡛ࡓࡗ⾜ࢆࢢࣥࣜࣄ㸦1♫ࡳࡢ 2ேཧຍ㸧ࣄࠋ

ࢆࢢࣥࣜࣄࠋࡓࡋᐇ࡛࡚ࣥࣛࣥ࢜ࡍࡣࢢࣥࣜ

ᐇࡓࡋᑐ㇟ࡢᴗ✀ࠊᮏ♫➼ࡢ❧ᆅ⮬యࡶࡓࡵࡲࢆ

ࠋࡿ࠶4࡛-⾲ࡀࡢ

┠㡯ࢢࣥࣜࣄ(2)

㡯ࢢࣥࣜࣄࠋࡿ࠶࡛ࡾ࠾ࡢ2-⾲ࡣ┠㡯ࢢࣥࣜࣄ

ࠊࡓࡲࠋࡓࡋ⤡㐃㇟ᑐࢢࣥࣜࣄ๓ࡣ࡚࠸ࡘ┠

ࢢࣥࣜࣄ๓┤ࠊࡾࡓ࠶ࡿࡍᐇࢆㄪᰝࢢࣥࣜࣄ

ᑐ㇟⪅ࡢࢺ࣮ࢣࣥࡢᅇ⟅ࢆ㏦ࠋࡓࡋ

㉁ࡶ୰࡛ࡢ┠㉁ၥ㡯ࠊࡽไ⣙ࡢ㛫ࡣ࡛ࢢࣥࣜࣄ
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 㡯ࢢࣥࣜࣄ 3-⾲

 ᐇඛࢢࣥࣜࣄ 4-⾲

ၥ ㉁ၥࠊ1 ㉁ၥࠊ2 ㉁ၥࠊ4  ࠋࡓࡋ㉁ၥඃඛⓗࢆ6
ᯝ⤖ࢢࣥࣜࣄ(3)

⅏ᐖࡓࡗ࠸࠺⏝࠺ࡑࡁ࡛ࡀゝ࠺㉁ၥᑐ

ࡢᚋࡸᏳྰࡢᐙ᪘ࡸᚑᴗဨࡽ᥎ᐃሗࡢᐖ⿕ࠊ࡚ࡋ

ᣦ♧ุ᩿ࡢࡿࡍุ᩿࠺ࢆᮦᩱ࣓ࣥࢥ࠺࠸࠸ࡓࡋ

ࡀᚑᴗဨ࡞࠺ࡼࡢᕤሙࠊࡣࢀࡇࠋࡓࡗ࠶ࡀࢺ 1 㞟ᡤ࢝

ᚑᴗሙ⌧ࡢᩘ「㏫ࡶ㸧࡞ᴗ㸦ᕤሙࡢࣉࢱࡿࡲ

ဨࢆ㏦ࡾ㎸ࡢࣉࢱࡴᴗ㸦㆙ഛᴗࢫࣥࢼࢸ࣓ࣥࣝࣅࡸ

ᴗ࡞㸧ྠࡶᵝ࡛ࠋࡓࡗ࠶ᘓタᴗ࡛࡞ᴗᡤ௨እά

ືሙᡤࢆᴗ✀ࡸ⮬♫〇ရࡢ⣡ရ➼࡛ᴗົάື㛫୰ࡢ㌴

ࢆᴗ࡞㔜せࡀࢀධࡢࡽ♫ࡸᴗ࠸ከࡀື⛣ࡢ࡛

୰ᚰࠊ㏻⿕ᐖࡢࣥࣛࣇࣛࡸ≧ἣ➼ࡢලయሗ

ࠋࡓࢀࡉ♧ࡶ ࢬ࣮ࢽࡿࡍ⏝ά࡚ࡏࢃྜࡳ⤌

 ḧ࠸ࡋሗྜࡳ⤌ࡢࡑࡐ࡞ࠊ࡚࠸ࡘ࣮ࣝࢣࢫࡢࡑ

ࡀពぢ࡞ࠎᵝࠊ࡚ࡋᑐ࠸ၥ࠺࠸ࡢࡓࡋ㑅ᢥࢆࡏࢃ

࠸ࡋḧࡀሗࡢࢫ࢞㟁Ẽ࣭Ỉ㐨࣭ࠊࡤ࠼ࠋࡓࢀ⪺

ᅇ⟅ࡓࡋேࡢࠊࡣ࡛ࢢࣥࣜࣄࡢᆅᇦ࡛᩿Ỉࡸ㟁

ᕷ༊⏫ᮧࠊ࡛ࡇࡢ࠸Ⰻࡤࢀศࡀࡿ࠸࡚ࡗ࡞➼

ᘓタᴗࡿ࠶᪉୍࡛ࠋࡓࡗ࠶ࡀពぢࡢࡔࢇ㑅ࢆ┠⏫ࡸ

㸦Ỉ㐨㸧ࡢ᪉ࠊࡣࡽ⿕⅏ᚋࡢᪧάື⏝࠸ࡓࡋ

࡞ᆅⅬ࡛ࡢᐃ≉ࡣࡵࡓࡿࡍ⏝ⓗ┠ࡢࡑࠊ࡛ࡇࡢ

ᪧࠊࡔࡓࠋࡓࡗ࠶ࡶពぢࡢ࠸࡞ࡓ❧ᙺࡾࡲ࠶࠸

సᴗᚑྍࡿࡍ⬟ᛶࡢูࡿ࠶ࡢᘓタᴗࡢ᪉ࠊࡣ౫㢗⪅

ࡇࡃ࠾࡚ࡅࡘࢆᫍ┠ࡿࢀࡉὴ㐵ࡾ㎶ࡢࡇయࡽ

㐲᪉ࠊࡓࡲࠋࡓࡗ࠶ࡶពぢࡢ࠸᭷㞴ࡶ࡛ࡅࡔࡿࡁ࡛ࡀ

ࡽࡄ┠༢⏫ࡣ㏆ഐ♫⮬ࠊࡣࡽᴗࡘᣢࢆᘬඛྲྀ

࡞ࡁࡗࡶࡸᕷ⏫ᮧ༢ࡣᘬඛ࿘㎶ྲྀࠊࡀ࠸ࡋḧ࡛࠸

ࠋࡓ࠸㡬ࢆពぢࡢࠊ࠸࡞ࢃᵓ࡛࣮ࣝࢣࢫ♧⾲

ࡡᑜࢆ↓᭷ࡢ⏝ࡢࣜࣉ㜵⅏ࠊ⪅㇟ᑐࢢࣥࣜࣄ

࠶࡛ࡇࡢ࠸࡞࠸࡚ࡋ⏝ࡀேࡢࢇࠊࢁࡇࡓ

ࢆࣜࣉࡢࡑேࡓࡗ࠶ࡀ⟆ᅇࡢࡿ࠸࡚ࡋ⏝ࠋࡓࡗ

ゼࠊࡣࢁࡇࡓࡡNHK ୍ࠋࡓࡗ࠶࡛ࣜࣉ㜵⅏ࢫ࣮ࣗࢽ

᪉࡛ࠊᆅᅗࡸࣜࣉࡾ࠼ෆࢆࣜࣉ⏝ࡿ࠸࡚ࡋ

࠼ࡾࡸࣜࣉᆅᅗࠋࡓࡗ࠶࡛ࢇࡣேࡓࡋ

ෆࡳ⤌ࣜࣉ㎸ࠊࡤࢀ࠸࡚ࢀࡲ⏝ࡢ࠸ࡍࡸࡋពぢ

࡞ࣜࣉࡿ࠸࡚ࡋ⏝ᬑẁࡣࡇࡢࡇࠋࡓࡗ࠶ᩘ「ࡀ

ேࡢࡃከࡾࡼ࡛ࡇࡴ㎸ࡳ⤌ࢆ⬟ಙ⾲♧ᶵཷࡢRTሗ

࠸࡚ࡋ၀♧ࡀᛶ⬟ྍࡿ࠼ࡽࡶ࡚ࡋ⏝ࡃ࡞㈇ᢸࡾࡲ࠶

NHKࠊࡣ࠸ࡿ࠶ࠋࡿ ࡇࡿࡍ㐃ᦠࣜࣉ㜵⅏ࢫ࣮ࣗࢽ

ࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡢࡶࡿࡍᐤᣑࡢ⪅⏝ࡶ

 ᭱ᚋࠊᕧ⅏ᐖ┤㠃࠸ࡓࡋ㝿ࡢࡇሗࡣࡅࡔḧ

᪉ࡁࡿࡆ㏨ࠕࠊࢁࡇࡓࡋ㉁ၥఱࡣሗ࠺ゝ࠸ࡋ

ᶵࡣయ⮬ࡸᅜࠕࠊᏳྰࠖࡢᐙ᪘ࡢࡑࡸᚑᴗဨࠕࡸࠖྥ

㣗ᩱࠕࠊࠖࠋ࠸ࡓࡾ▱ࡀࡋぢ㏻ࡢࡽᙼࠊࡢࡿ࠸࡚ࡋ⬟

ḧࡀሗ࡞࠺ࡼ࠺࠸ࠖࡿࢀࡽᚓ࡛ࡇࡀᩱ⇞ࠊỈࡸ

ࠋࡓࡗ࠶࡛ࡇࡢ࠸ࡋ

㸲㸬ࡾࢃ࠾

 ᅇࠊ㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤࡀ㛤Ⓨ୰࣒ࢱࣝࣜࡢᆅ

㟈⿕ᐖ᥎ᐃࡀ࣒ࢸࢫࢩⓎ⅏┤ᚋᥦ౪ࡿࡍ⿕ᐖ᥎ᐃሗ

➼ෆᐜࡢሗࡿࡍᕼᮃࡸ⏝┠ⓗࡿࡅ࠾୰ᑠᴗࡢ

ࢣࣥ㇟ᑐࢆ⪅୰ᑠᴗ⤒Ⴀࡢឡ▱┴ෆࠊ࡚࠸ࡘ

ࠋࡓࡋᐇࢆࢢࣥࣜࣄಶูㄪᰝࢺ࣮

≦ࡢ♫⮬ࠊࢆሗࡢ➼ᘓ≀⿕ᐖࠊேⓗ⿕ᐖࠊᯝ⤖ࡢࡑ 

ἣࡢ☜ㄆࠊࡶࡾࡼ♫ဨ࣭ᐙ᪘ࡢᏳྰࡢ☜ㄆ⏝ࡿࡍព

ࡳ⤌ලయሗࡢ➼ἣ≦ࡢࣥࣛࣇࣛࡸ㏻⿕ᐖࡸྥ

ࡸேⓗ⿕ᐖࠋࡓࡗ࡞ࡽ᫂ࡀࢬ࣮ࢽࡿࡍ⏝ά࡚ࡏࢃྜ

ᘓ≀⿕ᐖࡢሗࡶ♫ဨࡸᐙ᪘ࡢᏳྰࡿ࠶ࢆ⛬ᗘ᥎ ࡿࡍ

ࣥࠊࡓࡲࠋࡓࢀࡽぢࡀពぢ࠺࠸࠸ࡓࡋᮦᩱࡢࡵࡓ

ࡶࡇ࠸ࡁ㠀ᖖࡀ㟂せࡿࡍᑐᐖሗ⿕ࡢ㛵ಀࣛࣇ

࣮ࢣࢫ♧⾲ࠊࡓࡲࠋࡓࡗ࡞ࡽ᫂ࡽㄪᰝࢺ࣮ࢣࣥ

ࡢ⾜⌧ࠊࡣ࡚࠸ࡘࣝ 250㹫࣓ࠊࡶࡾࡼ♧⾲ࡿࡼࣗࢩࢵ

ᕷ༊⏫ᮧ༢ࡸ⏫┠༢ࢆᕼᮃࡿࡍኌࡀࠋࡓࡗࡁ

ࢣࢫ♧⾲࡞ࠎᵝᰂ㌾࡚ࡌᛂ⏝┠ⓗࡣ࡛ࢢࣥࣜࣖࣄ

ᕼࡢேࡢࡃከࡾࡼࠊ࡛ࡇࡿࡍ࠺ࡼࡿࡁ࡛♧⾲࡛࣮ࣝ

ᮃᑐᛂ࡛ྍࡿࡁ⬟ᛶࡀ♧၀ࠋࡓࢀࡉ

 ᚋࡢㄢ㢟ࠊ࡚ࡋឡ▱┴ࡃࡋஂࡣ࡞ࡁᆅ㟈ࡀⓎ⏕

ࢺ࣮ࢣࣥࡣ༙ࡢேࡓࡋ⟆ᅇࠊᨾࢀࡑࠊࡎࡽ࠾࡚ࡋ

⤖ᯝࡽ᫂࠺ࡼ࡞ࡽᆅ㟈ࡢయ㦂ࡃ࡞ࡀᆅ㟈⿕ᐖࡢ

࠸࡚ࡋ⟆ᅇ࡚࠸ᇶ࡙ീ࠸࡞ᇶ࡙ᐇయ㦂ࡀࢪ࣮࣓

ࢆᐖ⿕࡞ࡁᆅ㟈࡛ᐇ㝿ࠊࡵࡓࡢࡑࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡓ

ࡸࢺ࣮ࢣࣥឤぬ࡛ࡿ࡞␗ࡣ⪅Ⴀ⤒ࡿ࠶ࡢࡇࡓࡅཷ

ಶูࢢࣥࣜࣄᅇ⟅ྍࡓ࠸࡚ࡋ⬟ᛶࠋࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀᐇ

㝿ࡃࡁ⿕⅏ࡓࡋᆅᇦࡢ୰ᑠᴗᑐྠ࡚ࡋᵝࣥࡢ

⏕ࡀ࠸㐪࡞࠺ࡼࡢ㝿ࡓࡋᐇࢆࢢࣥࣜࣄࡸࢺ࣮ࢣ

ᆅ㟈⿕ᐖ᥎ᐃሗ࣒ࢱࣝࣜࠊࡋࡽ᫂ࢆࡢࡿࡌ

⥅ᴗ࡚ࢀࡉᥦ౪ࡀሗ࡞ᚲせᐇ㝿ேࡢࡃከࡾࡼࡀ

ࠋࡿ࠶ࡀᚲせࡿࡍㄪᰝ࠺ࡼࡿࡁᐤ࡛⥆

ㅰ㎡㸸ᮏ◊✲ࡣ㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤࡢ௧ 3 ᖺᗘ⅏ᐖࣞ

ཷࢆᨭࡢ✲◊ⓗᮇᚅⓎぢ♫ࡢࡵࡓࡢୖྥࢫ࢚ࣥࣜࢪ

ࠋࡓࡅ
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࣯�
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ʀରۂة ॶࡑஏ झۂ
1 Aࣞהճऀ ీࢤ ܱඍۂ
2 Bࣞהճऀ ࢤԲݻ໌ ӣ༎ۂ
3 Cࣞהճऀ ీࢤ ʤਭಕʥۂઅݒ
4 ճऀDࣞה ీࢤ γʖϑηۂ
5 ճऀEࣞה ࢤԲݻ໌ ղޤෳࢳʤʥ
6 ճऀFࣞה ࢤԲݻ໌ ʥܧʤౖۂઅݒ
7 Gࣞהճऀ ઔࢤ ଆۂʤరʥ
8 Hࣞהճऀ ࢤԲݻ໌ ଆۂʤৱʥ
9 Iυδϱࣆແॶ Ҷୖࢤ υδϱ
10 भگ๑ਕJ Ҷୖࢤ Ӆ࣋
11 Kࣞהճऀ ঘຂࢤ ʤਭಕʥۂઅݒ
12 ճऀLݸ༙ ࢤԲݻ໌ ϑϩϟϱτψϱη
13 Mࣞהճऀ ࢤঘຂ/ࢤ໌܄ Թജʀঘജۂ
14 ճऀNࣞה ࢤԲݻ໌ Թജʀঘജۂ
15 ճऀOݸ༙ ߶ශࢤ ଆۂʤעଆͶܗۜ͑࢘ʥ
16 ճऀPࣞה ࢤڰ ྜྷۂʀଆۂʤ6ۂࢊ࣏ʥ
17 ճऀQࣁ ࢤ܌ח ҫྏʀෳࢳ
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スモールビジネス向け簡易BCPシート活用ワークショップの開発実施報告 

—あらかわ簡易BCPシート改善と活用ワークショップの企画開発— 
A case study of developing a BCP quick-action sheet for small business 

 
 

市古 太郎1 

Taro ICHIIKO1  
 
1 東京都立大学 都市政策科学科 
     Department of Urban Science and Policy, Tokyo Metropolitan University 
 
   It will be usefull to develop a BCP quick-action sheet for small-business. We have already proposed one. In this 
paper, we practiced and reported a table-talk program for using and popularizing our BCP sheet.  Finally, the idea of 
"first-step" and district business continuity plan were discussed. 
 
Key Words : BCP, disaster management for small business , compilation design 
 
 

 
１. (初版)あらかわBCPシートと普及啓発に向けた
取組み 
 東京都荒川区は製造業 9,060 社に対し従業員 10 人以下

の事業所で 85.5%を占める．スモールビジネスの集積地

域である． 
そして荒川区では，2019年台風 19号を直接契機とし，

スモールビジネス向け災害・危機管理対策を促進してい

る．先報 1）では中小事業所を対象に，東京都荒川区と大

学チーム共同で実施した簡易 BCP 行動計画シートの編集

作成経緯について報告した．本報告では引き続き，作成

した簡易 BCP シートの普及方策としての活用ワークショ

ップ企画実施経緯とシートデザインの編集修正内容を報

告した上で，簡易 BCP シートの意義について考察する． 
 なお(初版)あらかわ BCP シートは，①区内事業所数割

合で 18.9%を締める製造業を対象に，②災害対応に関す

るまとまった計画書や手順書が未作成の事業所において

も「最初の一歩」として取り組んでもらえる内容に，③

事業継続対応だけでなく，発災直後の緊急対応も対象と

した二側面をカバーするものに，④スモールビジネスに

とって大事な「従業員のケア」のスペースを強調し，⑤

最初の一歩としつつも，目標復旧時間，代替戦略といっ

た BCP の重要用語は組み込む，といった特徴を有するも

のとして作成されたものである（図 1）． 

２. BCPシート活用ワークショップの実施経緯 
表 1 は今回，企画・実施した活用ワークショップの全

体プログラムである．新型コロナ感染症への対処として，

対面ワークショップは，最大 90 分までとし，①災害ハザ

ード，②企業防災と災時事業継続対策の意義，③簡易

BCP シート記入，の 3 点を解説した動画を作成し，参加

企業は事前視聴，ワークショップ当日までに簡易 BCP シ

ートを記入作成し，当日持参してもらうプログラムとし

た． 
 ワークショップ当日は，記入済の簡易 BCP シートを元

に，BCP シートデザインおよび事業所防災に関するディ

スカッションを行った． 
 参加企業は，金属加工鋳工所 N 社（社員 7名，厨房部

品が主な製造品），印刷製本業 K 社（社員 6 名，300 部
程度の小ロット受注にも対応）の 2 社であった． 

 
３. 活用ワークショップでのディスカッション 

(1)BCP シートデザインに関するディスカッション 

 BCP シートの記入体験を踏まえて，参加企業から出さ

れた意見は次のようにまとめられる． 
【緊急対応に関すること】 

・災害直後に自分たちの身を守る行動と，会社を復旧に

向けた判断という大きく 2 つのフェーズがあることに

気づいた． 
図 1 初版あらかわ BCP シートデザイン概要 
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・二次災害防止の欄について，なかなか想像は難しいが，

自分の事業所らしい二次災害は何かを考えるきっかけ

として受け止めたい． 
・「その他」の欄には，本震直後にやっておきたいこと，

を書いておくのもよさそう．地震後，余震に備えて重

いものを降ろす，サンダルをスニーカーに，半袖を長

袖に，落下物が怖いのでヘルメット着用，など． 
・来客時にお客様にどこまで対応する/できるのだろうか 
・年齢層が高いと電話で確認するしかない，が，実際，

その時に電話がつながるのかわからない．電話，メー

ル，SNS（LINE）など複数の連絡手段を想定した方が

良いことに気づいた． 
・「帰宅に関するルール」箇所は，会社に貼り出したり，

カード化して従業員が随時確認できるといい． 
・5 時間かけて帰るのが正解とも思えない．直後期の様

相を踏まえた帰宅判断の事前検討はしておきたい． 
 
【事業継続対策に関すること】 

・発災翌日以降，生産再開に向けた課題の想定はできた

が，復旧に向けた段取りまではこのシートだけでは難

しい．理想を書いても実現できるのかと悩んだが，本

格的 BCP 作成につなげる STEP として，理想を書いて

みたい． 
・会社が潰れてしまう，という認識に至った．これは従

業員には見せられない． 
・業務を回復するのに必要な災害情報は何か，しっかり

考えてみることの重要性に気づいた． 
・経営者には，目標復旧時間を考えることが必要かもし

れない．一方で従業員は不安になる，転職していくか

もしれない．全部社内でオープンにするのはリスクが

ある． 
・従業員は応急対応である「帰宅に関するルール」まで

を社内で共有すると良い．「復旧に向けた初動対応」

以降は経営者が認識するものとすれば良い． 
・従業員のケアとして，家族の被災影響や給料遅配が生

じないか，大きな不安だろう．経営者にとってはきつ

い話でも，会社で話し合う場を作る意義を感じた． 
・代替戦略として，設計製造データ等はクラウドに入れ

ているが，生産機械の代替案は思い浮かばない． 
・同業者と提携できそう，区内近隣地域の同業者を探し

ておくことの意義を感じた． 
 
(2)事業所防災や事業継続対策に関するディスカッション 

 ワークショップ後半で，事業所防災に関するディスカ

ッションで出された意見は次のようにまとめられる． 
・そもそも BCP とは何か，その意義等を知る機会が重要． 
・みんなで書いてみる機会や場の提案はありがたい． 
・できるだけ横文字を使わず表現してくれた方が分かり

やすい． 
・地震水害保険に加入しているが，業務復旧には時間も

要するし，そもそも生産機械の再購入費用は賄いきれ

ないだろう． 
・同業種間での応急的な業務補完の意義を感じた．現状，

同業者間で災害時に補完しあうしくみはない．同業者

が横でつながる情報があると良い．都内（区外）で連

携会社はある 
・本 BCP シートは，経営者が書く，みんなで書く，それ

ぞれ意義があり，かつ，付き合わせて会話するのも意

義がありそう． 
・期日が決まっていないと書かないので，締め切り設定

は大事． 
・日常業務の中ではなかなか考えられないので，社員に

配って全員が提出すると考える機会になる． 
 
４. ワークショップを踏まえた BCP シート編集改良点 

記入活用実践とワークショップも踏まえ，旧簡易 BCP
シートに対して次の 6点の修正をおこなった． 
[改1]BCPシート片面を「緊急対応」もう片面を「事業継

続対策」を表現する点を強調し，また扉面において従

前「災害対応の基本方針」の欄を「緊急対応の基本方

針」と「事業継続の基本方針」を記入する欄として明

確化． 
[改 2]「地震の揺れが収まった後の行動」について書きや

すい項目表現に修正．たとえば，被害確認について

「だれが・どこを・どのように」と修正，「避難」を

「社屋外避難の判断」と修正． 
[改 3]従前「職場不在時の参集に関するルール」は，緊急

対応というより事業継続の初動対応として，「社員の

出勤ルール」に変更し別面に移動． 
[改 4]緊急対応面において「風水害への備え」の欄を新設．

気象情報に対応した職場としての判断や行動について

記入． 
[改 5]従前「復旧に向けた初動対応」を「事業継続に向け

た課題整理と目標復旧時間」と改め，記入表の「初動

対応」の記入欄を「課題解決の難易度」を三段階（対

応できる/対応できそうだが検討が必要/現時点では対

応が困難）で表現するものに変更． 
[改 6]目標復旧時間について「課題解決の難易度」につい

てのヒト・モノ・キカイ・トリヒキサキ等のそれぞれ

三段階評価をおこなった上で，記入する手順に変更． 
 
 また簡易BCPシートの説明資料として「解説書-見方・

書き方・使い方-」を作成した（図 2）． 
 
５. ワークショップで出された簡易BCPシートの開発普及

の意義 

 本研究は 2020 年度に作成した(初版)あらかわ簡易 BCP
シートを元に，活用ワークショップを企画実施し，ワー

クショップで出された緊急対応および事業継続対応に関

するディスカッション内容を報告し，その上で簡易 BCP
シートの改善を図った． 
 東京都荒川区での簡易 BCP シートに関する研究開発を

踏まえて，(1)「はじめの一歩」の位置づけの意義，(2)地
域産業災害対策への展開可能性，として考察しておきた

い． 
 
(1)「はじめの一歩」の位置づけが意味すること 

 簡易 BCP シートは「はじめの一歩」という位置づけで

作成編集された．これはすなわち，簡易版であって事業

継続計画そのものではないこと，また計画にもとづく平

時の事前取組みへの展開を促進していく必要があること

を意味している．加えて，事業継続計画策定や企業防災

備蓄にかかる公的助成につなげていくことも有効である

と考えられる． 
 そしてその一方，第一歩を経験することで，BCP に取

り組むことは日常的な職場環境改善・企業価値向上にも

つながってくるという気づきを見出していくことが重要

と思われる．たとえば，発災後しばらくの期間，自宅勤

務可能な環境づくりを進めることは，平時のリモートワ

ーク環境づくりと共通してくる取組みであろうし，災害
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時に社員が直面するであろう不安を共有し，社員ケアー

の方針を表現しておくことは，社員および経営陣の信頼

関係づくりに資するものとなろう． 
 
(2)地域産業災害対策への展開可能性 

 簡易 BCP シートに関する一連の取組みを通して，同業

種間のつきあいや親睦連携組織が，災害時の材料入手や

緊急的な製造請負先候補として認識されるなど，災害時

代替戦略につながる関係性資源であることが示唆された．

このような知見を踏まえると，都道府県や地域を単位と

した法人連携組織の研修や公益活動として，簡易 BCP シ

ートを出発点としつつ，災害時の地域産業代替戦略づく

りの方向性も含めた活動展開の可能性を指摘できよう． 
 加えて今回の研究開発の発意が自治体組織からであっ

たように，民間企業が主体となりつつも，産業振興と防

災対策の立場から，自治体が共創の視点で適切な役割を

果たしていく意義である．帰宅困難者対策としての事業

所支援や帰宅困難者訓練といった緊急対応期の官民連携

はこれまでにも多く見られる．産業分野における事前復

興対策という視点からも，企業それぞれの災害時事業継

続の取組み促進を足場としつつ，自治体としてのさらな

る施策展開も期待されよう． 
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あらかわ
BCPシート

　　年　　月　　日 策定・改定

企業名

1. 緊急対応の基本方針

2. 事業継続の基本方針

[平時 /発災時の対応責任者 ]

地震、風水害の後に、自社の建物（社屋）や設備・機械等を使って事業継続できる準備しましょう

(7) 代替戦略

総括責任者　　：

事業継続担当　：

激甚災害に被災した場合、事業回復に向けた暫定措置として、代
替手段が必要となることもあります。(4) で記入した現況と課題
に即して，仮事業所開設といった代替戦略を考えておきましょう。

(6) 職場の安定と社員へのケア

地震・風水害編

家族や自宅被害などで不安を抱えながら働く社員、事業回復に向けて頑
張る社員など、災害後の社員のストレスやケアも考えておきましょう。

業務環境の「現況」に対し、発災後の事業回復を図るための「課題」
を整理します。その上で「課題解決の難易度」を評価し、最後に「目
標復旧時間」を想定してみましょう。

BCP（事業継続計画）は、災害後の企業活動回
復に関する「計画」です。企業の災害対策は発
災直後の緊急対応と、その後の企業活動回復に
関する事業継続対策の 2 本立てです。本シート
は、安否確認などの緊急対応方策を記入し、そ
の上で、事業継続検討に役立ていただくために
作成しました。

(5) 社員の参集ルール
発災翌日以降、事業継続に向けた社員の参集方針や対象職位など
を考えておきましょう。

○：対応できる
△：対応できそうであるが検討が必要
×：現時点ではすぐに対応が困難

(4) 事業継続に向けた課題整理と目標復旧時間

目標復旧時間
日

従業者
確保

原材料
仕入先

設備・
機械

取引先
への対応

物流

現況
（職場体制や仕入先等）

災害発生時の
課題

課題解決の
難易度

(4) で整理した
事業継続のための資源 事業を代替する方法

社員の不安やストレス 具体的な対応

情報発信

自治体
との連携

その他

※被災者支援等

※関係者への
被害情報発信等

事業継続対策

激甚被害対策
自社の建物（社屋）や設備・機械の復旧
が見込めない場合、どのように事業回復
を図るか考えておきましょう

被害想定 緊急対応 事業継続対策 激甚被害対策
（代替戦略）

○△×

（事業を回復するまでにかかる日数）

簡易版

発行：荒川区
企画・監修：東京都立大学 市古研究室
編集：株式会社 石塚計画デザイン事務所

（※）

（※）

[改1]

[改3]

[改5]

[改6]

3. 被害想定

【人的被害】死者422人 (0.2%)、重傷者753人 (0.4%)、負傷者3,731人 (9.3%)
【住家被害】全壊7,217棟(18.0%)、半壊11,488棟(28.7%)、焼失5,521棟（13.7%）
【避難所生活者数】75,726 人 (36.3%) 　【避難者数】116,502 人 (55.8%)
【自力脱出困難者数】3,763 人 (1.8%)
【ライフライン】停電率 48.7%、ガス供給支障率 52.5%
　　　　　　　 上水道断水率 58.3%、下水道管きょ被害率 30.3%
【復旧目標】60日以内に 95%以上回復する（東京都地域防災計画より）
　（※）各インフラ復旧想定：電力 7日間、上下水道 30日、ガス 60日

4. 災害発生時の対応

地震直後に、自分と社員の命を守る対応を考えておきましょう

(1) 地震の揺れが収まった後の行動

(3) 帰宅に関するルール

首都直下型地震が起きたら
どんな被害が想定されるでしょうか？

東京湾北部M7.3（冬 18時，風速 8m/s）が発生！（想定）

【浸水深】区内大部分で浸水深0.5m以上，隅田川沿川で浸水深3.0m～5.0m
【浸水継続時間】2週間以上

荒川流域で大雨（想定最大規模：72時間総雨量 632mm）が発生！

地震発生時は、まず自分の身を守りましょう。本震が収まったら、余
震に気をつけつつ、出火防止対策などの二次災害防止に取り組みます。

子育てや介護の関係から速やかな帰宅が必要な社員もいます。帰宅
に関する条件や優先ルールを話し合っておきましょう。

台風については、数日前から台風情報が公表されます。気象情報
の入手方法、自宅勤務への切り換え条件、被害軽減対策について
まとめておきましょう。

被害確認
負傷者
落下物
社屋被害
敷地周辺被害

・だれが

・どのように

・どこを

・社屋外の避難先（複数も可）

・社屋外避難の判断条件

・本震直後の混乱状況の中で、
　　　　　　会社の一員としてなすべきこと

その他

その他

帰宅に関する条件とルール 補足事項

勤務中

外出中
社屋外避難
の判断

二次災害
（火災・爆発事故等）

防止

風水害（台風や大雨等）への備え

(2) 同僚の安否確認
地震発生時に社員の安否確認を誰が、どんな手段で、どう集約するか、
確認しておきましょう。

確認方法

・連絡する人
・取りまとめる人

※複数の手段を
　準備しましょう

その他

勤務中 出勤・退社・在宅・外出時

□電話　　　□メール
□SNS 等
（　　　　　　　　　　　　　）

□電話　　　□メール
□SNS 等
（　　　　　　　　　　　　　）

担 当

緊急対応被害想定

職場内の被害イメージ

荒川洪水浸水想定（国土交通省2016年）に基づく「荒川区防災地図（水害版）」/令和2年7月更新

[ 出典 ] 東京都防災ホームページ『東京防災』より

[東京都 2012 年公表 ]

[ 出典 ]荒川区ホームページより

まちなかの被害イメージ

荒川区では、ほぼ全域で震度6強となり、以下の被害が想定されます

荒川区では、以下の被害が想定されます

風水害が起きたら・・・

・気象情報の入手方法

・被害軽減対策

・自宅勤務への切り換え条件

[改2]

[改1]

[改2]

[改4]
図 3 修正版あらかわ簡易版BCPシートの初版からの修正箇所
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Keywords : Nankai Trough earthquake, early warning, difficult-to-evacuate zone, evacuation before a disaster 
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ୡᖏᩘ ����� ୡᖏࡢᆅᇦ࡛ࡿ࠶㸬�

⣖ఀ༙ᓥ᭱ࡢ༡➃⨨ࡿࡍ୵ᮏ⏫ࡣⲉࡿࡓࠎኴᖹὒ

ࡢ㸬⏫ᇦࡿ࠸࡚ࡧᘏࡃ㛗ᮾすࡀᘧᾏᓊࢫ㸪ࣜࡋ㠃

㠃✚ࡣ ������KD ᭱ࡿࡼᕧᆅ㟈ࣇࣛࢺ㸬༡ᾏࡿ࠶࡛

ὠἼ㧗ࡣ ��P㸪ᖹᆒὠἼ㧗ࡣ ��P ࡛㸪ὠἼἼ฿㐩㛫ࡣ �

ศ㸦ὠἼ㧗 �P࣭�P࣭�P࣭��P㸧ண ࡿ࠸࡚ࢀࡉᆅᇦ࡛

�㸬ࡿ࠶ࡶ

��ࠎᘏࡀᗙᕝྂࡣᮾ㒊ࡢ⏫ ࢆ༡ὶࢀ㸪⣙ ��� 

ᓥ㸧ࡢ⣖ఀᓥ㸦ḷᒣ┴ୗ᭱ࡿ࠸࡛ࢇᾋἈྜࡢ

ࡀ㸪ᒣᆅ㒊ࡓࡲ㸬ࡿ࠸࡚ࡗࡀ࡞ࡘ୵ᮏᶫ࡛ࡣᮏᅵ

㒊ศࢆ༨ࡵ㸪ᾏᓊ⥺ἢୣ࡚ࡗ㝠ࡸᑠἙᕝࡀᖏ≧ఙࡧ

�㸬ࡿ࠶ᚩ࡛≉ࡀࡢࡿ࠸࡚ࡋⅬᅾࡀᖹ㔝㒊㸪Ἑཱྀ㒊ࡾ࠾࡚
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⾲ �� �ᙺศᢸࡅศࣉ࣮ࣝࢢࡿࡅ࠾ࣉࢵࣙࢩࢡ࣮࣡

๓グࡓࡋᆅᙧⓗ≉ᛶࡵࡓࡢ㸪㛗ᮇ㑊㞴ࡢࡵࡓࡢ㑊㞴ᡤࡢ

☜ಖ࣭㐠Ⴀ➼ࡢၥ㢟ࡀ༴ࡿࢀࡉ㸬�

ὠἼ㑊㞴ᅔࡢᕧᆅ㟈ࣇࣛࢺ༡ᾏࡢ⏫㸪୵ᮏࡽࡉ

㞴ᆅᇦࡣ �� ᆅ༊���࡛㸪⥲㠃✚ࡣ ���KD㸪ྠᆅᇦࡢேཱྀࡣ

����� ே࡛ࡿ࠶ ��㸬��

��� ◊✲᪉ἲ

ᮏ◊✲࡛ࡣ㸪༡ᾏࣇࣛࢺἢࡢ࠸ᆅ㟈ほ ࣭ホ౯ᇶ࡙

ሗ࿌ࡿࡼࣉ࣮ࣝࢢࢢࣥ࢟㜵⅏ᑐᛂ᳨ウ࣮࣡ࡃ ༡ࠗ��

ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈ࡢከᵝ࡞Ⓨ⏕ᙧែഛࡓ࠼㜵⅏ᑐᛂ᳨ウ࢞

㸪᳨ウᡭἲࡋ⪄ཧࢆ᪉࠼⪄ࡢ��㸦➨�∧㸧࠘ࣥࣛࢻ

ࣉࢵࣙࢩࢡ࣮࡛࣡⏫㸪ḷᒣ┴୵ᮏ࡚ࡋࡑ㸬ࡓࡋ⪄ࢆ

㸬ࡓࡋド᳨ࢆຠᯝࡢウᡭἲ᳨ࡢࡑ㸪ࡋᐇࢆ

㸱㸬᳨ウᡭἲ࡚࠸ࡘ
��� ᴫせࡢࣉࢵࣙࢩࢡ࣮࣡

௧ � ᖺ � ᭶ �� ᪥୵ᮏ⏫࡛ࠕ༡ᾏࣇࣛࢺ⮫ሗⓎ

௧ࡢᑐᛂࢆࠖࣉࢵࣙࢩࢡ࣮࣡ࡿ࠼⪄ࢆ⏫⫋ဨ �� ேࢆᑐ

࡚࠸ࡘሗ⮫ࣇࣛࢺ㸪༡ᾏࡎࡲ㸬ࡓࡋ㛤ദ࡚ࡋ㇟

ㅮ₇㸦⣙ࡢ �� ศ㸧ࡓࡗ⾜ࢆᚋ㸪⮫ሗⓎ௧๓㑊㞴

㸦⣙ࢡ࣮࣡ࣉ࣮ࣝࢢࡿࡍ㛵ᑐᛂࡢ ��� ศ㸧㸪ᡂᯝⓎ

㸦⣙ࡵࡲ࣭⾲ �� ศ㸧ࡓࡗ⾜ࢆ㸬�

⏬ᆅᇦ㜵⅏ィࡢ㸪ᙜヱ⮬యࡣࡅศࣉ࣮ࣝࢢ ဨ⫋ࡢ���

యไᙺศᢸ࠸ೌタᐃ࡛ୖࡓࡋ㸪⌧ሙ࣭㑊㞴ᑐ㇟ᆅ

ᇦ⌜ࡣ⌧ሙࢬ࣮ࢽࡢᢕᥱࡵࡓࡢ㧗㱋⪅㸪ᴗ㸪ほග

ᐈ୍࣭⯡ఫẸ㸦ᖖ⪅㸧➼ࡢᑐᛂࡢࠎྛ࠺ࡼࡿ࠼⪄ࢆ

ᙺࢆලయⓗタᐃࡓࡋ㸦⾲ �㸧㸬ᅇࢵࣙࢩࢡ࣮࣡ࡢ

⪅ཧຍࡣࣉ �� ேࡕ࠺ࡢ � ேࡣᐇ㝿ࡢᢸᙜ⫋ဨࡀཧຍࡋ㸪

ࡣ㜵⅏࣭⚟♴ᢸᙜࡢ⫋ဨ➼ࡀ௦ᙺࣞࣉ࣮ࣝࣟࡿࡵົࢆ

㸬ࡓࡋ᪉ᘧ࡛㐠Ⴀࢢࣥ

ᅗ �� ᮏ◊✲᳨ࡿࡅ࠾ウࢫࢭࣟࣉ

��� సᴗᡭ㡰

ᮏ◊✲᳨ࡢウࢆࢫࢭࣟࣉᅗ � 㸪⮫ሗࡎࡲ㸬ࡍ♧

ᑐᛂ࡛ᐃࡿࢀࡉၥ㢟࣭⌧ሙ࡛ࡢᝎࡳㄢ㢟࡚࣡࠸ࡘ

ࢡ࣮࣡ࢆࡇࡿࡍ᫂☜ࢆ㸪ㄢ㢟ࡋඹ᭷࡛ࣉࢵࣙࢩࢡ࣮

⮬ࡶࢆㄢ㢟ࡢࡑ㸪࡚ࡋࡑ㸬ࡓࡋⓗ┠ࡢࣉࢵࣙࢩ

యᑐᛂ᳨࡚࠸ࡘウࡓࡋࡇࡿࡍ㸬

ࡣࢡ࣮࣡ࣉ࣮ࣝࢢࡵࡓࡢウ᳨ࡢ࡛ࣉࢵࣙࢩࢡ࣮࣡

ࡃࡁ � ⣔ิ㸦ձ⮫ሗⓎ௧㸪ղ๓㑊㞴㸪ࡢࡘ

ճ㆙ᡄሗࡽὀពሗኚࡿࢃ � 㐌㛫ᚋࠊմὀពሗ

ࡿ࡞ゎ㝖ࡢ � 㐌㛫ᚋ㸧ࢆタᐃࡓࡋ㸬ࡢࡇ⣔ิタᐃࡢ

ᇶ‽ࡣ㸪ࠗ༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈ࡢከᵝ࡞Ⓨ⏕ᙧែഛࡓ࠼㜵

⅏ᑐᛂ᳨ウࣥࣛࢻ࢞㸦➨�∧㸧࠘��ᥖ㍕ࡿ࠸࡚ࢀࡉ

ࠖࢀὶࡢ࡛ࡲ⾲ሗⓎࡢሙྜࡓࡋ ほࢆ㇟⌧࡞ᖖ␗ࠕ

㸬ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡓ࠼⪄ࡶࢆࠖࢀὶࡢ㜵⅏ᑐᛂࠕ

㸲㸬᳨ウᡭἲ᳨ࡢド㸦࣮࣡ࡢࣉࢵࣙࢩࢡᡂᯝ㸧
ࣇ㸪࠼ࡺࡢ☜ᐇᛶࡢሗ⮫ࡣ࡛ࣉࢵࣙࢩࢡ࣮࣡

ࡀඹ᭷ࢪ࣮࣓ࡢἣ≦࡞㸪ලయⓗࡃ࡞࡛ࡅࡔタᐃࢬ࣮࢙

ᚲせุ࡛ࡀࡇࡿ࠶᫂ࡓࡋ㸬ࡵࡓࡢࡑ㸪⅏ᐖᑐ⟇ᮏ㒊⌜

ᑐࡿࡼ㛫ᖏ㸦ົ୰㸪ኪ㛫࣭ఇ᪥㸧ᐖ⛬ᗘ⿕ࡣ࡛

ᛂࢫࢡࢵࣜࢺ࣐ࡢᅗࡶࢆ⫋ဨࡢ㓄ഛయไࡀ࡞࠼⪄ࢆ

ࣇࣝࣈ࣮ࢸࡣ࡛⌜㸪⌧ሙ࣭㑊㞴ᑐ㇟ᆅᇦࡳ㐍ウ᳨ࡽ

㸬ࡓࡋウ᳨ࡽࡀ࡞ࡋࢆἣ≦ࡢᐖ⛬ᗘ⿕ࡀ࣮ࢱ࣮ࢸࣜࢩ

⾲ࡀࡢࡓࡋ⌮ᩚࢆᯝ⤖ࡢἣ≦ࡢࡈࢬ࣮࢙ࣇࡢ⌜ྛ

⾲� 㸬ࡿ࠶࡛�

⅏ᐖᑐ⟇ᮏ㒊⌜࡛ࡣ༡ᾏࡢࣇࣛࢺᐃ㟈※ᇦෆࡢ

࡚࠸࠾⏺ቃࢺ࣮ࣞࣉ 0��� ௨ୖࡢᆅ㟈ࡀⓎ⏕ࡓࡋሙྜ

㸦୵ᮏ⏫࡛⿕ᐖⓎ⏕㸧㸪ࢀࡑ௨እࡢሙྜࢆᐃ࡚ࡋ㉳

ኪⓎ⏕ࡸఇ᪥ࡶ࠺ྜࡋヰ࡚࠸ࡘᑐᛂࡿ࠼ࡾࡇ

㇟㸬⌧ሙ࣭㑊㞴ᑐࡿࢃࡀࡇࡓࡗ⾜ࢆウ᳨ࡶ࡚࠸ࡘ

ᆅᇦ⌜࡛ࡣྂྡࡤ࠼ᒇ୕ࡸ㔜࡛⿕ᐖࡀⓎ⏕ࡀࡿ࠸࡚ࡋ㸪

୵ᮏ࡛ࡣ⿕ᐖࡀ㝈ࡓࡗ࠸ࡿ࠸࡚ࢀࡽᐃ࡛ࡶࡢ⌧ሙ

࡛┤㠃ࡸ࣒࣮ࣞࢡ࡞࠺ࡑࡋఫẸ➼ࡢࡽ㉁ၥ㸪ᐃࢀࡉ

�㸬ࡿࢃࡀࡇࡓࡗྜࡋヰ࡚࠸ࡘ➼ἣ࣭ពぢ≦ࡿ

ࡓࡋ⌮ᩚࡈ⌜㸪࠼ࡲ㋃ࢆウ᳨ࡢ࡛ࣉࢵࣙࢩࢡ࣮࣡

ㄢ㢟ࢆᅗ ᅗ� �㸬ࡍ♧�

⅏ᐖᑐ⟇ᮏ㒊⌜ࡢ࡞ㄢ㢟㸦ᅗ �㸧ࡣ࡚ࡋ㸪ఫẸ

ウ㸪⅏ᐖᑐ᳨ࡢᑐᛂ᪉ἲࡏࢃྜ࠸ၥࡸෆᐜࡢሗⓎಙࡢ

⟇ᮏ㒊ࡢయไ᳨ࡢウ㸪⮬య⫋ဨࡢཧ㞟࣭ᣍ㞟ᇶ‽᳨ࡢ

ウ㸪㑊㞴ࡢࡅࡧෆᐜ࣭᪉ἲ᳨ࡢウ㸪㑊㞴ᅔ㞴༊ᇦ࡛

㸧㸪Ᏻࡴྵࡶᩆάື㸪㑊㞴ᡤ㛤タ࣭㐠Ⴀ㸦㞟⣙ࡢ
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☜ಖᇶ‽᳨ࡢウ➼ࢆᣲࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿࡆ㸬≉㸪୵ᮏ⏫

㸪ἢᓊ㒊ࡢࡢࡶࡓࡋ㌿⛣㧗ྎ࡞ᏳࡽὠἼࡣ⯋ᗇࡣ

ࣜࡸࡇࡿ࠸࡚ࡗ❧ࡀ⯋ᗇᆅ❧࠸ࡋ㞴ࡀἣᢕᥱ≦ࡢ

㸪ሗ㞟ࡵࡓࡿ࠶ࡀᆅ⌮ⓗ≉ᛶ࠸㛗ࡀ⥺ᾏᓊࡢᘧࢫ

⌧ሙᑐᛂ㸦ࡤ࠼㸪᪂ᆺࢼࣟࢥឤᰁᑐ⟇ࡢࡽࡀ࡞ࡋࢆ

�� ㄢ㢟࡞㔜せࡀウ᳨ࡢဨయไ⫋ࡢ㑊㞴ᡤᑐᛂ㸧ࡢᡤ࢝

⏕Ⓨ㸪࣭Ᏻᨻࡽࡉ㸬ࡓࡋุ᫂ࡀࡇࡿ࠸࡚ࡗ࡞

㸪ࡿࡍ຺ࢆ⏕㛫ᕪⓎ࡞࠺ࡼࡢᆅ㟈ࣇࣛࢺ༡ᾏࡓࡋ

୵ᮏ⏫ࡣ୧㟈※ᇦ㏆ࡵࡓ࠸㸪༙ࠕࡿࡺࢃ࠸ࡢࠖࢀሙ

ᚩ≉ࡀࡇ࠺࠸ࡿ࠸࡚ࡋ⏕Ⓨࡀᐖ⿕ࡢὠἼ࣭ࢀᦂࡶྜ

�㸪ࢀࡽࡆᣲ࡚ࡋ ࡉᐃࡀᐖ⿕ࡿࡼࡳࡢ㟈※ᇦࡢࡘ

㸪ᐇ࡚ࡋࡢࡑ㸬ࡓࡋᾋୖࡀㄢ㢟ࡿ࡞␗ࡣᆅᇦࡿࢀ

㝿⿕⅏ࡿ࠸࡚ࡋேࡢᩆຓ࠺࠸ࡢࡿࡍ࠺ࢆ⿕ᐖ

�㸬ࡿ࠸࡚ࡗ࡞ㄢ㢟ࡶᑐᛂࡢ

⌧ሙ࣭㑊㞴ᑐ㇟ᆅᇦ⌜ࡢㄢ㢟㸦ᅗ �㸧ࡈࢬ࣮࢙ࣇࡣ

ࢀࡑ㸪ࢀࡉணࡀࡇࡿࡃ࡚ࡗࢃኚࡀࢬ࣮ࢽ࡞ᚲせ

ࡇࡿ࠶㔜せ࡛ࡀࡇࡃ࠾࡚ࡋウ᳨๓ࢆᑐᛂࡓࡏࢃྜ

�ࡣẁ㝵࡛ࡢሗⓎ௧㸦ㄪᰝ୰㸧ࠖ⮫ࠕ㸬ࡓࡋุ᫂ࡀ

⾲ �� ⅏ᐖᑐ⟇ᮏ㒊⌜ࡿࡅ࠾≧ἣ

ࣇ
䣷
䤀
ࢬ

⮫ሗ�

≧ἣ㸦๓ᥦ᮲௳㸧�

0� ௨ୖ� 0� ௨ୖ� 0� ௨ୗ�

⿕ᐖࡾ࠶� ⿕ᐖࡋ࡞� ⿕ᐖࡋ࡞� ⿕ᐖࡋ࡞�

ձ� ⮫ሗⓎ௧� ㄪᰝ୰� �ࠐ �ࠐ �ࠐ ͤ� 㸫�

ղ� ๓㑊㞴� ⮫ሗⓎ௧Ѝὀពᑐᛂ� �ࠐ 㸫� �ࠐ ͤ� 㸫�

⮫ሗⓎ௧Ѝ㆙ᡄᑐᛂ� �ࠐ 㸫� 㸫� 㸫�

㆙ᡄᑐᛂ� �ࠐ 㸫� 㸫� 㸫�

ճ� ㆙ᡄሗࡽὀពሗኚࡿࢃ � 㐌㛫ᚋ� �ࠐ �ࠐ 㸫� 㸫�

մ� ὀពሗࡢゎ㝖ࡿ࡞ � 㐌㛫ᚋ� 㸫� 㸫� 㸫� �ࠐ

ͤఇ᪥࣭ኪࡢᑐᛂ

ᅗ �� ୵ᮏ⏫ࡢ⅏ᐖᑐ⟇ᮏ㒊⌜ࡢ⅏ᐖᑐᛂࡿࡅ࠾⮫ሗⓎ௧ࡢㄢ㢟�

⾲ �� ⌧ሙ࣭㑊㞴ᑐ㇟ᆅᇦ⌜ࡿࡅ࠾≧ἣ

ࣇ
䣷
䤀
ࢬ

⮫ሗ� ≧ἣ㸦๓ᥦ᮲௳㸧� ഛ⪃�

ձ� ⮫ሗⓎ௧� ㄪᰝ୰� ᖹ᪥࣭᪥୰Ⓨ௧�ᮾᾏᆅ㟈Ⓨ⏕�� ��

ղ� ๓㑊㞴� ⮫ሗⓎ௧Ѝὀពᑐᛂ� ᆅ㟈 �� ศᚋ�ᖹ᪥᪥୰࣭ὀពᑐᛂࡀⓎ௧�� ��

⮫ሗⓎ௧Ѝ㆙ᡄᑐᛂ� ྡྂᒇ୕ࡸ㔜࡛⿕ᐖ㸪୵ᮏ࡛ࡣ⿕ᐖࡣ㝈࡚ࢀࡽ

�ᐃࡿ࠸
��

㆙ᡄᑐᛂ� � 㐌㛫ࡢ㆙ᡄᑐᛂࡓࡗ࡞ሙྜ�㐨㊰࣭ேⓗ⿕ᐖ

��ࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠶ࡶ
��

ճ� ㆙ᡄሗࡽὀពሗኚࡿࢃ � 㐌㛫ᚋ� ୵ᮏࡢ⿕ᐖࡣ㝈ࡿ࠸࡚ࢀࡽᐃ�ᮾᾏ࡛⿕ᐖ�� ᐃ࣭࣒࣮ࣞࢡ㉁ၥ㸭

ᐃࡿࢀࡉ≧ἣ࣭ពぢ�մ� ὀពሗࡢゎ㝖ࡿ࡞ � 㐌㛫ᚋ� ୵ᮏࡢ⿕ᐖࡣ㝈ࡿ࠸࡚ࢀࡽᐃ�ᮾᾏ࡛⿕ᐖ��
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ᅗ �� ୵ᮏ⏫ࡢ⌧ሙ࣭㑊㞴ᑐ㇟ᆅᇦ⌜ࡢ⅏ᐖᑐᛂࡿࡅ࠾⮫ሗⓎ௧ࡢㄢ㢟�

⮫ሗ࣭⿕ᐖ≧ἣ㛵ࡿࡍሗ㞟㸪㛵ಀ⪅㸦ඣ❺㸪

ಖㆤ⪅㸪せ㓄៖⪅࡞㸧ࡢ⾜ືᣦ♧ࡸᑐᛂ᪉ἲ㸪࣓ࣥࢱ

࡞ほගᐈ࠸࡞ࡢウ㸪ᅵᆅ᳨຺ࡿࡍ㛵᪉ἲࡢࢣࣝ

࡞♧ᣦື⾜ࡢᴗ⥅⥆࣭㑊㞴ࡢᣦ♧㸪Ẹ㛫ᴗື⾜ࡢ

㆙ᡄሗࡽ㸬⮫ሗࡿ࠶ࡀᚲせࡿࢀࢃ⾜ࡀウ᳨ࡢ

ኚࡿࢃẁ㝵࡛ࡣ㸪㛗ᮇ㑊㞴ࡢࡸࡅࡧ㑊㞴ㄏᑟ⤊᪉

ἲ᳨ࡢウ㸪ฟඛࡿ࠸࡞ᚑᴗဨࡢᏳྰ☜ㄆ᪉ἲ㑊㞴

ሗࡢ࿘▱ࡀ࠺⾜࠸ࢆㄢ㢟࡛ࡿ࠶㸬ࡓࡲ㸪㆙ᡄᑐ

ᛂࡢẁ㝵࡛ࡣ๓㑊㞴ᑐᛂୗ࡛ࡢᖹᖖᴗົయไࡾྲྀࡢ᪉㸪

⏕άࡾྲྀࡢࢫࣥࣛࣂࡢ᪉㸪� 㐌㛫ࡢ㛗ᮇ㑊㞴ࡢ୰࡛ࡢ

≀㈨☜ಖࡢၥ㢟㸪๓㑊㞴⏕ά⪅㛵ࡿࡍሗ㸦ㄡࡀ

࣭⪅㸧㸪ಖㆤࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿ㏦ࢆ㑊㞴ᡤ࡛㑊㞴⏕άࡢ

ඣ❺ࡢᏳྰ☜ㄆࡢ᪉ἲඣ❺ᘬΏࡋ㛵᳨ࡿࡍウ㸪㊊Ṇ

ࡉ㸬ࡿ࠶ࡀᛶ⬟ྍࡿࢀࡽࡵồࡀᑐᛂࡢほගᐈࡿࢀࡉࡵ

ࡢὀពᑐᛂࡣẁ㝵࡛ࡿࢃኚὀពᑐᛂࡽ㆙ᡄᑐᛂࡽ

୰࡛㏻ᖖᴗົ࠺ࡼࡢ㸪࡛ࡲࡇษࡀࡇࡿ࠼᭰ࡾ

�㸪ࢇࢁࡕࡶࡣࡇࡿࡍウ᳨ࢆࡿࡁ࡛ 㐌㛫ᙉไ㑊㞴

᪉ࡿࡍᕼᮃࢆ⥆⥅୰࡛㑊㞴ࡢ࠼᭰ࡾษࡢ㑊㞴⮬ࡽ

㸬ࡓࡋุ᫂ࡀࡇࡿ࠶ࡀᚲせࡃ࠾࡚ࡋウ᳨ࢆᑐᛂࡢ

㸳㸬ࡵࡲ
� ᮏ◊✲ࢆ㏻࡚ࡋఫẸࡢ㑊㞴ᅔ㞴༊ᇦࡢࡽ㑊㞴࠼⪄ࢆ

࡚࠸ࡘㄢ㢟ࡢᨻᑐᛂ⾜ࡢሗⓎ௧⮫࡞㔜せ࡛ୖࡿ

ࡗ࡞ࡽ㸪ᅇ᫂ࡣ㸬ᚋࡓࡁ࡛ࡀࡇࡿᚓࢆぢ▱ࡢ

ࡋゎỴ࠺ࡼࡢࢆㄢ㢟ࡢᨻᑐᛂ⾜ࡢሗⓎ௧⮫ࡓ

ලࡢఫẸࡢᆅᇦ࡛࡚࠼ࡲࡩࡶᨻᑐᛂ⾜ࡓࡲ㸪ࡢࡃ࠸࡚

యⓗ࡞ᑐᛂ㸦㑊㞴ᑐᛂࡾࡃ࡙ࡕࡲࠊᑐᛂ㸧࠺ࡼࡢࡣ

�㸬ࡿ࠶࡛ࡾࡶࡘࡃ࠸࡚ࡋウ᳨࡚࠸ࡘࡢ࠸Ⰻࡤࢀࡍ

ㅰ㎡�

ᮏ◊✲ࡣ㸪ᩥ㒊⛉Ꮫ┬ࡢ⛉Ꮫᢏ⾡ヨ㦂◊✲ጤクᴗࠕ㜵⅏ᑐ⟇

࡚ࡋ⎔୍ࡢࠖࢺࢡ࢙ࢪࣟࣉ✲◊ᆅ㟈ㄪᰝࣇࣛࢺ༡ᾏࡿࡍ㈨

ᐇࡿ࠶࡛ࡢࡶࡓࡋ㸬ࡇࡇグ࡚ࡋㅰពࡍࡲࡋ⾲ࢆ㸬

⿵ὀ�

㸦�㸧ᑐ㇟ᆅᇦࡣ῝㸪Ᏻᣦ㸪⏣Ꮚ㸪Ụ⏣㸪⏣୪㸪᭷⏣㸪㧗ᐩ㸪

Ⰽ㸪୵ᮏ㸪ฟ㞼㸪㡲Ụ㸪ᶔ㔝㸪ᓥ㸪ጲ㸪ఀ୵㸪すྥ࣭

ྂᗙ㸪ὠⲴ㸪⏣ཎ࡛ࡿ࠶㸬

ཧ⪃ᩥ⊩�

�� ୰ኸ㜵⅏㆟� 㜵⅏ᑐ⟇ᐇ⾜㆟� ༡ᾏࣇࣛࢺἢࡢ࠸ᆅ㟈ほ

 ࣭ホ౯ᇶ࡙ࡃ㜵⅏ᑐᛂ᳨ウ࣮࣡ࣉ࣮ࣝࢢࢢࣥ࢟㸸༡ᾏࢺ

࠸ࡘ᪉ࡾ࠶ࡢ㜵⅏ᑐᛂࡃᇶ࡙ᆅ㟈ほ ࣭ホ౯ࡢ࠸ἢࣇࣛ

࡚㸦ሗ࿌㸧㸪��������

�㸧ෆ㛶㒊㸦㜵⅏ᢸᙜ㸧㸸༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈ࡢከᵝ࡞Ⓨ⏕ᙧែഛ

➨㸦ࣥࣛࢻ࢞㜵⅏ᑐᛂ᳨ウࡓ࠼ �∧㸧㸪��������㸪�����

� ୍㒊ᨵゞ�

�㸧㟼ᒸ┴༴ᶵ⟶⌮㒊㸸༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈ࡢከᵝ࡞Ⓨ⏕ᙧែഛ࠼

�㜵⅏ᑐᛂ᳨ウࡓ 㟼ᒸ┴∧ࣥࣛࢻ࢞㸪�������㸬

�㸧㧗▱ᕷ㸸ࠕ༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈⮫ሗࠖಀࡿ㜵⅏ᑐᛂ᪉㔪㸪

������㸪������ ୍㒊ᨵゞ㸬

�� ᮌసᑦᏊ㸪⚟ఙኵ㸸༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈㛵㐃ࡿࡍሗ㸦⮫㸧

ᆅ❧⏫୵ᮏ̿✲◊ࡿࡍ㛵ᑐᛂࡢタ♴⚟ࡢ㝿ࡓࢀࡉฟࡀ

̿㸪᪥ᮏᘓ⠏ᏛᏛ⾡ㅮ₇᱾ᴫ㞟㸪ࡢᅬࡁࡋ㣴≉ࡿࡍ

��������

�㸧ᮡᒣ㧗ᚿ㸪▮Ᏺඞஓ㸸༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈ࠕࡢ⮫ሗࠖ㛵ࡍ

ࠖ⦆⏫₻㸸㯮ࢻ࣮ࣟࢫࣟࢡࠕ࣒࣮ࢤ㛤Ⓨ̿㜵⅏ࡢ㜵⅏ᩍᮦࡿ

➨ᐇ㊶㸪᪥ᮏ⅏ᐖሗᏛࡢ �� ᅇᏛண࿌㞟㸪����㸪

SS�������

�㸧▮Ᏺඞஓ㸪ᮡᒣ㧗ᚿ㸸ࡓ࠸⏝ࢆࠖࢻ࣮ࣟࢫࣟࢡࠕ㸺⪅ᢥ୍

㸼ࡢඞ᭹㸫᪂ᆺࢼࣟࢥឤᰁ༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈ࡢ⮫ሗᑐ

ᛂ࡚ࡗࡄࡵࢆ㸫㸪ᆅ༊㜵⅏ィ⏬Ꮫㄅ㸪➨ �� ྕ㸪SS������㸪

�������

�㸧Ᏻᮏ┿ஓ㸪▼℈㝠㸪᳃㔝࿘㸪㛵㇂┤ஓ㸸ࠕ༡ᾏࣇࣛࢺᆅ㟈

㛵㐃ࡿࡍሗࠖᑐࡿࡍఫẸࡢᛂ㸪⅏ᐖሗ㸪1R�����㸪

᪥ᮏ⅏ᐖሗᏛ㸪SS�������㸪�������

�㸧୵ᮏ⏫㸸୵ᮏ⏫ὠἼ㜵⅏ᆅᇦ࡙ࡾࡃ᥎㐍ィ⏬㸪ḷᒣ┴୵ᮏ

⏫㸪�������

��㸧୵ᮏ⏫㸸୵ᮏ⏫ᆅᇦ㜵⅏ィ⏬㸪୵ᮏ⏫㜵⅏㆟㸪௧ � ᖺ

ᗘಟṇ�

-  194 -



障害児者を支える福祉事業者の災害対策の現状に関する研究

-京都府山城北圏域を対象として-
Research on the Current State of Disaster Preparedness  

of Welfare Providers Supporting Children with Disabilities 
-For the Yamashiro-Kita area in Kyoto Prefecture

前川良栄
1
，澤田雅浩

1

Yoshie MAEKAWA1 and Masahiro SAWADA1 

1 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 
     Graduate School of Disasuter Resilience and Governance, University of Hyogo 

Persons with disabilities, especially school-aged children with disabilities, travel extensively, commuting to and from 
schools across municipal administrative boundaries and contracting with welfare offices outside their places of 
residence. On the other hand, the business types of welfare service offices are also diverse, and the possibility of 
business continuity in the event of a disaster is also expected to be diverse. Therefore, we conducted a questionnaire 
survey of service providers in the Yamashiro-kita area of Kyoto Prefecture to clarify the actual conditions and issues. 

Keywords : children with disa bilities, welfare, business continuity, welfare offices, disaster prevention 

１．はじめに
(1) 災害時における福祉

近年の度重なる自然災害において，障害者や高齢者の

犠牲者はなお高い比率を占めている．災害時に障害児者

の生命を守り，発災後の日常生活を継続するためには，

本人及び保護者家族，福祉事業者，地域の連携した取組

みを改めて対策として講じていく必要性は高い．

しかし障害児者は多様な支援を利用しながら地域で生

活している現状がある．居住する行政地域を超えて通学

や福祉事業の利用をしているような，日常生活の中で日

常的に広域な移動をおこなう障害児者が多数存在してお

り，その対策はより多面的な検討が必要となる．さらに

障害児者の日常生活を支える福祉サービス事業所の事業

形態も多様化しており，災害時の事業継続に課題への対

応や備えについても不十分である可能性もある．災害時

だけでなく平時においても福祉サービスが業務を停止す

ることになれば，障害児者の日常生活の質の低下や保護

者家族の生活の継続にも関わる課題といえる．

(2) 研究の目的

2017 年 6 月の水防防等の一部改正により，要配慮者利

用施設の避難確保計画の作成及び避難確保計画に基づく

避難の確保のための訓練が努力義務から義務とされた．

また 2021 年 5 月の災害対策基本法の改正により，優先度

の高い避難行動要支援者に対する個別避難計画作成等，

避難行動支援に関する取り組み指針が改定された．避難

行動支援を行うのは，通学する学校や保護者だけではな

く，福祉事業者も含まれる．しかし事業者の災害への備

えがどのような状況にあるのかはまだ十分に把握されて

ない．そこで，本調査では京都府山城北圏域で障害者向

け福祉サービスを提供する事業者に対しアンケートを実

施し，現状における災害対応の実態を整理することを目

的とする．

２．調査概要
(1) 調査対象

京都府山城北保健所に登録している障害児者向け福祉

サービス提供事業者を対象とし，質問紙を福祉サービス

事業登録している法人，会社等の本部に郵送し，回答を

依頼した．調査対象は 137 法人 140 施設である．なお，

京都府山城北圏域は山城北保健所が所管している宇治市，

城陽市，八幡市，京田辺市，井手町，宇治田原町，久御

山町の 4市３町の地域である．  
(2) 調査概要

2021年 7月 29日に郵送し，8月 19日到着分をもって回

収終了とした．回答数は 40票であり，回収率は 28.5％で

ある．主な調査内容は，事業内容についてと事業者の災

害時の対応，事前の対策についてである．

３．調査結果
(1) 回答者の属性

回答者の事業内容を表１で示す．

表 1 回答者の属性と回答数 

作業所および施設で約９割を占めている．なお，就労

系事業所及び，生活介護事業所を提供する事業者を作業

所，入所施設事業者を入所とし，作業所や入所施設以外

のサービス提供事業者（居宅介護事業所や，短期入所事

属性 提供する障害福祉サービス 回答数 

作業所 
就労継続⽀援（A 型・B 型）施設 

⽣活介護施設 
16

（40%） 

施設 
居宅介護 児童発達⽀援 

放課後等デイサービス 
21 

(52%) 

⼊所 施設⼊所 
3 

(7%) 

地域安全学会梗概集 No.50, 2022.5
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業所，放課後等デイサービス事業所等）を施設として分

類している．

(2) 施設の立地

a）施設の立地場所 
サービスを提供する施設の立地する場所のハザードを知

っていると答えたのは，作業所，入所施設ではすべての

施設であり，施設では 71.4％となった．施設が提供して

いる福祉サービスは，居宅介護や児童発達支援，放課後

等デイサービスであり，障害児者の日常生活において学

校や作業所と家庭との合間といえる時間を過ごす場であ

るが，その場所がどんな災害危険があるのかを施設側が

認識していないケースが存在することが明らかとなった．

なお，施設種別ごとに施設の立地にどのようなハザー

ドが想定されているかについて整理したものが図１であ

る．どの施設でも洪水・浸水想定区域内に立地している

という回答が約半数となっている．

図 1 施設の立地場所の災害想定 

回答全体の 84％の事業者の施設が災害が想定されてい

る立地であり，うち 10 事業者は 3.0m 以上の浸水被害が

想定される区域内に立地している．そのほか，土砂災害

特別警戒区域に接していると回答した施設もあり，災害

時に施設そのものが被害を受ける可能性が高い場所に立

地している傾向が高いことが明らかとなった．

b）施設の閉所 
ハザードマップ等に示される災害想定では 84%が想定

区域内に立地しているが，施設の閉所基準を決めている

と回答したのは作業所が 67％で施設では 40％であった．

入所施設は施設そのもので日常生活を送っていることか

ら他の事業者と比較して閉所が難しい業務実態といえる．

そのため入所施設の事業者は閉所基準を定めるよりむし

ろ業務を継続できる計画作成が必要とされていることが

うかがえる結果となった．施設立地場所の災害想定では

施設からの移動する避難が考えられる．また，作業所や

施設における閉所基準の内容を図２に示す．気象警報が

圧倒的に多くなっていることがわかる．一方で，警報発

令より前に閉所をするといった事前に安全を考慮すると

いう回答は極めて少なくなっている．ただし，立地する

場所で想定される災害による被害を考えると，より早い

段階で閉所を検討するという対応も必要である． 

図 2 閉所基準の内容（複数回答） 

(3) 避難訓練（防災訓練）

a）避難訓練（防災訓練）の実施状況

災害に備えた訓練の実施状況を，図３で示す．

図 3 避難訓練（防災訓練）の実施状況 

 作業所での訓練実施と比較すると，施設での実施が低

いことがわかった．施設は日々の利用者が固定化されて

いないため，避難訓練等の実施を利用者と行うことが難

しいことがうかがえる．施設利用をする障害児者が災害

で被害を受けないようにするためには，訓練内容を工夫

するなどしながら，対応を図る必要が示唆された．

b）訓練内容 
実施されている訓練内容に関する回答結果を，図 4 に

示す．先述の通り，施設立地場所が災害想定区域内であ

ると 27 事業者が回答しているが，施設以外の避難場所へ

の移動を伴う訓練を実施していたのは 10 事業者であった． 
また過去の災害で福祉施設が被災状況から，地域と連

携した災害対応が必要性が指摘されているが，今回の調

査では災害に備えた地域等との連携については「地域と

連携や協力体制がある」と回答したのは 4 事業者であり， 
「他の事業者との連携がある」と回答したのは 9 事業者

である．なおこれは回答全体の約３割にしかすぎず，さ

らに「実際に合同訓練を行なったことがある」と回答し

たのは２事業者にとどまった．事業者による災害対応に

関しては，調査を実施する際の事前ヒアリングで，マン

パワーの不足や地域との連携がないこと等が不安材料と

してあげられていた．アンケート結果からも事前に地域

等との連携体制を構築するところまで事業者の災害対応

が進んでいない実情があることが明らかとなった． 

図 4 避難訓練（防災訓練）の訓練内容（複数回答） 

(4) 防災マニュアル

a）災害対応

 防災マニュアルの作成状況は，約半数の事業者が作成

済みと回答しており，作成中であるという回答を合わせ

ると約９割で取り組まれている．その内容については，

「管理職が不在の災害対応について」であり，約半数が

対応を決めていると回答している．なお，具体的には

「連絡体制を定めている」という回答が最も多く，次に
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「指揮命令系統」となっている．作業所，施設ともに連

絡体制を定めているのは回答の約半数となっている． 

図 5 発災時の対応内容（複数回答） 

b）利用者対応 
自然災害発生後の利用者への対応のうち，施設におい

て，利用者を保護者へ引き渡す際の方法の検討に関する

回答結果を図 6 に示す．「引渡しを決めている」「検討

中」も合わせると約８割の施設では保護者への引き渡し

方法を検討していることが明らかとなった．一方で 1ヶ
所だが入所施設で引き渡さないと決めている事業者もあ

った．入所施設利用者の中には災害発生時に戻る自宅が

なかったり，家族での受け入れが困難となる状況も想定

される．利用者の引渡しは，事前に利用者の自宅周辺の

災害想定を考慮し，自宅に帰ることによる被災等も検討

する必要ある．施設単体では引き渡すことを前提に計画

が策定されることになりがちであるが，個別支援計画内

に個別避難計画を加えることでこういった課題への対応

が可能になる可能性がある．

図 6 発災時の利用所の保護者への引渡し 

c）災害対応について保護者への説明 
災害対応の保護者への説明状況に関する回答結果を図

7 に示す．保護者へ事前に災害時の対応を伝えていると

回答したのは全体の約半数であった．施設の場合は直前

に対応を連絡するという回答も約３割を占めている．な

るべく閉所をしない対応を含め，利用者の利便性を損な

わない対応であると見ることもできるが，直前に閉所を

決定したりすると，図 6 で示したように，引き渡し方法

如何によっては利用者が孤立をしたり，安全を確保でき

ない状況になる可能性がある．

図 7 災害対応について保護者への説明 

(5) 災害時の職員・利用者・保護者との連絡体制

a）災害時の安否確認

 ここでは，災害発生時の職員の安否確認の方法および

利用者・保護者の安否確認の方法を検討しているかどう

かについての結果を示す（図 8，図 9）．施設においては

職員の安否確認方法を決めているのは半数を超えている

が，作業所の場合，安否確認方法を決めていないと回答

した事業所が４割にのぼっている．また，利用者・保護

者の安否確認の方法を決めているとの回答は職員の安否

確認に比べてどの施設形態でも低い結果となった．安否

確認方法を決めていないという回答が全体でも半数を超

えている．特に障害児者の場合，災害時であっても普段

と同様の生活環境が必要とされる場合も多い．その点を

考えると，普段の状況と異なる事態が起こりうることも

想定して，安否等の確認を関係者全体で行うことも重要

となるがそこまでは対応がなされていないことが明らか

となった．

図 8 安否確認（施設職員） 

図 9 安否確認（利用者・保護者） 

なお，安否確認を行う際の情報通信手段に関する回答

結果を結果を，図 10，11 に示す．連絡手段は，職員，利

用者・保護者ともに LINEを利用するが高い結果となっ

た．災害伝言ダイヤルの活用はどちらも低く，日常使用

しているものを災害時にも使用することを想定している

ことがうかがえる．その他の中に職員間の連絡手段で，

snsの DMを利用すると回答した事業者もあった． 

図 10 安否確認の手段（施設職員） 

図 11 安否確認の手段（利用者・保護者） 
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(6) 利用者支援

a）施設以外の場所での利用者の支援

 特に施設では，移動支援や行動援護，同行援護等の福

祉サービスや団体での旅行やイベント等，施設以外の場

所での支援活動も提供されている．内容によっては，利

用者と支援者の２人きりで施設外の行動となることもあ

り，災害発生時に適切な対応を図ることが難しい状況に

陥ることも考えられる．そこでここでは，施設外での行

動時の災害対応についての回答結果を整理する．施設外

での利用者支援の際の災害対応についての結果を．図 12
に示す．

図 12 施設外での支援活動時の対応 

対応を決めていると答えたのは 5 事業者となり，検討

している事業者を含めても低い結果となった．公共交通

機関の利用中に被災したり，介護者が単独で十分な対応

が図れなくなるなど，多くの課題が想定されるため，施

設での災害対応に加えて今後は検討が必要と考えられる

がまだそこまで対応ができていない状況が明らかとなっ

た．利用者の安全を確保しながら情報の収集や連絡を行

う等，支援者が独自で判断をするためにも事前に対応を

検討し職員，保護者と対応を共有しておくことが利用者

や保護者にとって重要であり，職員の安全確保のために

も十分な準備が必要となる．また送迎をおこなっている

事業所は送迎ルート時の対応も課題となる．

(7)避難確保計画の策定状況

避難確保計画の作成状況の結果を，図 13 に示す．作業

所は計画作成状況に比較し，施設は低い結果となった．

また，相談支援事業を行う事業者に対して，個別避難計

画を知っているかどうかをたずねたところ，知っている

という回答は約２割にとどまり，知らないという回答が

過半数となった．

図 13 避難確保計画の作成状況 

調査実施時期が 2021 年 7 月末であり福祉事業者への説

明等，市町村の取組みがこれから始まる時期であった可

能性も考慮しなければならないが，認知が十分に図られ

ていないことが明らかとなった．２つの事業者に対して

20214 月にヒアリングを行った際も，どちらも聞いたこ

とがないとの返答であった．

(8)福祉避難所協定

福祉避難所の指定状況を WEB サイトで確認できる市

町村に関して，調査の回答で福祉事業所の協定を結んで

いると回答した事業所の数の食い違いが生じている（表

2）．市町村の中には，福祉避難所の開設に関する協定を

結んでいる場合，その施設名を公表している場合があ

る．それらと回答を得られた事業所のうち，指定されて

いるのに協定を結んでいないと回答していたり，指定さ

れていないのに協定を結んでいると理解しているような

認識のズレが生じていることが明らかとなった．特に前

者の場合，福祉避難所を開設することになっているのに

対応がなされないと，混乱が生じる懸念があることが明

らかとなった．また福祉避難所協定を結んでいる施設の

立地についても，洪水浸水想定区域内もしくは土砂災害

警戒区域内となっていることがわかった．こういった場

合，災害の種類によっては開設されないこともある，と

いう状況認識の統一が，自治体と施設間だけでなく，利

用者や保護者にもなされる必要性があることが示唆され

た．

表 2 福祉避難所協定の認識状況（事業者数） 

市町村 アンケート結果 市町村記載 
A ２ ３ 
B ０ ４ 
C ２ ３ 

４．おわりに
今回は京都府の一部地域の結果であり，全ての障害者向

け福祉サービス提供事業者の災害対応は同様であるとは

いえないが，障害児者を災害時にも守るための対策は制

度の施行などにより進められているものの，直接の担い

手となる事業者の対応はまだ十分には図られていなこと

が明らかとなった．障害児者やその保護者の自助として

の備えは必要ではあるが，平時の生活において何らかの

支援を必要としている当事者にとっての備えの中には福

祉サービスの早期の復旧や継続が必要となるが，その実

現にはまだ大きな困難があることがわかる．

また福祉サービスの利用者には災害時避難行動要支援

者に含まれない障害児者や，障害者手帳を所持しない利

用者も含まれる．言い換えれば障害者向け福祉事業者が

災害への備えを計画することで，地域で生活する障害児

者の多くにとって災害時の備えとなり，事業者が地域と

連携することで地域の障害理解に繋がる可能性も秘めて

いる．災害時の個別避難計画の作成を進めると同時に，

障害福祉事業者の規模に関わらず災害時の計画を作成す

ることが災害時の障害児者の生活や命を支えることにな

ることにもつながりうる．そのことを踏まえ，実効性の

高い計画策定，その実行を担保するための方策を検討し

ていくことが必要となる．
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㜵⅏・危ᶵ⟶⌮ㄢの⮬体⫋員の⅏害ケースマネジメント⬟力と 
パーソナルネットワークの㛵㐃性 

Relationship between Disaster Case Management Ability of Local government 
Employees for Disaster prevention and Crisis Management and Personal Network 

福島 㯞斗
1
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   In this study, we conducted a questionnaire survey of local government employees in the Disaster Prevention and 
Crisis Management Division with the aim of clarifying the relationship between disaster case management ability and 
personal networks. From the results of the questionnaire, it was confirmed that the disaster case management ability 
consists of four abilities: expertise, management ability, confrontation ability, and preparation ability. In addition, the 
personal network could be classified into four clusters: small-scale type, work area type, welfare type, and large-scale 
/ professional type. Looking at the capacity values by cluster, the large-scale type has the highest ability to specialize, 
manage, and prepare. As a result, it was suggested that it is effective to build a personal network with various people 
inside and outside the work area in order to improve some disaster case management abilities 

Keywords : disaster case management㸪personal network㸪government employees 

㸯㸬はじめに 
全国各地の⿕災地では㸪災害ケースマネジメント型の

支援が展㛤されている㸬災害ケースマネジメントを実⾜

するためには㸪多様な支援⪅が㐃携して㸪協働する必せ

があるとされている㸬実㝿に㸪仙台市や熊本市では㸪⮬

治体⫋員を含む多様な主体が㐃携して㸪⿕災⪅支援に当

たっていたことが報告されている1),2)㸬㫽取県では㸪㜵災

危機管理基本条例を改正し㸪災害ケースマネジメントを

恒久的な仕組みとして位置付けるなど㸪⮬治体が支援体

制を整え㸪⮬治体⫋員が支援の担い手となっている㸬

2019年には㸪東北弁ㆤ士会㐃合会3)は㸪地方⮬治体に対

して㸪中心的役割を担いつつ㸪平時から災害ケースマネ

ジメントの体制づくりを㐍めることを提ゝし㸪㒔㐨府

県・市町村が各地域㜵災ィ画において㸪弁ㆤ士をはじめ

とする専㛛士業団体㸪その他の民㛫団体との㛫で㸪支援

のために㸪ネットワークを強化するべきことをゝ及して

いる㸬2022年には㸪内㛶府(㜵災担当)4)は㸪今後㸪災害ケ

ースマネジメントを実⾜していくにあたって㸪⾜政を含

む⿕災⪅支援に係る様々な㛵係⪅と平時から㛵係構築を

⾜うことをㄢ㢟として挙げている㸬このように㸪各⮬治

体では㸪災害ケースマネジメントの体制づくりが求めら

れる中で㸪支援⪅同士のネットワークを構築する㔜せ性

が強ㄪされている㸬また㸪㐣去に災害ケースマネジメン

トが実⾜されたいくつかの⿕災地の事例をぢると㸪支援

⪅⮬㌟が保有・構築した人的ネットワークを用いて支援

を⾜っていた例が存在している5),6)㸬以上のことから㸪災

害ケースマネジメントを実⾜するためには㸪支援⪅㛫を

結ぶ人的ネットワークを構築することが効果的だと考え

られる㸬ところで㸪災害ケースマネジメントは㸪㜵災ㅖ

機㛵や平時の制度や制度㐠用するㅖ機㛵とㄪ整と㐃動を

図ることであるため2)㸪⮬治体⫋員の中でも㸪特に㜵

災・危機管理の業務に従事している⫋員のパーソナルネ

ットワークが㸪より災害ケースマネジメントの実⾜に寄

与するのではないかと考える㸬㜵災・災害分㔝のネット

ワークに㛵する既往研究を概ほするとパーソナルネット

ワークが㜵災⾜動や災害に対する取組に与える影㡪7)や㸪

ソーシャルキャピタルが⮬助・共助意㆑の㧗さに与える

影㡪を明らかにした研究8)などの積はあるが㸪災害ケ

ースマネジメントとネットワークの㛵係性や実態につい

て明らかにした研究は筆⪅の管ぢの㝈り散ぢされない㸬

本稿は㜵災・危機管理の業務に従事している⮬治体⫋

員を対㇟に㸪パーソナルネットワークと災害ケースマネ

ジメント⬟力(以下㸪ケースマネジメント力)との㛵㐃性

を明らかにすることを目的とする㸬 

㸰㸬ㄪᰝのᴫせ 
本稿の目的を㐩成するために㸪市町村単位の⮬治体の

㜵災・危機管理ㄢの⮬治体⫋員に対してアンケートㄪ査

を実施した㸬アンケート㓄布を 2021 年 11 月 22 日から⾜

い㸪滋㈡県㸪京㒔府の⮬治体の危機管理・㜵災に㛵する

㒊署にアンケートの協力を依㢗し㸪了承が得られた 38 ⮬

治体にアンケートを㏦付し㸪㓄布を依㢗した㸬㏦付方法

は手渡し並びに㒑㏦で㸪受け取り方法は直接受け取り㸪

レターパックによる㒑㏦回収とした㸬アンケートの㓄布

数は 239 㒊㸪回収数は 125 㒊㸪回収率は 52㸣であった㸬

なお㸪アンケート㡯目は㸪既往研究 2),9),10)や文献 1),6),11)

を参考に作成した支援時と平時における㉁問㡯目㸪パー

ソナルネットワークとした㸬

地域安全学会梗概集 No.50, 2022.5

-  199 -



㸱㸬分ᯒの⤖ᯝ 
㸦1㸧ケースマネジメント力の抽出

㜵災・危機管理に従事する⮬治体⫋員におけるケース

マネジメント力を抽出するために㸪支援時と平時におけ

る㉁問㡯目に対して主因子法(プロマックス回㌿)を用い

た因子分析をヨみた㸬その結果㸪支援時においては㸪3つ
の因子が抽出された(⾲1)㸬第პ因子は⿕災⪅支援の政策の

知㆑と立案や⿕災⪅支援制度への理ゎといった内容の㡯

目が㧗い㈇Ⲵ㔞を示していた㸬そこで第პ因子を「専㛛

力」と命名した㸬第ჟ因子は専㛛家などとの㆟ㄽを⾜う

ことや⿕災⪅と支援⪅をつなげるといった姿勢に㛵する

内容の㡯目が㧗い㈇Ⲵ㔞を示していた㸬そこで第ჟ因子

を「管理力」と命名した㸬第რ因子は⿕災⪅と直接的に

対応することや㸪㛵係性を構築することに㛵する内容の

㡯目が㧗い㈇Ⲵ㔞を示していた㸬そこで第რ因子を「対

峙力」と命名した㸬平時においては1つの因子が抽出され

た(⾲2)㸬平時から他⪅と⿕災⪅支援の相互理ゎを図るこ

とや㸪支援をィ画することに㛵する内容の㡯目が㧗い㈇

Ⲵ㔞を示していた㸬そこで第პ因子を「対策力」と命名し

た㸬

⾲ 1 支援の因子パターン 
支援時の因子 

(プロマックス回㌿後の因子パターン) პ ჟ რ 

㐣去の⿕災地でどのような⿕災⪅支援政策

が実⾜されたのかを知っている 
0.82 0.41 0.33 

㐣去の災害から新たに必せとなる⿕災⪅支

援の仕組みを考えることができる 
0.77 0.47 0.23 

あらゆる⿕災⪅支援制度を理ゎしている 0.75 0.50 0.36 
現在の⿕災⪅支援制度の問㢟点をㄝ明でき

る 
0.69 0.43 0.21 

社会福祉制度の仕組みについてㄝ明できる 0.58 0.43 0.22 
罹災ド明書についてㄝ明できる 0.48 0.33 0.18 
支援団体や他㒊局の⮬治体⫋員と一人で交

渉することができる 
0.59 0.76 0.38 

ファシリテートの⬟力があり、中立的・客

ほ的な判断・サポートができる
0.51 0.76 0.47 

専㛛家や異なった立場の人と意ぢ交換がで

きる
0.39 0.75 0.29 

立場や意ぢの異なる人に働きかけて、巻き

㎸むことができる
0.51 0.72 0.35 

様々な情報の㞟約・整理ができる 0.45 0.71 0.40 
支援団体や⮬治体⫋員に指示を出すことが

できる 
0.61 0.62 0.21 

⮬分の持っている情報・意ぢをわかりやす

く他⪅に伝えることができる 
0.32 0.55 0.47 

ヰしやすい㞺囲気を作って、⿕災した人か

らヰを引き出せる 
0.22 0.40 0.80 

⿕災した人と同じ目線で接することができ

る 
0.29 0.17 0.75 

⿕災した人と㐲慮なく、ヰし合える信㢗㛵

係を築くことができる 
0.24 0.50 0.72 

⿕災した人に簡潔で理ゎしやすいㄝ明や助

ゝができる 
0.26 0.55 0.67 

⾲情の変化、㌟なり、体ㄪなどから⿕災し

た人の状態をㄞみ取ることができる 
0.31 0.34 0.47 

因子㛫相㛵 პ ჟ რ 
პ - 0.57 0.34 
ჟ - 0.48
რ - 
Į 0.84 0.87 0.80

⾲2 平の因子パターン 

㸦2㸧パーソナルネットワークの傾向と㛵㐃性

㜵災・危機管理に従事する⮬治体⫋員のパーソナルネ

ットワークを把握するために㸪⮬治体⫋員㸪㠀営利団体㸪

不動産・建タ会社に勤務している人(以下㸪不動産・建タ

㛵係⪅)㸪保健師㸪弁ㆤ士㸪税理士㸪建築士㸪福祉㛵係⪅㸪

医療㛵係⪅㸪㆙察官で勤務地域内と勤務地域外で㐃絡が

取れる人の人数・知り合った年数をㄪ査した(⾲3㸧㸬な

お㸪㐃絡が取れる人の人数のタ問の㑅択⫥は㸪「0人」

「1㹼10人」「11㹼20人」「21㹼30人」「31人以上」とし㸪

知り合った年数のタ問の㑅択⫥は「1年未満」「1㹼5年」

「6㹼10年」「11㹼15年」「6㹼20年」「21年以上」とし

た㸬勤務地域内では⮬治体⫋員㸪㠀営利団体㸪不動産・

建タ㛵係⪅で人数が多いことが確ㄆできた㸬勤務地域外

では⮬治体⫋員㸪医療㛵係⪅㸪㆙察官の㡰で人数が多い

ことが確ㄆできた㸬士業㛵係⪅においては建築士の人数

と年数が㸪勤務地域内・外ともに多くなっているが弁ㆤ

士㸪税理士は低い傾向にあることが確ㄆできた㸬ネット

ワーク先の中でも㠀営利団体㸪不動産・建タ㛵係⪅㸪保

健師㸪福祉㛵係⪅は勤務地域内・外で人数㸪年数に大き

な差があることが把握できた㸬パーソナルネットワーク

のなかでも勤務地域内・外の㐃絡が取れる人の人数とケ

ースマネジメント力の相㛵㛵係を⾲4に示す㸬これにより

㐃絡が取れる人の人数と全てのケースマネジメント力の

㛫に正の相㛵㛵係が確ㄆできた㸬

⾲3 パーソナルネットワークの傾向と平均値 

ネットワーク先
勤務地域内 勤務地域外 

人数 年数 人数 年数 

⮬治体⫋員 18.9人 10.1೧ 12.7人 9.35೧
㠀営利団体 5.33人 5.97೧ 2.65人 2.42೧
不動産・建タ 

㛵係⪅ 5.22人 6.50೧ 2.78人 3.42೧

保健師 5.24人 6.64೧ 1.97人 2.95೧
税理士 0.88人 1.38೧ 1.50人 2.97೧
弁ㆤ士 0.79人 1.52೧ 0.88人 1.85೧
建築士 2.96人 5.55೧ 2.00人 3.48೧

福祉㛵係⪅ 5.22人 5.64೧ 1.70人 2.61೧
医療㛵係⪅ 3.80人 5.58೧ 3.46人 4.68೧
㆙察官 3.84人 3.30೧ 2.74人 3.96೧

注㸧平均人数と平均年数は㝵級値を用いて算出した 

平時の

因子 

(プロマックス回㌿後の因子パターン) Ⅰ 
災害発生前から、災害時の⾜動・支援について他

⪅と意思疎㏻ができる 0.74 

日㡭から、地域の様々な人とつながりや信㢗㛵係

を築くことができる  0.68 

地域のㄢ㢟からどのような⿕災⪅支援を⾜う必せ

があるのかを⮬分なりに考えることができる 0.68 

地域に存在する組織・団体のことを熟知している 0.55 
㜵災・㑊㞴カ練や研修に参加するなど、新しい知

㆑・情報の習得に努めている 
0.54 

地域のㄢ㢟からどのような⿕災住民が発生するか

想像できる 0.46 

⿕災⪅支援にはどのような分㔝や⫋⬟が必せかを

知っている 0.42 

因子寄与率 34.93 
Į 0.78 
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⾲4 㐃⤡がとれる人数とケースマネジメント力の 

┦㛵係数 

勤務地域

内人数 

勤務地域

外人数 
合ィ人数 

専㛛力 .409** .247** .356** 
管理力 .373** .306** .369** 
対峙力 .217* .227* .241** 
対策力 .305** .216* .283** 

 **.1% 水準で有意 *.5% 水準で有意 

(3)⮬体⫋員のパーソナルネットワークの分㢮

パーソナルネットワークの形態により㸪ケースマネジ

メント力との㛵係が変化することが考えられるため㸪パ

ーソナルネットワークをward法の㝵層クラスタ分析を用

いて分㢮を⾜った㸬その結果㸪㜵災・危機管理ㄢの⮬治

体⫋員をクラスタპ(29人)㸪クラスタჟ(34人)㸪クラスタ

რ(45人)㸪クラスタს(17人)の4つに分㢮することができ

た㸬次に㸪各クラスタの特徴を明らかにするために㸪合

ィ人数と平均年数のクロス㞟ィを⾜うと㸪以下のような

特徴をぢ出すことができた(⾲5)㸬各クラスタの特徴につ

いて㸪⾲5をもとに㏙べる㸬

クラスタპ㸸全体の合ィ人数㸪平均年数が全クラスタの

なかで最も少ない㸬㠀営利団体の合ィ人数は多くなって

いるが㸪弁ㆤ士㸪税理士のネットワークはない㸬クラス

タ内で最も人数と年数が多い⮬治体⫋員においてもほか

の3つのクラスタと比㍑して少ない傾向にある㸬よってク

ラスタპは「小つᶍ型」とする㸬

クラスタჟ㸸全体の合ィ人数㸪平均年数が全クラスタの

なかで3番目に多い㸬勤務地域内の合ィ人数と平均年数が㸪

勤務地域外の合ィ人数と平均年数よりもかなり多い㸬各

ネットワーク先においても㸪士業㛵係⪅を㝖いて勤務地

域内の人数と年数が勤務地域外のそれらを上回っている㸬

よってクラスタჟは「勤務地域内型」とする㸬

クラスタრ㸸全体の合ィ人数㸪平均年数が全クラスタの

なかで2番目に多い㸬しかし㸪士業㛵係⪅は建築士を㝖い

て少なくなっている㸬ネットワーク先のなかでも医療㸪

不動産・建タ㛵係㸪保健師㸪福祉の人数と年数が多い㸬

よってクラスタრを「⚟♴型」とする㸬

クラスタს㸸全クラスタの中で全体の合ィ人数と平均年

数が最も多い㸬士業㛵係⪅の人数と年数もほかのクラス

タよりも圧倒的に多くなっている㸬よってクラスタⅣを

「大つᶍ・士ᴗ型」する㸬

(4)クラスタとケースマネジメント力の㛵㐃性

⾲6にパーソナルネットワークのクラスタ別のケースマ

ネジメント力の平均値を示す㸬すべてのケースマネジメ

ント力において㸪大つ模・士業型の平均値が最も㧗くな

っている㸬また㸪専㛛力㸪管理力㸪対策力においては平

均値が大つ模・士業型が最も㧗く㸪次に福祉型㸪勤務地

域内型㸪小つ模型となっていることから㸪これらの⬟力

においては勤務地域内・外の多様な人とのパーソナルネ

ットワークが大きく㸪密であるほどケースマネジメント

力が㧗い傾向にあることがわかった㸬しかし㸪対峙力に

おいては大つ模・士業型が最も平均値が㧗くなっている

が㸪次に小つ模型㸪福祉型㸪勤務地域内型となっている

ため㸪この⬟力においてはパーソナルネットワーク以外

のせ因が影㡪していると考えられる㸬

㸲㸬まとめ 

 本研究では㸪㜵災・危機管理ㄢの⮬治体⫋員を対㇟に

災害ケースマネジメント⬟力とパーソナルネットワーク

の㛵㐃性を明らかにした㸬その結果㸪災害ケースマネジ

メント⬟力は専㛛力㸪管理力㸪対峙力㸪対策力の4つから

構成されていることを確ㄆした㸬また㸪パーソナルネッ

トワークを小つ模型㸪勤務地域内型㸪福祉型㸪大つ模・

士業型の4つのクラスタに分㢮することができた㸬クラス

タ別に⬟力値をみると㸪専㛛力㸪管理力㸪対策力におい

て大つ模・士業型が最も㧗く㸪次に福祉型㸪勤務地域内

型㸪小つ模型となっている㸬以上の結果から㸪これらの

災害ケースマネジメント⬟力とパーソナルネットワーク

には㛵㐃性があり㸪勤務地域内・外の多様な人とのパー

ソナルネットワークを構築することが効果的である示唆

を得た㸬

 Ⳣ㔝12)は㸪⾜政㸪NPO/NGOの災害時㐃携のために㸪平

時からのネットワーク構築・維持に㛵して㸪カ練等を㏻

してネットワーク内での知㆑交換や研修が⾜われる必せ

性を㏙べている㸬このような機会は異なる主体㛫で新た

なネットワークを形成できる点においても㔜せであるこ

とが本稿からも改めて確ㄆできる㸬笠井ら13)は⮬治体の

㜵災・危機管理に㛵する人材⫱成の方法のうち㸪派㐵型

の㜵災カ練・研修のデメリットとして㸪人員や予算㸪受

ㅮ枠数の㠃を挙げているが㸪派㐵された⫋員が他⮬治体

の⫋員や専㛛家等の勤務地域外での新たなネットワーク

を形成をできる点では㸪⫋員を派㐵する機会は有益であ

ると考える㸬また㸪稲継14)や杉山15)は⮬治体⫋員が地域

活動や⮬主研究活動に参加する意義として㸪地域におけ

る人⬦形成や⫋務㸪立場を㉸境したネットワークを構築

することが㸪⫋員の⬟力向上につながると指摘している㸬

この点から㸪⮬治体⫋員の地域活動への参加を奨励する

ことも効果的だと考える㸬次に専㛛力㸪管理力とパーソ

ナルネットワークに㛵㐃性があることから㸪㜵災・危機

管理ㄢの⮬治体⫋員は㸪津久井 6)が提唱する全体の統

括・管理を⾜うセクター㸪ㄪ整や中㛫的支援を⾜うセク

ターとしての位置づけが考えられる㸬また㸪対策力にも

㛵㐃性があることを㋃まえると㸪平時から福祉に㛵わる

機㛵とㄪ整機⬟を持たせ㸪社会的⬤弱性を備えた世帯の

個人情報の共有を図る仕組みの構築などを⾜えば㸪災害

時に発生する社会的⬤弱性のある⿕災⪅の対応の促㐍に

なり得る㸬最後に㸪災害時のマンパワー不㊊に㝗った場

合に⮬治体⫋員のパーソナルネットワークを㏻じて㸪専

㛛知㆑・技⬟を持った支援⪅を獲得することも有効だと

考える㸬
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人数(人)年数(年)人数(人)年数(年)人数(人)年数(年) 人数(人) 年数(年)
勤務地域内 10.79人 4.81年 17.68人 10.53年 22.37人 11.77年 26.65人 14.47年
勤務地域外 5.59人 5.00年 10.57人 9.82年 14.40人 10.19年 24.94人 13.88年

合ィ(人)|平均(年) 16.38人 4.91年 28.25人 10.18年 36.77人 10.98年 51.59人 14.18年
勤務地域内 2.24人 1.55年 4.82人 6.82年 5.22人 6.37年 11.91人 10.76年
勤務地域外 2.93人 0.48年 1.59人 1.29年 2.30人 2.58年 9.24人 7.53年

合ィ(人)|平均(年) 5.17人 1.02年 6.41人 4.06年 7.52人 4.47年 21.15人 9.15年
勤務地域内 1.33人 1.34年 3.72人 5.97年 5.57人 7.22年 13.94人 14.47年
勤務地域外 0.57人 0.31年 0.97人 1.65年 2.91人 3.64年 9.82人 14.06年

合ィ(人)|平均(年) 1.90人 0.83年 4.69人 3.81年 8.48人 5.43年 23.76人 14.26年
勤務地域内 1.90人 1.12年 5.57人 8.19年 5.51人 7.43年 9.56人 10.82年
勤務地域外 0.76人 0.59年 0.81人 1.18年 2.57人 3.30年 4.79人 7.14年

合ィ(人)|平均(年) 2.66人 0.85年 6.38人 4.68年 8.08人 5.37年 14.35人 8.98年
勤務地域内 0.00人 0.00年 0.81人 1.26年 0.61人 0.33年 3.24人 6.76年
勤務地域外 0.00人 0.00年 0.16人 0.38年 2.32人 4.18年 4.53人 10.00年

合ィ(人)|平均(年) 0.00人 0.00年 0.97人 0.82年 2.93人 2.26年 7.76人 8.38年
勤務地域内 0.00人 0.00年 0.49人 0.78年 0.73人 1.13年 2.91人 6.65年
勤務地域外 0.00人 0.00年 0.49人 0.49年 0.73人 1.36年 3.56人 9.06年

合ィ(人)|平均(年) 0.00人 0.00年 0.97人 0.63年 1.47人 1.24年 6.47人 7.85年
勤務地域内 0.00人 0.00年 2.75人 6.00年 3.30人 5.48年 7.53人 14.29年
勤務地域外 0.19人 0.62年 0.97人 2.15年 2.32人 2.99年 6.29人 12.29年

合ィ(人)|平均(年) 0.19人 0.31年 3.72人 4.07年 5.62人 4.23年 13.82人 13.29年
勤務地域内 0.57人 0.31年 4.47人 6.04年 5.81人 5.91年 13.09人 12.94年
勤務地域外 0.00人 0.00年 0.32人 0.76年 2.20人 2.64年 6.03人 10.35年

合ィ(人)|平均(年) 0.57人 0.16年 4.79人 3.40年 8.01人 4.28年 19.12人 11.65年
勤務地域内 1.14人 2.10年 1.62人 1.69年 4.87人 7.57年 9.88人 14.00年
勤務地域外 0.76人 0.76年 0.00人 0.00年 6.18人 7.34年 7.79人 13.71年

合ィ(人)|平均(年) 1.90人 1.43年 1.62人 0.85年 11.04人 7.46年 17.68人 13.85年
勤務地域内 1.48人 0.79年 3.24人 2.65年 4.03人 3.76年 8.59人 7.65年
勤務地域外 1.14人 0.62年 0.81人 0.37年 3.64人 6.06年 6.94人 11.29年

合ィ(人)|平均(年) 2.62人 0.71年 4.04人 1.51年 7.68人 4.91年 15.53人 9.47年
勤務地域内 19.45人 1.20年 45.97人 4.99年 58.02人 5.70年 107.29人 11.28年
勤務地域外 11.93人 0.84年 16.69人 1.81年 39.58人 4.43年 83.94人 10.93年

合ィ(人)|平均(年) 31.38人 1.02年 62.66人 3.40年 97.60人 5.06年 191.23人 11.11年
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コロナ禍におけるキャッシュ・フォー・ワーク
Cash For Work program during Covid-19 pandemic disaster in Japan 
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1 関西大学 社会安全学部・大学院社会安全研究科 
     Faculty of Societal Safety Sciences, Kansai University 
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 Cash for Work (CFW) has been developed as a humanitarian intervention tool which provides cash to disaster victims 
in return for the work related to the disaster recovery. Many CFW programs ran during the recovery processs from 
2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami disaster, including the nuclear disaster in Fukusima. Based on these 
experience, a new CFW program funded by dormant deposits was launched for the jobless youth under COVID-19 
pandemic. This paper reports the overview and the achievement of the program, conluding that CFW has been 
transforming from an ad hoc intervention to an institutional system that makes society resilient to disaster shocks.   

Keywords : COVID-19, Cash for Work (CFW), disaster recovery,resilience, Employment Support Allowance (ESA) 

１．キャッシュ・フォー・ワーク（CFW）とは何
か
キャッシュ・フォー・ワーク(Cash for Work, 以下 CFW

とする)とは、災害復旧・復興事業に被災者を雇用し、賃

金を支払うことによって、被災者の自立を促すと同時に、

よりよい災害対応や復興を促進する手法のことである 1)。 
この手法は、1960 年代のアフリカにおける難民支援に

その源流をみることができる。国際社会は干ばつの被災

者に食糧支援を行っていたものの、被害は繰り返される

ばかりであった。そのため、灌漑設備を整備するといっ

た予防対策に従事した被災者に、その対価として食料支

援を行う事業が始まった（フード・フォー・ワーク）。

その後、現金による支援の有効性が認識されるに従って、

食料が現金に置き換わったのが CFW である。1990 年代

以降、主に途上国において大規模災害や紛争の場面で実

施されることとなった。いくつかの例を挙げるならば、

2002 年のコンゴ民主共和国におけるニーラゴンゴ火山噴

火においては Save the Children が 2)、2004 年インド洋津波

で被災したバンダアチェの復興過程では、Marcy Corp が
3)、2007 年から 2008 年にかけて食料危機を経験したリベ

リアでは世界銀行が 4)、2010 年のハイチ大地震では WFP
などが 5)それぞれ実施している。

２．我が国におけるCFW 
我が国では、CFW という言葉でこそ馴染みは無かった

ものの、安政南海地震津波の復興過程において、広村

（現在の和歌山県広川町）で行われた防潮堤建設事業を

通じて被災農民に就労機会を提供した事業はCFWに相当

する。また、東日本大震災では、一部の NGO によって

CFW が実施されたほか、政府による緊急雇用創出事業の

中で、震災対応事業が行われた。そこで投じられた金額

は 2013 年 9月までで 2462億円であり、岩手・宮城・福

島の 3県の延べ人数合計で 2011年度に 28,255人、2022年
度に 37,477 人の雇用が創出された。途上国の CFW はそ

のしごとのほとんどがライフラインやインフラの復旧で

あるのに対して、東日本大震災の緊急雇用創出事業にお

いて提供されたしごとは介護・福祉関連、産業振興関連、

農林漁業、治安・防災、行政の臨時職員など多岐に渡る。

とりわけ、仮設住宅での見守り業務などにおいて、同じ

立場にある被災者が仕事として他の被災者の支援を行う

など、コミュニティの機能の一部がCFWによって担われ

た 6)。 
東日本大震災のCFWについて行われたいくつかの調査

によれば、CFW の意義は次のように総括される。第一に、

雇用機会の創出である。緊急雇用創出事業による雇用規

模は、2011 年度〜2013 年度に就職した人々の 2割を上回

っており、被災地の雇用機会の確保に貢献したことは間

違いない。第二に、プログラム参加者の精神的充足であ

る。福島県で実施された緊急雇用創出事業「絆づくり応

援事業」で雇用された人々への調査から、就労者の多く

はやり甲斐を感じ、地域への愛着が高まったと回答して

いる。このように、しごとを通じて地域の復興に貢献す

ることは、被災者自身の経済状況を改善させるだけでは

なく、自らの存在価値を高め、地域への愛着を増進させ

る効果があったことも明らかになっている。

他方で、課題も明らかになった。第一に賃金が低いため、

雇用創出基金事業は、ほとんどの場合家計の補助的な役

割しか持たなかった。このことは、前述のハイチでの

CFW でも指摘されている 7)。第二に、緊急雇用の終了後

の就労の問題である。雇用創出基金事業で雇用された

人々の多くは、災害前から非正規雇用やパート・アルバ

イトといった不安定な雇用にあった者が多く、そうした

人々が安定した雇用を得るためには、就労を通じて新た

な技能を身につけるなど、訓練的な要素を含める必要が

あった。雇用創出基金事業を受託した事業者の中には、

積極的にそのような配慮を行ったところもあったが、雇

用創出基金事業は、創出した雇用の数だけが問題であっ

て、その質や再就職の率については問われていなかった。
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なお、雇用創出基金事業は、その後大幅に規模を縮小し

ながらも、被災 3 県においては継続されているが、その

他の地域では実施されず、2016 年熊本地震などの被災地

に於いても実施されることはなかった。

３．コロナ禍におけるCFWの展開 
2020 年 1 月に我が国で新型コロナウイルス感染者が初

めて発見されてから、4月には東京など 7都府県で緊急事

態宣言が出されるなど、感染者の広がりとともに経済活

動も制限されていった。政府は、雇用を維持し失業を抑

えるための対策として、雇用調整助成金などの拡大を行

った。これにより既存の雇用が維持される一方で、その

しわ寄せが新たに労働市場に参入しようとする若年層に

起こった。2020 年 4月から 9月の間の年齢階級別就労者

数(1)をみると、45 歳以上についてはそれほど変化がない

のに対して、44歳以下では大きく減少していた。 
こうした状況を受けて、一般財団法人リープ共創基金

（代表理事：加藤徹生）は特定非営利活動法人育て上げ

ネット（代表理事：工藤啓）とコンソーシアムを組み(2)、

若年層の雇用・就労問題の解決に向けたCFW事業を企画

し、一般財団法人日本民間公益活動連携機構（JANPIA）

による休眠預金活用事業「2020 年新型コロナウイルス対

応緊急支援助成」に採択された（事業名「地域課題の解

決を目指した中間的就労支援事業：キャッシュフォーワ

ーク手法を用いた若者支援」、以下単にキャッシュフォ

ーワーク事業と呼ぶ）。

このキャッシュフォーワーク事業は、コロナ禍における

CFW を実施しようとする団体を公募し、採択団体に対し

て事業実施のための資金を提供するものである。具体的

に公募した事業は、「広く雇用機会を奪われ、収入が減

少した若者を中心にコロナ禍で経済的被害を受けた若者

を雇用し、新たな就労および就労支援のあり方を提案す

る事業」であり、「①若者の雇用を通じて地域課題の解

決に資する事業、②若者に対して新たな就労のあり方を

実現する事業、①、②を同時に見たそうとする事業」が

対象とされた(3)。2020 年度の公募は 7月〜12月にかけて

2 期に分けて行われ、29 団体から応募があり、最終的に

12 団体が採択された。最終的な雇用人数は 216 人であり、

助成総額は約 1億 7000万円となった。2021年にも本事業

は実施され、2021 年 8月〜2022 年 1月にかけて 2期に分

けて公募が行われた。27団体から応募があり、12団体が

採択された。雇用人数は 205 人（計画値）となっており、

助成総額は約 1億 7000万円であった。なおいずれも事業

実施期間は採択から 1 年となっている。これらの事業の

採択にあたっては、外部有識者からなる選考委員会が設

置され、筆者が選考委員長を務めた。

なお、採択された事業内容、実施団体、助成決定金額

等の詳細はキャッシュフォーワーク事業のウェブサイト

にて公開されているが、採択団体は大きく以下の 4 つに

分類できる。

第 1 のグループは、発達障害、ひきこもり、少年院の

出所者など、就労において様々なハンディキャップを抱

えた若者の支援を行っている団体である。これらの団体

は、就労支援において優れた実績やノウハウを持つもの

が多かった。

第 2 のグループは、学生支援を主に行っている団体であ

る。コロナ禍ではアルバイトの機会も減少し、経済的に

困窮している学生も多かったため、学業の継続のために

CFW を必要とするという提案が目立った。このグループ

のターゲット層は、就労の困難さと言う点に於いてはそ

れほど高くない。

第 3 のグループは、特定の業種・職能と強く結びついた

団体である。例えば農業就労の促進、IT 人材の育成、福

祉理美容士の養成といったそれぞれの専門となる人材育

成のスキルを用いて CFWに取り組む提案であった。 
そして第 4 のグループは特定のマイノリティを支援して

いる団体である。例えば外国人労働者、難民、シングル

マザーの支援などを行っている団体が、それぞれの支援

ターゲットの就労支援のためにCFWの活用を提案してい

た。

いずれの採択団体も、若者の就労支援であったり、ある

いは就労を通じた地域貢献や社会問題の解決について、

十分な実績を有している団体であった。東日本大震災の

後に行われた雇用創出基金事業に比べると創出された雇

用の規模は全く及ばないが、単に雇用の数を生むという

ことだけが目的ではなく、地域課題の解決と新たな就労

の形を生み出すということを目的とする、CFW の理念に

より忠実な事業となったことは特筆すべきである。但し、

地域課題の解決をどのように捉えるかは各団体でまちま

ちであった。民間事業所の IT化支援といった、営利色の

強いものもあれば、地域内の困りごとの支援といった社

会性の強いものもあった。災害対応・復興過程では被災

地が特定できて、そこには多くの地域課題が非常にわか

りやすい形で顕在化しているのに対して、コロナ禍にお

けるそれは全国にちらばり、非常に見えにくい。そのた

め、「地域課題」の捉え方にはそれぞれの団体の強みや

考え方が反映され、プログラム参加者が従事する業務は

非常に多様なものとなった。

３．成果
本稿執筆時点ではまだ 2021 年度の事業が継続中であり、

最終的な評価を行える段階ではない。以下では、中間的

な評価として、3 つの実施団体へのインタビュー（2022
年 3月 8 日実施）および 2020 年度事業で雇用されたプロ

グラム参加者へのアンケート調査から、その成果や課題

について紹介する。

実施団体へのインタビューでは、次のような意見が見

られた。第一にCFWを就労支援の観点からみると、支援

対象者の拡大という効果がみられた。無給で職業訓練を

受けられるのは一定の生活が保障されている人々に限ら

れる。だが、生きていくために一定の収入を必要とする

ものは、就労に必要な能力を身につけないまま就職や離

職を繰り返している。実際あるプログラム参加者は、

「社会人になってはじめてフィードバックをもらった」

と述べていたという。かように、給与が支払われること

によって、従来の職業訓練プログラムでは届かなかった

層に支援が行き届く効果があった。

第二に、とりあえずの収入があるということの安心感

によって、プログラム参加者が前向きになれるようだと

いう意見もあった。東日本大震災当時、CFW は仮設住宅

になぞらえて「仮設のしごと」と表現されたこともあっ

た 8)が、とりあえずの安心感を与えてこれからの生活を

設計しなおす時間的・精神的猶予を与えるという効果は、

コロナ禍においても東日本大震災と同様に機能していた。

第三に、就労を通じて、プログラム参加者は自らが誰

かの役に立っているという気持ちを持ちやすく、そのこ

とが就労への自信につながっているという意見も聞かれ

た。これも東日本大震災と同様である。但し、この効果
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はどのような業務を実施したのかにも依存する。例えば

ある団体では、午前中には動画制作訓練を行い、午後は

地域の小学校でウイルス対策のための消毒作業を行って

いた。消毒作業は、教員や保護者から感謝され、やり甲

斐や自尊心の向上につながりやすいという効果はあるが、

一方で将来の就労につながるような技能の習得にはつな

がりにくいというジレンマが報告された。

実施団体のヒアリングに加えて、2020 年事業のプログ

ラム参加者に対してプログラム参加前と後の 2 回質問紙
調査を実施している。対象者 216 人のうち、有効回答数

は 178（82.4％）、平均年齢は 26.25歳、平均雇用時間は

364.52 時間（8 時間勤務とした場合 45.65 日）、男性比率

は 45.5％である。この中で、図 1 に示される自己評価項

目について 10件法での回答を求めた。この事前と事後の

得点差の平均値を求めた。これによれば「相手が理解出

来るように伝える」「自分に自信がある」「人の役に立

つことができている」といった項目で比較的大きな改善

が見られる。これは前述のインタビュー結果と合わせて

考えると、トレーニング中心の就労支援ではなく、CFW
固有の効果であると推察できるが、今後より詳細な分析

が求められる。

図 1 参加者らによる自己評価の前後比較(n=175〜178) 

４．考察①CFWの性格分類 
東日本大震災において緊急雇用として実施された CFW

にヒントを得て、コロナ禍においてはサードセクターが

CFW を実施した。特に就労支援に秀でた団体が多く参画

したことによって、東日本大震災において課題となって

いた就労支援の部分について、一定の効果がみられてい

ることについては、CFW が社会技術として重要な進化を

したと評価できる。

だが、筆者にとって大きな発見は、そうした技術論だ

けではなく、コロナ禍での CFW の実践において、CFW
という介入手法の位置づけや役割に関してであった。そ

のことを述べて本稿の締めくくりとしたい。

第一の発見は、どのような層に対してどのような仕事

を提供するかによって、CFW は様々な性格を持つという

ことである。これを整理したものが図 2 である。横軸は

業務の市場性を表す。すなわちそのプログラムで提供さ

れる仕事は平時から賃労働として求人があるかどうかと

いう軸である。例えば工場において製品の製造に従事す

る仕事は一般的に市場性があるが、学校の消毒の仕事は

これまでのところ市場性はない。縦軸は、ターゲット層

の就職の容易度である。これらの軸の組合せによって

CFWの性格を 4分類して説明できる（図 2）。 
まず A の象限は、就職容易層に市場性のある業務を提

供するケースである。事業者は労働力を市場で確保出来

るにも関わらず CFW で安く雇用できるため、この CFW
は事業者に対する雇用助成金に近い性格を持つ。

B の象限は、市場性のある業務に就職困難層をターゲ

ットとするCFWである。この場合、プログラム参加者は

市場で支払われる賃金に見合う貢献ができないことが前

提であり、CFW はそのギャップを解消することが期待さ

れる。従って、この場合のCFWは給付付き職業訓練に近

い。

C の象限は、就職困難層に対して市場性のない、社会

的な業務を提供するケースである。ここでのCFWはいわ

ゆる社会参加プログラムを給付付きで実施するイメージ

に近い。

D の象限は、就職容易層に対して社会的な業務を提供

するケースである。このCFWは有償ボランティアに近い。 

図 2 CFW のタイプの分類 

さて、CFW のあるべき姿はこの 4 つのうちいずれなの

だろうか。A や B に該当する事業も一概には否定できな

いが、筆者は短期的には C、長期的には D の領域がより

望ましいと考える。その理由は二つある。第一に、大災

害の後には通常の経済活動が停止してしまうため、市場

性のある業務はほとんど存在しない。コロナ禍では、影

響を受けた業界が飲食業など一部に限られているため、

この領域でもCFWが実施できた特殊な事例である。第二

に、この領域はCFWを公的な資金で実施することを正当

化しやすいということにある。もちろん、B の領域でも

就労支援金(ESA)を制度化している国も少なくないこと

から、公的資金を投入する意義はする。しかしながら、

業務の社会性が高ければ、便益を受ける人々の幅が拡が

り、公的資金を投入することの正当生はより高まる。そ

れはCFWのプログラムを量的に拡大することを可能とす

る。

４．考察②レジリエンス制度としてのCFW 
二つ目の発見は、CFW を社会実装することが社会のレ

ジリエンス向上に直結するという事実である。

CFWの参加者にとって、CFWの価値は次の 3つに集約

されることがわかった。一つ目は、しごとを「つなぐ」

効果である。災害やパンデミックなどのショックによっ
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て一時的にしごとを失った人々が、それまでの間CFWに

よって生計をつなぐことができる。二つ目は、あるしご

とから他のしごとに「わたす」効果である。災害など大

きなショックを受けた社会は、必ずしも元に戻るわけで

はなく、そのショックをきっかけとして大きく変容する。

CFW は、そのニューノーマルに労働者が適応していくき

っかけとして、新たな職能を獲得する機会として捉えら

れる。三つ目に、就労を「ささえる」効果である。ショ

ックによって働く場を失う人々の多くは、アルバイト・

非正規雇用が長期化し教育機会に乏しく、十分に能力を

蓄積できていない。参加者の就労能力を高め、そのよう

な脆弱性を解消することによって、次のショックに対し

ても継続して働き続けられるような社会を構築すること

もまた CFWに期待される。 
さて、CFW の機能を上記のように整理をすれば、それ

らはレジリエンスの機能そのものであるということがわ

かる。レジリエンス(resilience)とは、一般的に回復力とか

復元力といった訳語が当てられることが多いが、国連防

災機関(UNDRR)の定義(4)によれば、ショックを吸収し現

状を維持する力(resist, absorb）、変化を受け入れ回復す

る力（accommodate, recover）そして新しい状態に適応し

変化する力（adopt, transform）といったように大きく分

けて三つの機能に集約できる。すなわち、すでに述べた

CFW の機能が表 1 のようにレジリエンスのそれぞれの機

能に対応していることがわかる。

表 1 CFW の機能とレジリエンスの関係 

世界を見渡してみても、近年では CFW を緊急時の人道

介入というアドホックな支援というよりは、急激な危機

に対しての社会的セーフティネット(Social Safety Net, 
SNN)の一つとして捉えはじめている。例えばインドネシ

アでは、CFW を地域の常設のファンドによって実施して

いる例 9)が報告されている。フィリピンでは、漁業の持

続可能性を高めるために禁漁期を設け、その時期に CFW
を実施した事例が報告されている 10)。また、インドネシ

アでもコロナ禍におけるCFWが実施されている 11)。これ

らは、CFW を社会のレジリエンスを支える制度として捉

え直すべきであるという筆者の主張と符合する。

5．結論 
以上より CFW のレジリエンス制度としてのポテンシャ

ルが示されたが、まだまだ課題は多い。とりわけ、今回

のコロナ禍での実践が成果を挙げつつあるのは、東日本

大震災における緊急雇用よりも小さな規模で、実施団体

への配分団体からの伴走支援を実施したり、実施団体に

おいてもプログラム参加者のケアを充実させるなどした

結果である。だが南海トラフ巨大地震のような巨大災害

に対してCFWを拡大していくためには、それだけのノウ

ハウを持った団体が増え、社会に根付いていく必要があ

る。今回の事業はそのための大きな第一歩であったとい

えよう。
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注

(1) 労働政策研修・研究機構『新型コロナウイルス感染症関連情

報：  新型コロナが雇用・就業・失業に与える影響』

(https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/covid-19/c01.html#c01-3 ）

(2) コンソーシアムは 2020年度中に解消し、以降はリープ共創基

金単独での実施となった。

(3) キ ャ ッ シ ュ フ ォ ー ワ ー ク 事 業 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://work.reep.jp/）

(4) UNDRR, Terminology. (https://www.undrr.org/terminology 2022年

4月 16日確認 )
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